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第 1章：	 
グリーンインフラ適用策の背景、基本概念及び研究の目的・構成・対象域	 
	 本章では、グリーンインフラ適用策の展開に向けて、その概念や社会課題と背景、そ
して動向や要素技術などについて整理し、持続的雨水管理を核とするグリーンインフラ
適用策の展開を研究する上で基盤となる考え方、対象域を明確にした上で、研究の構成
と方法を示す。	 
	 
1-0 研究の着想に至った経緯	 
	 本研究の発想の原点は、著者がランドスケープアーキテクトとして北米やドイツを拠
点に水循環に配慮した都市環境デザインの実務に取り組み、研究・調査的視点で世界各
国の環境、都市づくりの実務に携わる中で経験した理想と現実にある。世界の多くの地
域で渇水、洪水、水質汚染、気候変動に伴うゲリラ豪雨などの水災害などの水問題が深
刻化しており、こうした問題に対して、持続的雨水管理を核としたグリーンインフラ適
用策から包括的な都市デザインの戦略と手法を考察する必要性を強く感じたことが着
想に至った理由である。34)グリーンインフラ適用策推進を目指すために、研究→社会実
装という視座を持ちグリーンインフラ研究会や国際シンポジウム等も企画開催し多領
域の専門家を巻き込んで議論を重ねてきた。持続的な都市環境の創成に貢献するために、
持続的な雨水管理を核としたグリーインフラ適用策について、ランドスケープ領域に基
軸をおいて定性的にグリーンインフラの展開可能性を考えることを目指すものである。 
 
1-1 研究の背景と目的	 
	 本研究は、グリーンインフラストラクチャー(Green	 Infrastructure、以下グリーン
インフラ)という概念に基づき、展開される具体的なプロジェクトの適用策(実践)の展
開に関するものである。自然の水循環プロセスを模倣した持続的雨水管理と緑地等の屋
外空間と掛け合わせる「持続的雨水管理を核としたグリーンインフラ適用策」が敷地、
街区、都市スケールの都市環境においてどのように展開されたかをケーススタディーよ
り考察し、持続的雨水管理を核としたグリーンインフラ適用策とその推進のための知見
及び重要事項を考察することを目的とする。	 
	 次に、研究の背景としてグリーンインフラ適用に向けた社会の課題と背景、グリーン
インフラの概念や動向整理を行った上で、1-9 に本研究の対象域と方法、構成を示す。	 
	 
1-2 グリーンインフラ適用に向けた社会の課題と背景	 
グリーンインフラに関する概念と定義に関して述べる前に、グリーンインフラの適用
が期待される背景と社会的課題に関して述べる。近年，気候変動に伴い，日本に限らず
世界各地で台風や集中豪雨の増加による洪水などの水災害被害が増加している 1)。一方
で，都市化の進展は舗装面積の増加と植生被覆面積の減少を招き，自然の水循環の喪失
 2 
による雨水流出量の増大や蒸発散による冷却効果の減少を引き起こす 2)。今後，人口が
集中する都市における気候変動適応策の一つとして，水循環に配慮した持続的な雨水管
理の重要性が増すことになる。本論文で着目する持続的雨水管理とは，都市内の雨水管
理を屋上緑化，透水性舗装，緑溝、雨池などの手法を組み合わせ，分散型で配置し雨水
流出量抑制や速度の遅延，雨水浸透や一時貯留，蒸発散を促進し，都市化により喪失・
分断された自然の水循環の回復を図る考え方を指す。	 
グリーンインフラが解決すると期待される社会的課題は、持続的雨水管理を核とした
水循環 X 緑に直接的に関係する雨水流出量の緩和や遅延などに加えて、非常に多岐にわ
たる。例えば国際的な視点からは自然環境保全、生物多様性の向上、エネルギー問題や
自然災害リスクの高まりなどに対しての減災効果などに期待が集まる一方で、日本にお
いては人口減少・少子高齢化により縮退する国土像を劣化させず豊かに多保つための国
土管理の課題、頻発する災害リスクの増大やインフラ等社会資本整備とその維持管理の
観点からグリーンインフラという考え方が期待されている。	 
 
1-3 グリーンインフラ適用に向けて日本が抱える社会的課題	 
	 日本が真っ先に直面する社会的課題として人口減少や少子高齢化による影響で、1 億
3000 万人の人口が 2050 年までに 9500 万に減少し、高齢化率も世界でも例を見ない高
さに達すると予測されている。グリーンインフラの抱える社会的課題の第一点は縮退時
代の国土や自然資源の管理に関係する。従前までの国土を構成する山林・農地・緑地な
どの土地は都市開発への圧力に晒されてきたが、今後は人口の急激な減少によって国土
の大半を占める森林等自然地の維持管理不足によって、荒廃化が一気に進行し耕作放棄
地や森林が激増することが予想される。一方で、都市においては今後さらなる人口の流
入や一極集中化が進むと考えられており、都市内におけるリバビリティ（住みやすさ）
向上に向けても都市内の公園緑地、歩行者道や屋外公共空間の果たす役割はより重要に
なる。緑の量のみならず、緑の空間デザインの質やアメニティといった観点と多機能
性・多便益性が今後重要になると考えられている。緑に代表される都市内の自然環境の
質や機能は、その土地の立地する地形や気候などに応じて多様な形で存在するが、特に
人間による利活用、レクリエーション利用や文化的景観の側面まで多岐にわたる期待と
課題を都市内の緑（自然環境）は抱えている。	 
	 一方で、都市は台風・豪雨・高潮など気候変動による自然災害のリスクに晒されてお
り、（表-1）特に人口の集中する沿岸域では脆弱性が高い。特に近年異常気象によって
頻発する集中豪雨が引き起こす都市内の内水氾濫、河川の氾濫や斜面地の崩壊など、こ
れまでの自然災害の想定を超えた規模の変化にどのように対応するかが都市の抱える
大きな課題である。このような自然災害へのリスクが高まる中で防災・減災のための対
策として、遊水池、地下調整池、地下雨水貯留浸透施設や防潮堤などの構造物を主体と
したハード施設（グレーインフラ）のみによって災害対策を行うのではなく、予測が難
 3 
しく不確実性が高い将来起こりうる自然災害に向けてどのような戦略を立てるのかも
都市の大きな課題である。	 
 
表−１(出典)内閣府「平成２４年度	 広報ぼうさい（図表の出典：気象庁）」、内閣府ウェブページ
http://www.bousai.go.jp/kohou/kouhoubousai/h24/67/special_01.html（2016 年 11 月 7 日確認）	 
 
	 日本では、このような厳しい状況に加えて高度経済成長期に建設・整備されたグレー
インフラが老朽化、寿命を迎えて更新期を迎えている。水道・下水道など社会資本を今
後どのように維持管理し、更新の費用を考えるかも喫緊の課題となっている。ここで、
都市を支える社会資本の基盤そのものの機能や自然災害に対する防災機能をグリーン
インフラが完全に代替することは不可能だが、例えば持続的雨水管理に基づいて、都市
内の雨水の一時的貯留や浸透を促進することで、豪雨時等に同時に集中して起きる表面
流出水の流出量の削減や流出速度の緩和などによる課題解決や、更新期にあるグレーイ
ンフラを補完する形でハイブリッド的にグリーンインフラを適用する等、都市における
自然災害の減災に資する機能もグリーンインフラには期待されている。 
 
1-4 グリーンインフラ概念の定義	 
	 グリーンインフラとは Green	 Infrastructure（グリーンインフラストラクチュア）
の訳語で欧米発の概念であり、ランドスケープ、都市計画、環境保全、生態学、防災・
減災など多領域の専門を包括する新しい言葉だが、日本でも今後縮退が進む中での国土
管理や、グリーンインフラによる新しい社会資本整備手法などの議論が注目を集めてい
る。ここでは、欧州及び北米における国際的に大きな２つのグリーンインフラの定義や
動向を整理した上で、本論が対象とするグリーンインフラの定義を明確化する。	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1-4-1 欧州におけるグリーンインフラの定義	 
	 European Commission（欧州委員会）による Building Green Infrastructure for 
Europe31)によると、グリーンインフラは「多様な生態系サービスを享受するため，デ
ザイン・管理されている自然環境・半自然環境エリア及びその他の環境要素をつなぐ戦
略的に考えられたネットワークを指す。」と定義されている。3)グリーンインフラに期待
される要素としては、「生活の質を高める」、「生物多様性の向上」、「気候変動に伴う自
然災害の軽減」、「包括的なアプローチ」等が掲げられており、単一目的、単一機能の構
造物を主体としたグレーインフラに対して、グリーンインフラは多目的、多機能型で空
間の性能を最大限に引き出し活用するものだと主張されている。3)また、グリーンイン
フラによって得られる便益は以下の通り非常に多岐にわたるとされる。環境的な便益
（水質の保全、大気汚染の改善、土壌進侵食防止、水資源の涵養、土壌の質の改善）、
社会的な便益（心身の健康、仕事の創出、地域経済の多様化、魅力的な都市の創成、不
動産価値の向上、交通・エネルギーの効率化、観光・レクリエーション機会の創出）、
気候変動適用策としての便益（洪水被害の軽減、生態的なレジリエンス性の向上、低炭
素化、ヒートアイランド現象の緩和、減災）、生物多様性の便益（生物棲息域の改善、
生態的なネットワークの構築）まで、グリーンインフラという概念を大きく捉え、多便
益の特徴を掲げている。特に、EU のグリーンインフラ定義で特徴的なのは、広域スケ
ールの生物多様性を核としたオープンスペース、河川・森林・干潟などの自然地や沿岸
部・道路まで非常に広い範囲の土地を対象として生態系保全、生態系ネットワークの構
築や生態系を活用とした地域創生や減災を目指しているのが、「欧州型のグリーンイン
フラ」展開といえる。	 
	 
1-4-2	 北米におけるグリーンインフラの定義と動向	 
	 次に、欧州における展開と異なる考え方をもつ、北米におけるグリーンインフラの定
義について述べる。米国では連邦環境保護庁（Environmental	 Protection	 Agency,	 以
下EPA）が主体となって，グリーンインフラ政策の普及と適用策の実践を推進している。	 
	 EPA は排水・治水等の単一機能のみを有するグレーインフラの代替として，「緑地や
土壌の持つ雨水の浸透・貯留機能や植物の蒸発散機能など自然の水循環プロセスを用い
て水管理を行い，より健全な都市環境を創成する。近隣や敷地といった空間では水を浸
透・貯留することにより自然を模倣した持続的雨水管理システムも対象となり、都市や
州規模では、生物生息地の確保や洪水防止、大気や水質の浄化も可能な自然エリアの集
合を指す」と米国におけるグリーンインフラを定義づけている。4)(図-1)	 
	 グリーンインフラという言葉が初めて使用されたのは 1994 年にフロリダ州知事に提
出された土地保全戦略に関する報告書の中であると言われており 5)、この中で「グリー
ンとインフラという二つの言葉を組み合わせる目的はインフラと自然のシステムは同
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等に重要であり、計画段階で自然環境保全や再生に関して等価に扱う必要がある」とい
う考え方に基づいている。関連する動きとして 2006 年に、森林局、魚類野生生物局、
環境保護庁、海洋大気庁など複数の連邦政府機関が共同でグリーンインフラに関する取
り組んだ「Eco-Logical:	 An	 Ecosystem	 Approach	 to	 Developing	 Infrastructure	 
Projects」という道路インフラ整備による生物棲息域の分断を防ぎ自然環境保全を推進
するための動きが見られる。5)また 2007 年には、森林局と環境保護庁が共同で「Healthy	 
Watersheds	 as	 way	 to	 achieve	 watershed	 protection」という流域保護を達成するた
めにグリーンインフラ適用の積極的を始める。5)	 
	 特に持続的雨水管理を核としたグリーンインフラの定義に焦点を当てると、米国内
での雨水管理と基準は，EPA の Best	 Management	 Practice	 (BMP)	 ガイドライン 11)の中
に示されている。BMP の根幹となるのが 1948 年に制定された米国で水質汚濁を規制す
る最も重要な法律 Clean	 Water	 Act(水質浄化法)であり，水質の回復などプロジェクト
適用策に言及する場合に BMP ガイドラインを引用する形式を取る。BMP は各州や自治体
が独自の改良を加えたガイドラインを作成することを認めている。一方，グリーンイン
フラに関連するガイドラインとプロジェクト適用策は，EPA の Green	 Infrastructure	 
Statement	 of	 Intent6)と2013年に修正されたGreen	 Infrastructure	 Strategic	 Agenda7）
の中に記載されている。他方で，2007 年に EPA が開始した低影響開発(Low	 Impact	 
Development,	 以下 LID)	 4）は，BMP ガイドラインを基準にして，持続的雨水管理を実践
するための計画的及び技術的手法を示すものとなっている。EPA 型のグリーンインフラ
推進体制として特徴的なのは，BMP ガイドラインの内容を元に LID を活用してグリーン
インフラの適用を啓蒙する大枠が定められていることであり，計画・プロジェクト実践
を前提としたグリーンインフラ推進体制となっている。	 
	  
 
図－1	 グレーインフラ（左）と北米 EPA 型グリーンインフラの概念図（右）（出典：LID	 	 Low	 Impact	 
Development	 Design	 Manual	 by	 University	 of	 Arkansas に著者が加筆修正）	 	 
	 
	 
このように米国でも、自然環境保全や広域スケールの生態ネットワークをグリーンイン
 6 
フラとして捉える動きから、連邦環境保護庁のどちらかというと敷地スケールのプロジ
ェクトベースで展開される持続的雨水管理を核としたグリーンインフラの定義が混在
しているように見えるが、実際は展開されるスケールがマルチスケールであることが特
徴であり両者は競合する概念ではない。 
	 
1-4-3 水循環の考え方に基づく持続的雨水管理	 
	 前述の持続的雨水管理と関連して、ここで基本的な水循環という考え方について整理
する。水循環とは、地表面の水が蒸発、もしくは植物を通じて蒸散し、空気中で雲や霧
となったのちに地上に降水し、再び地表面を流れながら空気中に蒸発・蒸散、地中に浸
透するほか、貯留されて水資源として活用される。また、地中に浸透した水は地下水の
涵養に貢献する。水循環の概念を整理すると（図—2）のようになる。日本でも 2014 年
に水循環基本法が制定 12）され、健全な水循環の回復のために包括的な施策として取り
組むことを示している。 
	 持続雨水管理(Sustainable Stormwater Management)と呼ぶものは特に自然の水循
環の持つ蒸発散・浸透・貯留などの機能を模倣した手法を組み合わせることにより、人
工的な都市環境下にあっても健全な水循環の回復に貢献するものであり、特に下記のよ
うな機能を担うことが期待されている。 
・	 都市環境における自然水資源の保全 
・	 浄化や貯留技術を活用した水質の保全 
・	 貯留・浸透技術などの組み合わせることによる雨水流出量の削減、流出速度の緩和 
以上のような考え方を本論では持続的雨水管理と位置付ける。 
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図－2	 水循環の概念整理ダイアグラム（出典：著者作成）	 
	 
1-4-4	 日本におけるグリーンインフラの定義と動向	 
	 前述のようにグリーンインフラという概念は、一定ではなく世界各地域において多様
な方向性と定義が示されている。世界的動向からは、大きく２つの潮流がありグリーン
インフラの定義として「欧州型」の生物多様性や生物のネットワークなどを基軸に広い
領域の緑の基盤をグリーンインフラと捉える概念と、「北米 EPA 型」の合流式下水道越
流水等による都市型水害リスクの改善や水循環回復などを目的とする持続的雨水管理
を核にした緑の基盤をグリーンインフラと捉える二つの概念に大別されている。日本で
は 2010 年代から両者が混在した形で紹介されるが、正式な行政機関による定義付けは
なされていない。ここでは都市計画・建築・ランドスケープ・生態学の研究者などを中
心に 2 年間にわたって開催された研究会による定義を参考として示す。	 
	 行政や大学の研究者、民間企業の産官学連携によるグリーンインフラ研究会では、グ
リーンインフラを次のように定義している。9）「自然が持つ多様な機能を賢く利用する
ことで、持続可能な社会と経済の発展に寄与するインフラや土地利用計画を、グリーン
インフラと定義する」ここでは、自然の持つ力や多様な機能の中に、防災・減災、水質
浄化、水循環の回復など非常に広い範囲の概念を許容する定義としているが、グリーン
インフラが提供する機能に関しては以下のように整理されている。このような機能は、
グリーンインフラが適用される空間像によっても異なる。	 
 8 
①治水、②土砂災害防止、③地震・津波減災、④大災害時の避難場、⑤水源・地下水涵
養、⑥水質浄化、⑦二酸化炭素固定、⑧局所気候の緩和、⑨地域のための自然エネルギ
ー供給・⑩資源循環、⑪人と自然に優しい交通路（グリーンストリート）、⑫害虫抑制・
受粉、⑬食料生産、一次産業の高付加価値化、⑭土砂供給、⑮観光資源、⑯歴史文化機
能の維持、⑰景観向上、⑱環境教育の場、⑲レクリエーションの場、健康増進、コミュ
ニティ形成・維持	 
	 このようにグリーンインフラの多機能性は自然の力や機能を引き出すために、多くの
主体による関わりを必要とする。産官学民の多様な主体が関わることで地域や都市にお
ける自然資源を基軸にしたグリーンインフラの展開が可能になるため、多分野における
連携も必要となると考えられている。	 
	 
1-4-5 グリーンインフラの定義整理と本研究における位置付け	 
	 前述のようにグリーンインフラという概念は、一定ではなく欧州、北米において異な
る定義づけがされ、日本においても位置づけは様々である。ここでは欧州型、北米 EPA
型、日本型のグリーンインフラ定義を整理した上で、（図−3）の通り本研究におけるグ
リーンインフラの定義を明確化する。	 
	 
	 
図－3	 「欧州型グリーンインフラ」と「北米 EPA 型グリーンインフラ」、「日本型グリーンインフラ」の定
義を基にした「本研究の定義するグリーンインフラ」の位置づけ	 
（出典：3）4)を元に著者作成）	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1-5 持続的雨水管理を核にしたグリーンインフラ関連する用語の整理	 
	 グリーンインフラに関連して、多くの用語が使用されるが、ここでは特に持続的雨水
管理及びグリーンインフラに関連する用語を整理した上で 5）8）11）、持続的雨水管理を核
にしたグリーンインフラという言葉のもつ意味を明確化する。 
	 
1-5-1 持続的雨水管理に関連する用語の整理	 
・	 Low Impact Development(LID)	 対象域：北米 
低影響開発(LID)は工学、環境デザイン、政府の様々な部局で使われる概念だが基本
的に自然の水循環の仕組み（浸透・蒸発散等）を模倣することを基本としている。
国土保全から土地利用計画、敷地デザインまで多様なプロジェクトで展開され、貯
留、浸透、蒸発散といった水循環のプロセスを計画・設計に反映することに加えて
雨水という自然資源が持つ機能を最大限活用できるような考え方を指す。	 
	 
・	 Green	 Stormwater	 Infrastructure	 (GSI)	 対象域：米国シアトル市、フィラデルフ
ィア市他	 
GSI は緑と雨水のインフラで、基本的な定義は LID と同じである。特徴的なのは GSI
は都市化が最も進んだエリアでの適用を想定していることで、特にグリーンインフ
ラの一般的な定義の中でより、Stormwater（雨水）を強調した取り組みを担ってい
る点が特徴的である。	 
	 
・	 Sustainable	 Stormwater	 Management	 対象域：米国全域	 
持続的雨水管理（Sustainable	 Stormwater	 Management）は、LID や GSI と類似の用
語だが、EPA や米国内で最も一般的に使われる用語である。適用範囲は都市域と非
都市域まで幅広い対象を想定したものである。	 
	 
・	 Best	 Management	 Practices	 (BMPs)	 対象域：米国全域	 
	 ベスト・マネジメント・プラクティス(BMPs)は雨水流出水による環境汚染を防ぐため	 
	 に開発された構造物や非構造物による対策手法を指し、それらを達成するための一連	 
	 の技術、プロセス、アクティビティを指す。	 
	 
・	 Sustainable	 Urban	 Drainage	 Systems(SUDs)	 対象域：イギリス、欧州	 
持続的な都市排水システム(SUDs)はイギリスを中心に発達した概念。広く国土全域
における持続的雨水管理の技術や手法をまとめており、米国の LID に類似した概念
だが、広域計画よりもむしろ敷地や個別のプロジェクト設計に焦点をあてている点
が特徴的である。	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・	 Water	 Sensitive	 Urban	 Design(WSUD)対象域：オーストラリア	 
水循環に配慮した都市デザイン(WSUD)は、水循環に関するあらゆる要素を統合した
デザイン手法である。水の流出量、水質の浄化、環境保全からレクリエーション利
用まで網羅し、国土全域のマルチスケールで水循環に配慮した都市デザインの展開
が進んでいる。	 
	 
・	 Low	 Impact	 Urban	 Design	 and	 Development(LIUDD)	 対象域：ニュージーランド	 
低影響都市デザインと開発(LIUDD)は、米国の LID の概念とほぼ同じであらゆる水循
環の考え方をデザインにつなげて環境的な便益を引き出すことを目標としている。
LIUDD 戦略は都市域における健全な集水域の保全や生物多様性の向上に取り組むも
のである。	 
	 
・	 Green	 Buildings,	 High-performance	 building,	 living	 building	 対象域：北米	 
グリーンビルディング(Green	 Building)はエネルギーの効率的な利用や環境性能を
最大限に高めた環境配慮型建築（グリーンビルディング）の基準で、この中でも屋
上緑化や敷地内における雨水活用を積極的に推奨し、LEED	 (Leadership	 in	 Energy	 
and	 Environmental	 Design)という認証制度によりこの基準に基づいたプロジェクト
の実践を推進している。	 
	 
以上のように、持続的雨水管理を核にしたグリーンインフラ用語は多様であるが基本的
に大きな目標は、「持続的雨水管理」水のもつ自然の機能や仕組みを最大限に活用し、
賢く雨水を管理していくことにある。適用される空間像や焦点をあてている部分が若干
異なるが、これを核にしたグリーンインフラ空間像に関しては次章で述べる。	 
	 
1-5-2	 グリーンインフラに関する主要な用語の整理	 
	 グリーンインフラとは比較的最近頻繁に使用されるようになった言葉でその用語の
使われ方も異なる。ここではグリーンインフラに関連する用語を整理する注 1）。	 
	 
・	 グリーンインフラ(Green	 Infrastructure)	 
グリーンインフラの定義の詳細と動向に関しては前述の通りである。	 
本研究では、「自然の水循環プロセスを模倣した持続的雨水管理を緑地等の屋外空間
と掛け合わせることで、自然の持つ機能を最大限に活用した多機能型・多便益を引
き出す考え方を指す」特に人工的な都市環境を対象とし、自然地のみならず建築や
都市空間も含めてグリーンインフラを位置づける。	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・	 生態系インフラ(Ecological	 Infrastructure)	 
	 	 広義のグリーンインフラから人工的な緑地・水域などによるインフラを除いた、	 
	 	 生態系（自然、半自然環境）を活かすインフラ。日本学術会議自然環境保全再生分	 	 
	 	 科会によって日本では定義された語。Natural	 Infrastructure という文言も国際	 
	 	 的には使われる。	 
・	 グレーインフラ(Grey	 Infrastructure)	 
人工構造物による構成される単一目的に寄与する機能をもつ、効率的なインフラを
指す。グリーンインフラとは概念的に対比して使われることが多い。単一な機能を
高い精度で実現した効率的なインフラであり品質管理は容易であるが、計画された
寿命があり、機能を持続させるためにはインフラの更新が必要となる。9）グリーン
とグレーインフラは相互に異なる特徴をもつが、両者の補完性や基盤を構成する上
でのハイブリッドの多様な形などは今後グリーンインフラの定義や基礎的な議論で
継続的に議論されることが必要である。	 
・	 ランドスケープインフラ（Landscape	 Infrastructure）	 
グリーンインフラを都市域に適用するのは経済的・空間的な制約が大きいため	 
グレーインフラとのハイブリッド型のデザインされたグリーンインフラをランドス
ケープインフラと定義する案	 
・	 ブルーインフラ	 (Blue	 Infrastructure)	 
水域における自然の機能を活用したインフラを指す。グリーン＋ブルーインフラと
いう形でより広範な対象領域を想起させる使い方もみられる。	 
・	 グリーンレジリエンス(Green	 Resilience)	 
自然基盤等を賢く活用することにより、大規模災害等からの回復力を高める国づく
りの考え方。レジリエンス推進協議会によってつくられた語。	 
・	 生態系を活用した防災減災(Eco-DRR,	 Ecosystem-based	 Disaster	 Risk	 Reduction)	 
自然災害に脆弱な土地の利用を避け、災害への曝露を回避するとともに、生態系が
もつ多様な機能を活かすことで、自然災害に強く持続可能な社会を構築しようとす
る手法。グリーンインフラを構成する手法の一つ。	 
	 
1-5-3	 日本におけるグリーンインフラ関連動向（学術及び施策）	 
日本の学術界における動向	 
	 日本において自然の力や機能を活用した取り組みは、今までにも多く取り組まれてき
たが、海外のグリーンインフラ概念が積極的に紹介されるようになったのは最近である。
2013 年に（公財）日本生態系協会、地球環境国際議員連盟共催による国際フォーラム、
2014 年には日本緑化工学会、神戸大学持続的住環境創成講座主催、グリーンインフラ
研究会共催の「米国ポートランド市のグリーンインフラ展開」に関するシンポジウム、
同年には日本生態学会全国大会において「人口減少・成熟社会にけるグリーンインフラ
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ストラクチャーの推進フォーラム」が開催された。また、2015 年には日本造園学会全
国大会にて公開シンポジウム「ランドスケープ•アーバニズム」及び「生態系インフラ
ストラクチャーを活かしたランドスケープ形成」に関するフォーラムを開催 30)、2016
年度には、（公社）雨水貯留浸透技術協会による「蓄雨による日本版グリーンインフラ
ストラクチャーのすすめ」シンポジウム、日本建築学会においては、「雨水活用とグリ
ーンインフラで新しい雨まちづくり」シンポジウム開催、また「都市インフラとしての
ランドスケープ」というテーマで日中韓ランドスケープ専門家会議が開催された。特に
グリーンインフラに関する各学会等における活動は増加傾向にある。	 
	 
日本における施策動向の整理	 
グリーンインフラとして大きな施策動向は下記の通りに整理できる注 2）。各省庁の動向
と主な記載内容は下記の通りである。	 
	 
・	 国土強靭化計画(内閣府、2014 年 6 月)	 
自然の生態系が有する防災・減災機能や平時の生態系サービスを評価しそれらを積
極的に活用するための防災・減災対策の推進	 
・	 国土形成計画（国土交通省、2015 年 8 月）	 
本格的な人口減少社会において、豊かさを実感でき、持続可能で魅力ある国土づく
り、地域づくりを進めていくために、社会資本整備や土地利用において、自然環境
が有する多様な機能（生物の生息・生育の場の提供、良好な景観形成、気温上昇の
抑制等）を積極的に活用するグリーンインフラの取り組みを推進する。このため、
社会資本整備や土地利用計画におけるグリーンインフラの考え方や手法に関する検
討を行うとともに、多自然型川づくり、緑の防潮堤及び延焼防止などの機能を有す
る公園緑地の整備等、様々な分野においてグリーンインフラの取り組みを推進する。	 
・	 国土利用計画（上記と同様）	 
・	 地球温暖化に関する「適応計画」（環境省、2015 年 11 月）	 
生態系を活用した適用策に関する知見や事例、機能評価手法を収集する。沿岸域に
おける生態系による減災機能の定量評価手法開発を推進する。	 
・	 国土強靭化アクションプラン 2016（内閣府国土強靭化本部、2015 年 5 月）	 
第 1 章 2(2)地方創生につながる強靭な地域づくりの推進	 
地方公共団体においては、地域計画の策定や見直しに際して、防災・減災機能等自
然生態系が有する多様な機能をグリーンインフラとして積極的に用いるなど、地域
が有する自然や地形など地域資源を有効に活用し、地域の豊かさを維持・向上させ
るよう、両者を十分連携させることが望まれる。	 
	 
以上のように、グリーンインフラに関連する行政計画が発表され始めたものの、グリー
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ンインフラという文言や大きな考え方が示された程度の萌芽期であり、今後は省庁間で
の連携による積極的な議論の展開が期待される。	 
	 
1-5-4	 日本における持続的雨水管理に関連する施策動向	 
	 本論の対象である、持続的雨水管理を核にしたグリーンインフラとして日本ではどの
ような施策の動向があるかを整理した。前述の通り、大きなグリーンインフラという概
念に基づいた施策の展開は現在萌芽期にあり、持続的雨水管理を核にしたグリーンイン
フラ施策とのものは存在しないが、それに関連する施策の特徴や傾向をまとめた。	 
	 日本の状況と課題を整理した。日本では雨水に関連して水管理・国土保全局河川部に
よる外水問題，下水道部による内水問題など，国から地方自治体レベルほか多岐に渡る
水分野の機能分化が進んでおり，政策や事業の総合化が大きな課題である。近年のゲリ
ラ豪雨による浸水被害の多発などを受けて，2007 年に国土交通省の雨水に関する部局
の課長連名で各地方整備局へ出された通知「都市における安全の観点からの雨水貯留浸
透の推進について」13）の中では，雨水の貯留浸透の重要性について喚起し，同時に出
された課長補佐事務連絡 13)の中でも多部局間連携のモデルと必要性に言及しているが，
推奨レベルに留まっている。	 
	 雨水活用推進の観点からは 1991 年に「雨水貯留浸透技術協会」が 14）発足し，1998-2011
年の間に空気調和・衛生工学会，日本建築学会，雨水貯留浸透技術協会からそれぞれ実
務者向けの雨水利用マニュアル類及びガイドライン 14）15）16）が刊行され，特に建築物と
建築に伴う敷地に関連する雨水活用の構想，設計，施工，製品情報及び維持管理までが
的確に示された。これらの媒体は，法的な背景が伴わない中で先導的な自主的ガイドラ
インとしての役割を担い，雨水活用を推奨している。3 つの媒体に共通する課題として
は，敷地スケールの建築を中心とする雨水貯留・浸透施設整備を前提とした内容が中心
であり，グリーンインフラ適用策の導入で重要な建築以外の敷地や地域・都市スケール
の持続的雨水管理についての計画技術や手法に関するまとめは少ない。	 
次に国レベルの雨水利用関連施策では，国土交通省水管理国土保全局河川部の「流域貯
留浸透事業」や下水道局の「下水道雨水貯留浸透事業」など雨水貯留浸透施設の建設を
推進するものや，「水循環・再生下水道モデル事業」など雨水の貯留・活用事業への助
成，都市環境関連では「環境共生住宅市街地モデル事業」内での屋上緑化や雨水貯留浸
透，緑地整備などへの助成があり，地方自治体レベルでは，東京都及び千葉県の「雑用
水利用に関する指針」,福岡市や墨田区では「雨水利用推進指針」等が出されている。
大きな特徴としては，主に公共の雨水貯留・浸透施設整備に対する事業促進の助成であ
るために，適用範囲が限られているのが課題である。29)	 
	 最後に、新制度としては 2014 年 7 月には水循環基本法（国土交通省）12）が施行され
た。本法は水循環に関する施策を総合的かつ一体的に推進することにより健全な水循環
を維持・管理させ、我が国の経済社会の健全な発展及び国民生活の安定向上を目指すこ
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とを目的としている。具体的な雨水活用推進に関しても、2014 年 5 月に施行された「雨
水の利用の推進に関する法律」（国土交通省）においては、雨水を一時的に貯留し雨水
の水洗便所や、散水等への使用を推進することにより、水資源の有効化を図るとともに
河川等への雨水の集中的な流出を抑制するものである。また、日本建築学会からは 2016
年 3 月に雨水活用技術基準が刊行され 15）、建築分野における雨水活用の推進が期待され
る。	 
	 日本の施策動向から分かるように、個別の課題に加えて全体の傾向として国土全体の
自然資源を取り扱う国土管理、水資源管理、そして下水道等各部局別に緑や水など自然
資源関する新しい考え方が少しずつ示されている。このような動向を踏まえた持続的雨
水管理を核にしたグリーンインフラ適用策の今後の展開に関しては、第 5 章でまとめる。	 
	 
1-6	 持続的な雨水管理を核にしたグリーンインフラ既往研究 
	 ヨーロッパにおける持続的な雨水管理を核にしたグリーンインフラに関する研究で
は Hoyer らによる SWITCH の一連の研究 17）、Stockman, Shannon らによる都市スケ
ールでの水循環、インフラの研究 18）19）、Dreiseitl らによる水循環に配慮した実践的デ
ザインの研究 20）がある。アメリカにおいては Spirn21）による包括的なエコロジカル・
デザイン研究の一部として水循環に配慮したデザイン研究があげられる。日本では、石
川ほか 22）による流域圏プランニングに関する研究においては水循環に関する複合的な
課題に総合的に取り組む研究がある。また日本建築学会水環境運営委員会による雨水建
築に関する実践的な研究 23）は雨水活用建築企画や個々の技術に関する研究の蓄積があ
るが、建築物が中心となっている。以上から持続的雨水管理を核にしたグリーンインフ
ラのデザイン手法に関しては総合的な都市圏内の水循環の基本を把握したうえで具体
的な持続的雨水管理を適用・推進させるための解決手法を研究する意義がある。 
	 わが国において水循環・雨水管理に着目した研究として貯留・浸透を中心とした透水
性舗装，浸透トレンチなどの雨水流出抑制施設整備のための建築・施設を中心とした雨
水活用の背景と効用，手法や技術論などは，雨の建築術 23）や雨水利用マニュアル等 14）
15）16）に示される。人工的に創出されたグリーンインフラに着目した研究では，井上ら
24）のグリーンインフラの概念を使った浸透性街路空間の導入効果や GIS を活用した「水
みちネットワーク」把握手法の開発など定量的に技術を評価したもの，Kato の個別の
緑地に対してグリーンインフラ固有の機能として雨水管理に着目した研究 25），グリーン
インフラの施策に着目した遠藤の米国フィラデルフィアにおける雨水流出対策として
のグリーンインフラに関する研究 26）や，花井らの米国ポートランド市に おけるグリー
ンストリート施策の研究 27）等がある。最近では、ポートランド市の EPA 型のグリーン
インフラ適用策に着目した事例研究に基づいて日本への適用の課題を論じた福岡らの
グリーンインフラ適用策の中で持続的な雨水管理に着目する研究 28）がある。水循環に
配慮したガイドライン事例研究では福岡らの住宅地における雨水活用の拡大・普及をめ
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ざした媒体作成のための事例比較研究 29）33)がある。 
	 上記のような持続的雨水管理を核にしたグリーンインフラ研究の隣接分野における
研究としては、生態系を基盤とした防災・減災研究(Eco-DRR)がありグリーンインフラ
の中でも特に生態系を活用した災害リスクの低減に関して、様々な学協会の提言に盛り
込まれている。特に、日本学術協会議の環境学合同自然環境保全再生分科会においては、
東日本大震災からの復興に向けて、人口密度の低い地方都市や自然度の高い地域におい
ては、自然生態系のもつ機能を最大限活かした生態系インフラストラクチャーの活用が
提言されている。被災地の復興計画や取り組みの中で生態系の視点をもつものは十分と
はいえず、縮退地域における生態系を基盤とした防災・減災研究の今後の展開が期待さ
れる 30）。 
	 以上のように、雨水流出抑制に関連する定量的把握など個別事例の雨水管理に関する
研究、グリーンインフラを施策や緑地計画の観点から論じる研究は成されているが、グ
リーンインフラ適用策を展開するための方法論や敷地から都市スケールまで、マルチス
ケールでのグリーンインフラ適用策の展開を対象とした研究は十分にされておらず、向
けたガイドラインを対象とした普及という点では研究が十分にされておらず、グリーン
インフラ適用策の推進（実践）、マルチスケールでの展開を論じる点に本研究の独自性
がある。 
 
 
1-7 持続的雨水管理を核にしたグリーンインフラ要素技術	 
	 持続的雨水管理を核にしたグリーンインフラの要素技術には様々な手法があるが、目
的とするのは「浸透や貯留、蒸発散など自然の水循環のプロセスを模倣する雨水管理の
システム」であり、同時にそこから雨水の流出量削減や流出速度の緩和、微気象の緩和、
生物多様性の向上、景観の向上など多くの環境・社会的的便益を引き出すことを目的と
している。このような要素技術が適切な空間で適切な形で適用されることにより、最大
限の便益を引き出すことが可能になる。ここでは米国環境保護庁(EPA	 Environmental	 
Protection	 Agency)の定義 4）を参考に持続的雨水管理のための基本的なグリーンインフ
ラの要素技術を整理する。	 
	 グリーンインフラの要素技術は以下の①〜⑩に整理し、（図−4）に要素技術と便益の
関係をまとめた。	 
	 
①	 雨樋（縦樋）の非接続(	 Downspout	 Disconnection)	 
屋根からの雨水を下水道へ接続せず、雨水タンクや貯留槽、もしくは地中浸透可能
なエリアなどに流す方法。特に合流式下水道の都市において有効な手法で、かつか
かる費用も最低限で済む。建築敷地が狭小な場合は適していない場合もある。	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②	 雨水利用(Rainwater	 Harvesting)	 
	  雨水利用の仕組みは、雨水を集めて利活用するために貯留することである。的確に 
   設計されれば雨水流出量の削減や流出速度の緩和につながり、また植物への灌水、 
   建物内部の雑用水や緊急時の水資源として活用することも可能になる。貯留の手法	 	  
	  も屋内、地下、屋外など多岐にわたり目的や利活用により方法により設定が可能で 
	  ある。 
 
③	 雨庭（Rain Gardens） 
雨庭は屋根面、歩道等からの表面流出水を集めて、植栽の施された窪地に流し地中
に浸透・水質浄化を図り、また在来種や耐水性の高い植栽を施すことにより植物を
通じて蒸発散を促進させるなど自然の水循環を模した仕組み。舗装されていないほ
とんどの地上部で適用可能であり、規模も住宅の庭から工場敷地まで様々なスケー
ルで展開される。（写真−1） 
 
写真-1:ポートランド市内の雨庭	 （出典：著者撮影）	 
 
④	 雨水プランター (Planer Boxes) 
歩道や駐車場からの表面流出水を集めて、コンクリート等の壁で囲まれた雨水プラ
ンターに流入させる手法。地中に浸透させるか、不浸透のもので一時的に雨水を貯
留・浸透させる都市型の雨庭。市街地の土地が限定的な場所での適用や、道路・歩
行者空間の整備と一体的に適用することが望ましい。 
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写真-2:ポートランド市内のグリーンストリート	 （出典：著者撮影）	 
 
⑤ 緑溝(Bio Swales) 
	 人工的に作り出した窪地に雨水を流しながら一時的な貯留と浸透を行う植栽帯を指 
	 す。駐車場や歩行者空間等に適した手法である。この緑溝を通じて地表面を流出する 
	 雨水の運搬機能も果たす。（写真−3） 
 
写真-3:	 ポートランド市内の緑溝(出典：著者撮影)	 
 
⑥	 透水性舗装( Permeable Pavements) 
透水性舗装は、雨水を敷地で浸透・貯留または処理できる舗装のことを指す。地表
面は透水性コンクリート、透水性アスファルトやインターロッキングなど多岐にわ
たる。 
 
⑦	 グリーンストリート(Green Streets) 
グリーンストリートは、雨水の一時貯留・浸透・植物による蒸発散などの要素技術
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をデザインに統合したもので、透水性舗装、緑溝、雨水プランターなどはグリーン
ストリートの構成要素として組み合わせることができる。一般的なグリーンストリ
ートは歩行者空間の雨水を一時貯留・浸透できるようなトレンチ形状のものから 
縁石に加工を施して、雨水が植栽帯に流入できるようなものまで幅広い形で展開 
される。（写真−2, 4） 
 
⑧	 緑の駐車場(Green Parking) 
多くのグリーンインフラ要素技術は駐車場のデザインに適用可能である。透水性舗
装は駐車部分に、雨庭や緑溝は植栽帯部分に使用することで雨水の一時的貯留や浸
透などに加えて、駐車上の植栽帯を活用して樹木を植栽することにより、緑陰の創
出や蒸発散による微気象の緩和などの便益を引き出すこともできる。(写真−5) 
 
写真-4 ポートランド市内のグリーンストリート（出典：著者撮影）	 
 
写真−5:	 ポートランド市内の緑の駐車場（出典：著者撮影）	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⑨	 屋上緑化(Green roofs) 
建物の屋上に植栽基盤を設置して、雨水の一時貯留や植物による蒸発散を行う手法。
便益としては、微気象緩和効果や生物多様性の向上、建物のエネルギー管理コスト
の削減などである。建物の密集する市街地や建物におけるグリーンインフラ要素技
術としては有効な手法の一つである。（写真−6） 
 
 
写真−6：ポートランド市内の屋上緑化（出典：著者撮影）	 
 
⑩	 街路樹(Urban Tree Canopy) 
街路樹には枝や葉などで雨を遮断することで雨水の流出量の削減や流出速度の緩和
に寄与する。また、街路樹の蒸発散や樹冠の投影による日陰が気温低減効果を生む
ことも知られる。 
 
	 以上、グリーンインフラの要素技術を整理すると次の(図—4)のようにまとめられる。
要素技術による基本的な便益は、浸透・貯留・蒸発散・流出量及速度の緩和、生物多様
性の向上、微気象の緩和などが挙げられる。以上のような環境的な便益に加えて、社会・
経済・健康などの便益を引き出すことの可能となる。個別のグリーンインフラ要素技術
の組み合わせ方や、敷地・街区・都市スケールにおけるグリーンインフラ適用策の展開
に関しては、第 2 章、第 3 章、第 4 章で考察する。 
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図－4	 グレーインフラ（左）と持続的雨水管理を核としたグリーンインフラ適用策の概念図及び要素技術
（右）（出典：著者作成）	 	 
	 
1-8	 グリーンインフラ適用策がもたらす便益	 
	 図−4 に示した通り、グリーンインフラ要素技術を組み合わせることにより、多くの
便益を引き出すことができる。グリーンインフラの便益に関しては、1-4-4 で示した考
え方に加えて、多くの見解がある。例えば、米国連邦環境保護庁の定義 4）では環境的な
便益（低炭素化、大気の質の向上、レクリエーション、効率的な土地利用、健康増進、
洪水等水災害からの防御、水源の保全、地下水涵養、野生生物棲息域の保全、雨水流出
水の削減等）、経済的な便益（ハード施設を中心とするグレーインフラ建設コストの削
減、更新期にあるインフラの維持管理、不動産価値の向上、経済・開発の促進、エネル
ギー使用の削減と効率化等）、社会的便益（歩行者空間や自転車アクセスの向上、アメ
ニティの高い歩行者空間や屋上空間を創出し、リバビリティの向上や都市緑地の質の向
上、持続的雨水管理の市民向け啓蒙・教育、都市のヒートアイランド化の抑制）などが
挙げられており、前述の欧州における定義と同様にグリーンインフラの適用策がもたら
す多便益の特徴があげられている。	 
	 本研究においては、グリーンインフラ適用策がもたらす便益に関して敷地スケール及
び街区スケールのケーススタディーを通じてまとめる。	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1-9 グリーンインフラ適用策が展開される対象域	 
	 次にグリーンインフラが適用される対象となる空間像についてまとめる。まず、グリ
ーンインフラ適用策が展開可能な対象域について説明し、本研究の対象域を示す。グリ
ーンインフラの適用範囲は海岸から都市緑地、河川から農地、森林まで国土全域に広が
る可能性をもち、対象空間により自然資源の管理を主体としたマネジメントから、新た
に自然の機能を活かした空間整備まで多岐にわたる。前述の通り、本研究ではグリーン
インフラ適用策の対象域を人工的な都市環境を主とした建築や都市空間も含めた設定
とする。日本において都市空間は成熟したストックとなっており、今後縮退が進行し人
口が集中する都市空間やそれらを構成する建物を含めた形でグリーンインフラを捉え
ることで、既存の都市空間の上に、自然が持つ多様な機能を賢く利用した空間整備を行
い多機能化することで、減災・ヒートアイランドの緩和・持続的雨水管理・治水・生物
多様性の向上・食料生産・健康増進・不動産価値の向上など一つの場所で必ず複数の便
益を達成するような、土地の性能を高める創造的な発想と取り組みが必要とされるとい
う考えを基に対象域を設定した。 
	 グリーンインフラ適用策が展開される対象空間は①都市緑化②庭③道路・歩行者空間
④都市緑地（公園型・都市型）⑤河川⑥空地・都市農地の 6 種類に分類し（図−5）に示
す通りである。持続的雨水管理を核にしたグリーンインフラがどのような対象空間で適
用されているか大きな特徴を以下の通り整理した。 
 
図－5	 本研究におけるグリーンインフラの対象域（出典：著者作成）	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①都市緑化 
都市内の駐車場、建物の屋上や壁面を活用して、微気象の緩和や一時的な雨水貯留・浸
透による都市型集中豪雨被害の低減、生物の生息の場の創出、景観の向上などに寄与で
きる。建築や都市デザインと一体的に取り組む必要がある。 
 
②庭 
最もスケールの小さい庭においても、雨水の一時的に貯留・浸透や水質浄化、生物の生
息の場の創出、景観の向上や都市生活の質の向上まで、グリーンインフラとしての機能
を期待することができる。 
 
③道路・歩行者空間 
道路空間においては、大気浄化、騒音抑制や、微気象緩和、景観向上、生活環境保全な
どの基本的な機能に加えて、今後は河川や都市緑地など道路周辺空間との一体的価値創
造や、柔軟な発想で地域経営的な視点で運営・活用することも期待される。 
また、都市内の緑道は人間や生き物中心の多機能型交通網であり、自転車道、生態的な
回廊、健康増進、レクリエーション機能から地域活性化機能までが期待されている。今
後は歩道や自転車道、新しい交通網の整備などと一体的に展開することも可能である。 
 
④都市緑地（公園型・都市型） 
都市内の公園緑地や広場では、本来求められているオープンスペースとしての機能に加
えて今後は自然が持つ多様な機能を活かして、整備・管理することが求められる。公園
緑地などの公園型、そして都市内で建築等と一体的に計画される公開空地や広場などは
都市型とする。都市緑地は気候変動適用策としての減災・防災機能、微気象の緩和、持
続的な雨水管理、生物多様性の向上など多くの機能を担う。 
 
⑤河川 
都市を流れる河川は地域を超えて水や緑の基盤として機能する。生物多様性の向上、水
質の改善、湧水の涵養、減災など基本的な機能に加えて、官学民の連携で流域における
協働体制や参加の仕組みもまた、グリーンインフラを啓蒙・推進する上で必要不可欠な
ものである。 
 
⑥	 空地・都市農地 
縮退時代において今後多く派生すると想定される空地はグリーンインフラ整備のチャ
ンスである。食料生産、コミュニティの形成、減災などの機能に加えて、暫定的な利活
用や実験的な取り組みなども展開しつつ、新しいオープンスペースを構想することは今
後ますます重要になる。また、都市における農地の役割は食料生産の場から、減災、微
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気象の緩和、環境教育、資源循環、そしてコミュニティ形成の場として社会的な役割も
期待される。都市内の農地のストックを活かして多様な機能を発揮させることにより、
持続的なまちづくりへも寄与できる。 
 
1-10	 本研究の対象域、構成、方法	 
	 本研究の対象域を示す。グリーンインフラが適用される対象となる空間像は庭から国
土全体まで非常に広範にわたるが、本研究ではグリーンインフラ適用策の対象域を人工
的な都市環境を主とした建築や都市空間も含めた設定とし、対象域の空間像は 1-9 に示
した通りである。都市空間やそれらを構成する建物を含めた形でグリーンインフラを捉
えることで、既存の都市空間の上に、自然が持つ多様な機能を賢く利用した空間整備を
行い多機能化することで、減災・ヒートアイランドの緩和・持続的雨水管理・治水・生
物多様性の向上・食料生産・健康増進・不動産価値の向上など一つの場所で必ず複数の
便益を達成するような、土地の性能を高める創造的な発想と取り組みが必要とされると
いう考えを基に対象域を設定した。 
	 第１章で整理した通り、グリーンインフラ適用策の推進に向けての課題は、まず持続
的雨水管理を核にしたグリーンインフラ適用策が敷地スケールにおいて、どのようなグ
リーンインフラ要素技術を適用した空間を構成され便益をもたらしているか、同じく街
区スケールにおけるグリーンインフラ適用策の展開、さらに都市スケールにおけるグリ
ーンインフラ適用策が整理されることが重要であり、持続的雨水管理を核にしたグリー
ンインフラ適用策をマルチスケールで考える点に特徴をもつ。	 
	 本研究は(図-6)に示す通り、持続的雨水管理を核としたグリーンインフラ適用策が展
開する３つのスケール（敷地・街区・都市）を対象域とし、マルチスケールにおけるグ
リーンインフラ適用策について考察するものである。	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 図－6	 グリーンインフラ適用策の課題：3 つのスケール（上）と本研究の対象域（下）	 
	 （著者作成）	 	 
	 	 
	 
	 次に、本研究の構成としては第 1 章でグリーンインフラに関する定義、動向、要素技
術や日本におけるグリーンインフラに資する取り組みなどを整理した上で、第 2 章で敷
地スケール、第 3 章で街区スケール、第 4 章で都市スケールにおける持続的雨水管理を
核にしたグリーンインフラ適用策の展開事例研究を行い、第 5 章で持続的雨水管理を核
としたグリーンインフラ適用策の展開についてまとめと考察を行う。(図-7)	 
	 研究方法としては、持続的雨水管理を核にしたグリーンインフラ適用策に関する刊行
物による文献調査、及びグリーンインフラ担当者（行政関連部局、計画設計者等）への
ヒアリングと現地調査とする。 
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図－7	 本研究の構成（著者作成）	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第 2 章	 敷地スケールにおけるグリーンインフラ適用策の展開	 
2-0	 敷地スケールのグリーンインフラ適用策	 
第２章では、敷地スケールにおけるグリーンインフラ適用の展開に関して、適用さ	 
れたグリーンインフラ要素技術、空間の特徴、便益に関して考察を行った。	 
	 敷地スケールのグリーンインフラ適用策事例では、第 1 章 1-9 で示すような敷地スケ
ールの空間像（都市緑化、庭、道路・歩行者空間、都市緑地、河川等）に合致する 14
事例を選定した。ドイツ・ニュルンベルグの Prisma、イギリス・McLaren 研究所、
Potsdamer Platz の水景施設、シンガポールの Bishan Park に加えて、米国ポートラ
ンド市におけるグリーンストリートを中心に多様な展開を見せる敷地スケールのグリ
ーンインフラ適用策 10 事例を対象として選定した。対象とした事例の名称と敷地のグ
リーンインフラ類型は下記の（表−2）の通りである。敷地のグリーンインフラ類型は第
1 章 1-9 の定義に基づく。	 
 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
表−2 敷地スケールのグリーンインフラ適用策：対象事例（著者作成）	 
	 
2-1	 敷地スケールのグリーンインフラ適用策事例１(Prisma)	 
	 1 つ目の敷地スケール事例ドイツ・ニュルンべルグ市の Prisma は、敷地面積約 6,000
㎡の商業施設と住宅の複合開発でニュルンベルグ市の中心部に立地し、1997 年に竣工
する。中庭を囲う 2 つの建物を覆うようにガラスの大屋根がかけられ、アトリウム空間
が創出され（写真−7）建物は地下 2 層の駐車場の上に立地している。建物の１階部分は
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レストランやカフェ、2-4 階部分が事務所等、５－６階部分が住宅となっており延床面
積は 18000 ㎡である。建物の利用形態としては 61 戸のアパート、32 の事務所、10 の
店舗と１つの幼稚園であり、一日の平均想定利用人数は約 500 人である。 
 
	 写真－7	 ニュルンベルグ・Prisma の屋根面は雨水の集水面として機能する	 
	 （出典：Ramboll	 Studio	 Dreiseitl））	 	 
	 
	 Prisma は建築の持続性とエネルギー循環、環境の快適性などにおいて非常に高いレ
ベルの環境共生建築を実現している。プロジェクト成功の背景には建築家 Joachim 
Eble,環境設備の SUNAA とランドスケープの Atelier Dreiseitl による長年にわたる協
働の経験が反映されている。建物全体のコンセプトとしてはまずエネルギーの消費や損
失を最小限にするように、南向きの建物の配置や構成、建物の素材なども綿密に検討さ
れた。消費エネルギーは通常のドイツにおける建築物の約 46％と省エネ型である。建
物は自然エネルギーを最大限に活用し 1000 ㎡のアトリウムを活用して自然換気システ
ムを採用した。アトリウムのガラス屋根部の 80％は手動もしくは自動で開閉が可能で
ある。例えば夏の日中は細い板状のガラスが開けられ室内の熱気を排出するような空気
の流れと、アトリウム内に設置された水の滝からの冷やされた空気が室内に取り込まれ
るような仕組みになっている。夜間は冷やされた空気が建物の内部に入り込んで循環で
きるような流れを作る。冬にはガラス屋根は閉じられ、アトリウム内で暖められた空気
が建物内を循環するようにと、季節ごとに自然エネルギーを最大限に活用した建物とな
っている。また建築材料の選定に関しても断熱性の高いものが採用されている。10) 
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 図－8	 グリーンインフラ適用策としては雨水利用と雨水活用による温熱環境調整の２つの特徴をもつ	 
	 （出典：Ramboll	 Studio	 Dreiseitl））	 	 
 
	 Prisma はグリーンインフラを内包する環境共生建築の先進事例として、持続的雨水
管理を核にしたグリーンインフラの観点からは 1)建築に組み込まれた循環型の雨水利
活用システム及び 2)雨水を活用した快適な温熱環境の実現という２つの大きなコンセ
プトに基づいた展開となっている。1 つ目の機能として敷地に降雨した雨はアトリウム
のガラス屋根で集水され、各階のバルコニーにおける植栽基盤の灌水後やアトリウム内
の植栽の灌水、水景施設へと活用され、地下の約 240 ㎥の雨水貯留タンクに貯留・活
用される。また、非常時の防火用水などに活用できる１つの水循環システムを持つ。1)
また、植栽基盤を通じて水質の浄化もはかられる。（図−8） 
	 ２つ目は水循環を活用した温熱環境システムである。敷地に降雨した雨はアトリウム
のガラス屋根を通じて集水され、屋外の雨池に一旦貯留される。屋外の植栽面積は約
870 ㎡である。ここから、面積 1,400 ㎡のアトリウムと外部環境の接合部分に設置され
たガラスで覆われた５つの水の滝を通して雨水を流し、流れる水を通じて夏は屋外から
室内へ入り込む空気を冷やし、水の蒸発散を通じて空気中の水分量を上げ、微細な空気
の流れをつくるなど快適な室内環境の形成に貢献している。夏季には水を活用した自然
換気とアトリウムの植物の効果により約 3 度ほど室内の温度が低下するといわれ、前述
の自然エネルギーに配慮した建築設計と相乗効果を生んでいる。建物の年間エネルギー
使用量は平均で 27.5kWh/㎡、炭素排出量は 5.6kg/㎡とドイツの平均を大きく下回る。
以上のように Prisma はプロジェクトの初期からの建築・環境設備・ランドスケープの
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協働により環境共生建築の先進事例として施工後時間が経過した現在も良好な状態が
保たれている。 
	 Prisma で適用されたグリーンインフラ要素技術は屋上緑化、雨水利用、雨庭などで
あり、便益としては雨水浸透(地下水涵養)、雨水流出量抑制・速度遅延、水質浄化、微
気象緩和、滝による温熱環境調節、アメニティの創出などがあげられる。空間の特徴と
しては、グリーンインフラが建築空間と屋外・半屋外空間において一体的に適用され、
滝や水景施設など雨水を活用した要素と屋上・室内や庭の緑化の要素を活かしたものと
なっている。 
	 
2-2 敷地スケールのグリーンインフラ適用策事例 2(McLaren 研究所)  
	 2 つ目の敷地スケール事例の McLaren 研究所はイギリス・ロンドン市の郊外に立地
し、本社機能やデザイン・スタジオ、実験ラボなどを備えた建物で、イギリスの Foster 
+ Partners によって建築がデザインされた。McLaren は F1(フォーミュラー・ワン)仕
様や高性能の車の開発で知られる自動車会社だが、この技術研究所にも最先端の環境技
術が導入されている。18 の別々の敷地に立地していた部門を１つの敷地に集約し、国
際レベルのエンジニアやデザイナーの集まる場所を創る一方で、地元の人々が訪れるこ
とのできるオープンな部分もつくられた。63,000 ㎡の円形の敷地に対して建物と水景
施設と対になって配され、陰と陽のように視覚的にも腎臓型をした建物を水が包み込む
ように配置されている。周辺敷地への影響を最小限にするために、建物は掘り下げられ
ているが、オフィス・研究所の床面積とビジターおよび教育センター機能も埋め込まれ
ている。建物内の動線はフィンガー型の動線に沿って自然採光のオフィス空間やスタジ
オが計画され、湖の水面に沿った明るい大ガラス空間は社員用レストランや共用部とし
て機能する。床と水のレベルが非常に近く、建物の外側と内側の間の関係をできるだけ
緊張感を保ち一体的にデザインされている。3) 
	 McLaren 研究所のランドスケープ中心の人工湖は建築の修景的な役割だけではなく、
建築と一体となったグリーンインフラとしての機能を持っているのが特徴である。1 つ
目のグリーンインフラ機能としては、建物において敷地の駐車場や屋根面から収集され
た雨水が環境設備の一環として建物を冷やす役割を持っている点である。開発段階でク
ーリングタワー(冷却塔)をつくらずに、代わりに建物周辺に集められた水資源と人工的
につくられた滝を活用して建物の熱環境のシステムを構築され、に新しい持続的雨水管
理としてグリーンインフラと一体的に環境設備がデザインされた。1)2) 
	 具体的には、16,000 ㎡の人工湖の中に建物の有機的な曲線に沿う形で長さ 180ｍ、
高さ 4ｍ(最大)の人工的な滝を配し、落下しながら派生する冷えた空気を建物内に取り
込んでいる。（図−9）建物内に取り込まれ地下のヒートポンプを通して建物の熱交換に
活用された後の温水は、再び湖水面へポンプアップされ、滝を通して再び建物に取り込
まれるとい建物の温熱制御システムとして機能する。 
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図－9	 グリーンインフラ適用策としては収集された雨水活用による温熱環境調整、浄化ビオトープによる
雨水流出量抑制と水質浄化など多面的な役割をもつ	 
	 （出典：Ramboll	 Studio	 Dreiseitl））	 	 
 
通常であれば、車の技術研究所という性格上、風洞実験室など冷却された空気を必要と
するニーズの通りに設備を設計すると冷却塔は避けられないが、建築、ランドスケープ
と環境設備の協働により水を活用した温熱環境となっている。 
	 2 つ目のグリーンインフラとしての機能は、雨水流出量の調節、雨水流出速度の緩和、
と水質浄化である。建物を含む敷地内すべてで集められた雨水を収集し人工湖に貯留し
てから湿地性植物と濾過材などを活用した 2,100 ㎡の浄化ビオトープを内包する生態
滞留池を通すことによる水の自然浄化システムが設計された。浄化された水は人工湖に
ポンプアップされ、循環する。このようにランドスケープは持続的雨水管理を核とした
グリーンインフラとして温熱制御と流出量調節・水質浄化という 2 つの機能を果たし、
水面としてのアメニティも提供している。人工湖の外側には緩衝帯として湿地と地域河
川があり、降雨量が一定量を超えた場合はそれらにオーバーフローした水が流れ込むよ
うに設計されているため周辺の地域環境への負荷も低減している。 
	 以上のように、では雨水が環境設備として、また水質浄化や雨水流出量の調節など水
循環システムとして機能するグリーンインフラを建築が一体的に計画されているのが
特徴である。 
	 McLaren 研究所で適用されたグリーンインフラ要素技術は屋上緑化、生態滞留池、
緑の駐車場、透水性舗装であり、便益としては雨水流出量抑制・速度遅延、水質浄化、
微気象緩和、生物多様性の創出、滝による温熱環境調節、アメニティの創出などがあげ
られる。空間の特徴としては、グリーンインフラが建築空間と屋外の水景施設が一体的
に計画されており、滝や水景施設などの要素が可視化されている点、敷地周辺の湿地や
小河川等の自然環境と接続している点である。 
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2-3 敷地スケールのグリーンインフラ適用策事例 3(Potsdamer	 Platz)  
	 3 つ目の敷地スケール事例ドイツ・ベルリン中心市街地に立地する Potsdamer Platz
再開発プロジェクトは、敷地規模約 68,000 ㎡で 1994 年から 98 年にかけて計画・設計・
施工がなされた当時ヨーロッパ最大規模の開発である。敷地規模のスケールなどから開
発後に周辺環境への影響を抑えるためにも、プロジェクト構想当初から持続的雨水管理
を核にしたグリーンインフラに資する計画が展開された。まず敷地周辺の建物の屋根面
や歩行者空間に降った雨水はすべて収集され、敷地全体から集められた雨水は地下の雨
水貯留タンクから水景施設の水源として循環利用されるものと建物内の雑排水や植物
の灌水などに活用される。特に敷地内で収集された雨水は地下のタンクに貯留され、フ
ィルター等の浄化を通して地上部 1,200 ㎡の水景施設(写真-8)に循環利用される。4)水景 
 
写真－8	 グリーンインフラ適用策としては収集された雨水の水景施設用の循環利用、及び浄化ビオトープ
等による水質浄化、雨水流出量の抑制、景観の創成など多面的な機能をもつ	 
	 （出典：Ramboll	 Studio	 Dreiseitl））	 	 
	 
施設の水深は約 35cm から 185cm で深さを保つことで温度の異なる水の施設内におけ
る循環を促している。この水景施設は雨水の循環再利用だけではなく、全長 1,700m の
エッジの一部には水生植物等の植栽帯を中心にした 1,900 ㎡の浄化ビオトープが配さ
れ、土と濾過材によるフィルターと水生植物により水が浄化される仕組みとなっている。
2)4)加えて、この水景施設からは一年間に約 11,570 ㎥の水の蒸発散が確認されており、
この蒸発散によって冷やされた空気が微気象の緩和にも貢献していると考えられる。水
景施設は、グリーンインフラの水と緑の機能に加えてその景観的な審美性やレクリエー
ションなどでの利用、水へのアクセスのしやすさなどもグリーンインフラの効果として
あげることができる。 
	 敷地と周辺環境との関係に関して検証すると、敷地内の水景施設は 10 年に一度の降
雨に対応した設計となっており、それに加えて 1,300 ㎥の追加容量を持っている。また、
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地下の貯留タンクは 900 ㎥の追加容量を持っており、周辺の Landwehr 運河への敷地
からの排水は限定的で、緊急時には 44m 長の洪水制御用擁壁から運河への排水が可能
となっている。1)この敷地では、持続的な雨水管理を核にしたグリーンインフラが展開
され、より広い視点から多面的な機能と利活用を引き出している。一連の持続的雨水管
理コンセプトは計画当初から多領域の専門家の協働により実現したもので、屋外空間の
施工費は一㎡あたり 900 ユーロとなっており維持管理費も通常の屋外空間より高めの
設定ではある。敷地内に降った雨水 80%がグリーンインフラを中心とした空間の中で
利活用されている。 
	 Potsdamer Platz で適用されたグリーンインフラ要素技術は屋上緑化、雨水利用、生
態滞留池、浄化ビオトープであり、便益としては雨水利用、雨水流出量抑制・速度遅延、
水質浄化、微気象緩和、生物多様性の創出、アメニティの創出などがあげられる。空間
の特徴としては、非常に都市的で建築空間に囲繞された屋外の水景施設が都市型広場と
して一体的に計画されており、敷地は文化・商業空間や歩行者空間と接続していること
で都市の中に組み込まれたグリーンインフラとして機能している。また Landwehr 運河
に接続することで豪雨などの非常時の減災対策もとられている。 
	 
	 
2-4 敷地スケールのグリーンインフラ適用策事例 4（Bishan	 Park） 
	 4 つ目の敷地スケール事例はシンガポールの都市型河川公園 Bishan Park はコンク
リート三面張りの排水路カラン川(全長３㎞)を自然型の河川に再生し、既存の都市公園
と一体的に多機能型の都市型河川公園として再整備したものである。（写真 9, 10）第４
章で後述するが、シンガポールは ABC Water Design Guidelines(ABC-WDG、ABC 水
のデザインガイドライン)を Public Utility Board(公益事業庁)が実施し、国中の河川を
含めた水資源の治水や排水といった機能に加えて、人間の生活、コミュニティ、そして
レクリエーションなど多機能をもつグリーンインフラとして機能するための施策を
2007 年より展開している。7)元々カラン川は排水運河として、できるだけ早く水を下流
に流すためにつくられていたため、豪雨時などは内水氾濫が起き問題となっていた。こ
こでは直線的で画一的な河川断面を多様な断面と護岸形態を持つ自然型河川に変え、非
常時は氾濫原としても機能するように設計された。また、従来の川幅 17〜24m を最大
100m まで拡幅し、許容流水量は 40%も増加している。現在の Bishan Park は従来の
川がもつ治水や排水といった機能を超えて、都市公園と一体的に再整備されたことでコ
ミュニティの活動やスポーツ・レクリエーションの場として機能し、多くの市民が水や
自然と親しむことができ、水と緑の大切さや魅力を実体験から理解できる場となってい
る。11) 
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写真 9（左）10(右):単一機能の排水路から氾濫原を内包する都市型河川公園へ再整備された Bishan	 Park	 
	 (出典：Ramboll	 Studio	 Dreiseitl)	 
 
	 Bishan Park の河川部分では、シミュレーションを通じて流量だけではなく、流出速
度に応じて川の護岸形態を設計している。流れが早い部分では生態緑化技術を活用した
護岸補強を行っている。このように多様な護岸形態を創出することにより、より豊かな
生物の棲息域をつくり出している。2012 年に開園してから数度 25 年に一度の洪水が起
きたが、非常時の水量にも柔軟に対応できる氾濫原を内包していることで、グリーンイ
ンフラとしてのしなやかな機能を果たしている。（写真 11, 12） 
	 水管理として特徴的なのは、公園内に新設された 5,100 ㎡の浄化ビオトープ 
(Cleansing Biotope)である。敷地から集水された雨水が貯留される Bishan Park 内の
池と Bishan Park 内に流れるカラン川との 2 ヵ所から取水し、植物とバイオ・フィル
ターを用いて水質を浄化している。棚田状にレベル差を変えて配置された浄化ビオトー
プにはカラン川と池からポンプアップされた水が上から順番に流され、バイオ・フィル
ターと多様な植物群の組み合わせにより、一日で約 64 万 8,000ℓの川の水と 860 万ℓの
池の水を浄化している。ここで浄化された水は子供の水の遊び場に活用されるほか、水
が浄化されながら循環し、そして残りの浄化された水はカラン川に流れるようにデザイ
ンされている。加えて、公園の敷地内では緑溝などが効果的に雨水の収集・運搬を行い、
敷地内で水は地中に浸透するほか、樹木より蒸発散することで微気象の緩和にも貢献し
ている。 
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写真 11:多機能、多便益のグリーンインフラとしての都市型河川公園(出典：Ramboll	 Studio	 Dreiseitl) 
 
写真 12	 非常時は氾濫原として機能する	 (出典：Ramboll	 Studio	 Dreiseitl) 
 
	 Bishan Park で適用されたグリーンインフラ要素技術は氾濫原、雨水利用、緑溝、浄
化ビオトープ、透水性舗装、街路樹（樹木の植栽）であり、便益としては雨水活用、雨
水流出量抑制・速度遅延、水質浄化、微気象緩和、水災害の減災、生物多様性の向上、
アメニティの向上などがあげられる。空間の特徴としては、グリーンインフラ要素技術
を適用し、都市河川と都市公園を一体的に整備することで多機能型としている。周辺の
住宅エリアとも歩道や道路で接続することで多様な利用者の活用を引き出している。豪
雨による洪水なども想定し非常時は氾濫原としても機能し、敷地スケールのグリーンイ
ンフラとして多面的な空間を創出している。 
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2-4 敷地スケールのグリーンインフラ適用策展開事例 1-4 まとめ	 
	 敷地スケールのグリーンインフラ適用策の展開事例 1-4 に関して、敷地の用途、新
規開発・リノベーションの区別、街区・都市スケールのグリーンインフラ適用策との関
係性、適用されたグリーンインフラ要素技術、空間の特徴、便益などの観点から 4 つの
事例の考察を行った。（表-3）	 
	 第 1 に、適用されたグリーンインフラ要素技術としては、敷地内でできるだけ効率的
な雨水利用を行い、屋外空間または地下空間を活用した雨水滞留池の設置が多く見られ
た。敷地スケールにおいて、降雨から雨水の排出までを一つの流れと捉えた持続的雨水
管理の仕組みが個々の敷地に特徴のある形で組み込まれている。	 
	 第２に空間像の特徴としては、都市緑化、都市緑地（都市型）、河川となっており、3
事例では建築と屋外空間において一体的にグリーンインフラ適用策が展開されている
ことが分かった。加えて、重なり合う空間像としては道路や歩行者空間、緑地などの空
間が敷地に隣接しているが、積極的な連動性などは考察できなかった。	 
	 第 3 に、便益に関してはすべての事例でみられた雨水流出量抑制と速度遅延等に加え
て、水質浄化や微気象緩和にも意識的取り組んでおり、グリーンインフラによる直接的
な便益に加えて、アメニティの向上を意識した事例が見られた。	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
L	 
表－3	 敷地スケ−ルにおけるグリーンインフラ適用策事例 1-4 まとめ	 (著者作成)	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2-5 敷地スケールのグリーンインフラ適用策展開事例 5-14(ポートランド
市)	 
	 次に、敷地スケールのグリーンインフラの展開として選定した事例 1-4 に加えて、
先進的な米国ポートランド市における敷地スケールのグリーンインフラ適用策に関す
るものを対象にケーススタディーを行う。6)ポートランド市におけるグリーンインフラ
適用策の展開に関してグリーンインフラ推進体制及び適用策実施の変遷に関しては第
４章でまとめる。	 
	 
2-5-1 ポートランド市における持続的雨水管理を核としたグリーンインフラ適
用策	 
	 ポートランド市のグリーンインフラ適用策は，流域圏内の河川再生やコミュニティの
流域教育プログラムから市内の街路樹植栽，屋上緑化推進まで多様である。現時点で展
開されるポートランド市持続的雨水管理課が統括する持続的雨水管理を核にしたグリ
ーンインフラ要素技術は、雨樋非接続、雨水利用、雨庭、雨水プランター、緑溝、透水
性舗装、グリーンストリート、緑の駐車場、屋上緑化、街路樹と 1-7 で示したものすべ
てを含む包括的なものである。一つ一つのプロジェクトスケールは小さいが集積させる
ことで都市スケールの持続的雨水管理に連関させる視点を持ち、このような敷地スケー
ルのグリーンインフラ適用策が展開されている。（図−13）	 
	 
図－13	 ポートランド市内で展開されるグリーンインフラ適用策（グリーンストリート）	 
(出典：City	 of	 Portland)	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ポートランド市内におけるグリーンインフラ適用策の展開状況としては、約 1,300 のグ
リーンストリート整備、約 420 の屋上緑化などを中心に、多岐にわたる展開を見せる。	 
ここで、EPA，ポートランド市環境局のグリーンインフラ戦略に合致する持続的雨水管
理を核とするグリーンインフラ適用策を反映するプロジェクト事例を対象とし、ポート
ランド市内のグリーンインフラ適用策を含む 10 プロジェクトを，米国ランドスケープ
アーキテクト協会の雨水管理事例集 8)及び EPA の事例集 9)を参考に選定し，プロジェク
トの概要，敷地における雨水処理面積，グリーンインラ適用手法，グリーンインフラ部
分の工事費，持続的雨水管理を核としたグリーンインフラの環境的効果，利用者のタイ
プ，グリーンインフラに重なり合う空間の機能を，現地で提供された資料と現地調査及
びインタビューを通して次頁の(表－4a，表－4b)にまとめた。注 1)6)	 
	 
2-5-2 ポートランド市における敷地スケールのグリーンインフラ適用策展
開事例のまとめ	 
	 プロジェクトの種類としては，10 事例中ほぼすべてが既存の敷地のリノベーション
であった。道路と歩行者空間と植栽帯の配分を変えることによりグリーンストリートの
創出につなげているものが多く見られた。土地利用としては歩行者空間，道路，公園，
学校・教育施設，都市広場，集合住宅などがあり，多様なデザインや規模での整備が可
能なグリーンインフラは，どの土地利用においても創出の可能性があるといえる。周辺
のグリーンインフラ計画との関連では，個別敷地のグリーンインフラ・プロジェクトが
周辺街区や歩行者空間のグリーンインフラ計画と一体的に構想されたものが 10 件中 8
件見られた。土地所有者はポートランド市が所有するグリーンストリートが 5 件，その
他のグリーンインフラ・プロジェクトは，民間のディベロッパーによるものが 3 件，大
学・教育機関が 2 件であった。主な利用者は敷地の特性別に学生，居住者，近隣住民と
異なるが，歩行者道，自転車道，車道の 3 つの機能とグリーンインフラの関係が 7 件で
確認された。	 
次に敷地における雨水処理面積だが，グリーンストリートでは 50～500 ㎡が最も多く，
周辺のグリーンストリートと連動して計画されている事例では 1,000 ㎡以上のものも
見られた。また敷地が複合開発や集合住宅として計画されたものは 20,000 ㎡以上と非
常に大きい表面流出の処理面積があることがわかった。	 
10 事例で適用されたグリーンインフラ要素技術としては，グリーンストリートの場
合は 4 つのタイプ（植栽帯拡張型，レインガーデン型，雨水プランター型，シンプル・
グリーンストリート型）のいずれかの組み合わせが見られた。複合開発や集合住宅にお
いては雨樋非接続，雨水浸透プランター，生態滞留池，雨庭，緑溝，エコルーフ（屋上
緑化），透水性舗装，シンプル・グリーンストリートが適用されており，様々な手法が
適切な場所で組み合わされて適用され，持続的雨水管理が実現されていることが確認で
きた。	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表－4a	 ポートランド市における敷地スケールのグリーンインフラ適用策展開：事例 5－9(著者作成)	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
表－4b	 ポートランド市における敷地スケールのグリーンインフラ適用策展開：事例 10－14(著者作成)	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空間の特徴に関しては，道路・歩行者空間が最も多く、他に広場など都市型の緑地が	 
多いことが分かった。敷地に重なり合う空間の機能としては、歩行者空間，道路，自転
車道，LRT の駅など，交通とグリーンイフラが一体的に整備されている事例が確認でき
た。	 
	 便益に関しては，ほぼ全てのプロジェクトにおいて雨水浸透(地下水涵養にも寄与)，
敷地における一時的貯留による流出量抑制及び流出速度遅延，水質浄化が確認できた。
敷地規模の大きい民間開発においては更に水質浄化，微気象緩和，生物多様性の向上等
の環境的効果も加わり多便益となっていることが分かった。道路・歩行者空間が重なり
合うことによる、歩行者空間の質や歩きやすさ、健康増進などに関する便益の記述はな
いが、このような便益も存在すると推察される。	 
	 
	 
2-5-3 敷地スケールのグリーンインフラ適用策展開事例：グリーンストリ
ートの機能と便益	 
	 次に、敷地スケールのグリーンインフラ適用策としてのグリーンストリートに関して
詳細を示す。選定したポートランド市の敷地スケールグリーンインフラ適用策 10 事例
の中でもグリーンストリートは 5 事例あるが、歩行者空間及び道路空間におけるグリー
ンインフラ適用策の詳細をまとめる。6)12)	 
	 ポートランド市内では現在までに約 1,300 のグリーンストリートが整備されてきた。
既存の道路空間において LRT（次世代型路面電車システム）等と一体的に道路局都下水
道局が主体的に関わりながら、道路空間・歩行者空間・自転者道などを再整備する流れ
の中で推進されたのが浸透性街路空間，グリーンストリート(Green	 Street)である。	 
	 グリーンストリートの機能は，雨水流出量の抑制，雨水流出速度の遅延，水質の向上
を目指すもので、道路空間及び歩行者空間から流入する雨水をグリーンストリート内の
地面で一時的に貯留，浸透，植物と土による浄化というプロセスを経てから下水に戻し，
下流に流すという考え方である。グリーンストリートの適用に際しては以下のような多
様な便益があると考えられている。	 
	 
①	 雨水の適正な管理による都市の健全な水循環の回復	 
②	 河川に流入する雨水流出量の抑制，流出速度の遅延による洪水の抑制	 
③	 暮らしやすい都市環境，不動産価値の向上	 
④	 緑による微気象の緩和や大気の質の向上	 
⑤	 歩行者や自転車道路と一体的に整備し，健康的なライフスタイルの促進	 
⑥	 車の運行速度の緩和，道路の安全性の向上などの 6 点である。	 
	 
	 グリーンストリートは植栽帯拡張型，雨水プランター型，レインガーデン	 (雨庭)型，
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シンプル・グリーンストリート型の 4 つに類別され，それぞれの特徴は以下のようにな
る。第 1 の植栽帯拡張型は，住宅地など交通量が少ない地域で既存の道路と植栽帯の配
分を変え，植栽帯を道路側に拡張することによりグリーンストリートを創出するタイプ
である。第 2 の雨水プランター型(写真－13)	 は，歩道と縁石の間の限られたスペース
を活用して地面から掘り下げた雨水プランターを創出し，その中で雨水の浸透，浄化，
流出速度の遅延をめざすもの，第 3 のレインガーデン型(写真－14)	 は，道路の交差点
など面的な空間に余裕がある場所でコンクリートの舗装を剥ぎ，雨水を地中に浸透させ
る植栽エリアを創出するもの，そして第 4 はシンプル・グリーンストリート型で，既存
の道路脇の植栽空間の縁石を部分的に取り除き雨水が流入できる形をとる。	 
	 
写真－13	 グリーンストリート	 雨水プランター型	 (著者撮影)	 
	 
写真－14	 グリーンストリート	 レインガーデン型	 (著者撮影)	 
	 
2-5-4 敷地スケールのグリーンインフラ適用策展開事例：SW12th	 Avenue
グリーンストリート	 
	 次に、選定された事例(事例 7)の一つで代表的なグリーンストリート事例として
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SW12th	 Avenue（写真−15）の詳細をまとめる。敷地はポートランド州立大学に隣接する
SW12th	 Avenue 沿いの歩行者空間であり、以前から利用されてきた歩道と道路縁石の間
の植栽帯をリノベーションし、４つの雨水プランターを設置した。ここに雨水を取り入
れ、流出速度を緩やかにし、浸透を促進させ、浄化して残りは下流に流すという仕組み
をもつ。工事期間は 2005 年 5～6 月の約 1 か月でプロジェクトの建設費用は 38,850 米
ドルであった。（管理費含む、デザイン費は別）この中で雨水プランターの建設費用は
34,850 米ドルであり、その他周辺の道路や歩道の修復、隣接地に植栽などに 4,000 米
ドルの費用がかかっている。	 
	 
写真－15	 代表的なグリーンストリート、SW12thAvenue：敷地で収集された雨水の一時的貯留、雨水流出
量抑制、雨水流出速度遅延、アメニティの向上など多面的な便益をもつ	 
	 （出典：City	 of	 Portland）	 	 
	 
雨水プランターは道路や車道、歩道からの雨水処理面積約 700 ㎡分を収集し、地中に浸
透させることができる。道路や路上駐車用のスペース、歩道も確保しつつ都市内の狭小
な敷地にも適用可能となっている。	 
	 
雨水プランターの機能・詳細	 
	 道路の表面を流れる雨水はまず既存の縁石上に沿って流れ、縁石と縁石の間に設置さ
された側溝を通って一番目の雨水プランターに引き込まれる。植栽部分の手前にはコン
クリート製のパッドがあり、これを設けることで雨水の流れを均一に分散させ、また沈
殿物やゴミを除去しやすくしている。このプランター内では雨水は 1 時間に 10cm の早
さで土中に浸透させることができるが、第 1 のプランターが約 18cm の貯留容量を超え
ると、雨水は再び縁石を伝って第 2 のプランターに流入する。そして 3 つ目、4 つ目と
同じプロセスを繰り返し、全てのプランターの容量がいっぱいになった時点でオーバー
フローが既存の下水菅に流入する。機能としては、極めて単純だが雨水の一時的貯留、
雨水流出量の抑制、雨水流出速度の緩和などの機能を果たすことに加えて、植栽帯の緑
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を通じた蒸発散による微気象緩和など多面的な機能をもつ。（図-14,	 15）	 
雨水プランターの詳細	 
	 次に雨水プランターの詳細をまとめる。4 つの雨水プランターはそれぞれ全長平均約
1.5〜5m で構成され、プランターの深さは平均で約 30cm であり、プランター内で貯留
できる水の深さは約 18cm 分である。グリーンストリートにおいて雨水の浸透性を高め
るために土壌の状態は非常に重要とある。プロジェクト敷地において土壌分析を行った
結果、土壌は排水性の高い土壌であり、通常 40cm 程度の土壌質の下に 150cm 程度の砂
利を多く含む砂がある土壌であると分類されたため、雨水プランター内の土壌は 60cm
まで掘り下げられ、そこから約 20cm 上げた部分に砂と表土と堆肥の 3 種類を混ぜた土
壌が使用される。植栽に関してはJuncus	 patensとNyssa	 sylvaticaが密植されている。
雨水プランター内の水の流れを遅延させるほか、根の構造は水を土壌に浸透しやすくす
る効果をもつ。植栽は一時的な冠水も想定し、耐水性を持つものが選定さている。	 
	 
	 
図－14（上、平面図）及び 15（右上、断面図）	 グリーンストリートは道路と歩行者空間から収集した雨
水を 4 つの雨水プランター通じて一時的に貯留•浸透させ、植栽帯の緑を通じた蒸発散による微気象緩和な
ど多面的な機能をもつ（出典：City	 of	 Portland）	 	 
	 	 
写真-16（左）リノベーション前の SW12thAvenue グリーンストリート（出典：City	 of	 Portland）	 	 
写真-17（右）リノベーション後のグリーンストリート。一時的雨水貯留・流出量の抑制・流出速度の遅延、
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植物の蒸発散による微気象の緩和などの多面的な機能をもつ	 （出典：City	 of	 Portland）	 	 
SW12thAvenue グリーンストリートの敷地がプロジェクト候補地として選定された経緯
は、交通への影響が予測されなかったこと、路上駐車場などへの影響も少なく地中の公
共インフラとの接触問題がなかったことに加えて、道路の縁石から歩行者空間までの間
の幅員 1.5m の空間を雨水プランターとしてリノベーションすることが可能であったこ
と、周辺敷地の傾斜が約２％と適正であったことなどが設計前提条件として上げられて
いる。	 
	 
写真-18	 降雨時のグリーンストリート	 
	 （出典：City	 of	 Portland）	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2-6 敷地スケールのグリーンインフラ適用策の類型化	 
	 以上のように、敷地スケールにおけるグリーンインフラ適用策 14 事例のケーススタ
ディーから、都市内の敷地スケールにおいて展開されるグリーンインフラ適用策（グリ
ーンインフラ要素技術、空間の特徴、便益）について、次のような 5 つの類型に整理し
た。(図-16-21)それぞれの類型におけるグリーンインフラ適用策を示す左側の図には、
日常時の空間の構成と適用されたグリーンインフラ要素技術を示し、右側の図では降雨
時及び降雨後にグリーンインフラ要素技術がどのように連関しながら持続的雨水管理
の機能を果たすか、そしてそこから生じる便益に関して空間像と関連付けながら視覚化
してまとめた。	 
	 
①都市緑化 
選出した事例 1, 12 に見られるように、都市内の建物の屋上、ベランダ、壁面などに積
極的な都市緑化を行うことや建物周辺の敷地を活用したグリーンインフラの適用によ
り、一時的な雨水貯留・浸透による雨水流出量の抑制及び流出速度の遅延、敷地内の植
栽による蒸発散効果による微気象の緩和、生物多様性の向上、アメニティの向上などの
便益をもつ。空間の特徴としては、建築を含む敷地内の屋外空間を一体的に利用したグ
リーンインフラ適用策の導入と、それらが敷地内で降雨から排出まで連関した持続的雨
水管理の仕組みとして構想されている点があげられる。(図−16) 
 
図－16 グリーンインフラ適用策（都市緑化）：グリーンインフラ要素技術、空間像と便益（出典：著者作
成）	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②庭 
選出した事例 9、11、そして他の事例にも見られるように、住宅とその屋外空間として
の庭において、屋上緑化、雨樋非接続、緑溝、雨池などのグリーンインフラ要素技術を
適用することで、一時的な雨水貯留・浸透による雨水流出量の抑制及び流出速度の遅延、
敷地内の植栽による蒸発散効果による微気象の緩和、雨水の地中浸透による地下水涵養、
雨池や植物による水質浄化などの便益をもつ。空間の特徴としては、建築を含んだより
一体的なグリーンインフラ適用策から、屋外空間のみで構成されるものまで幅広い。 
（図−17） 
 
図－17 グリーンインフラ適用策（庭）：グリーンインフラ要素技術、空間像と便益（出典：著者作成）	 
 
③道路・歩行者空間 
選出した事例 7、8、10、13-14 に見られるように、道路と歩行者空間の間に整備され
たグリーンインフラ適用策は、一般的にグリーンストリートと呼ばれる。雨水プランタ
ー等によって構成されるグリーンインフラ要素技術を適用することで、一時的な雨水貯
留・浸透による雨水流出量の抑制及び流出速度の遅延、敷地内の植栽による蒸発散効果
による微気象の緩和、雨水の地中浸透による地下水涵養、雨池や植物による水質浄化な
どの便益をもつ。空間の特徴としては、道路と歩行者空間の間の空間を、交通体系の変
化（道路の再配分、自転車道の新設、LRT の導入など）リノベーション等により再整
備する中で展開されるものが多く、敷地は線形・帯状のものが多く、道路・歩行者区間
などを含めた一体的なグリーンインフラ適用が行われている。（図−18） 
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図－18 グリーンインフラ適用策（道路・歩行者空間）：グリーンインフラ要素技術、空間像と便益	 
（出典：著者作成）	 
	 
④都市緑地（公園型、都市型） 
選出した事例 3、4、5、6 に見られるような都市緑地におけるグリーンインフラ適用策
は都市緑地（公園型）と都市緑地（都市型）に分けられる。都市緑地（公園型）におい
ては、緑溝、植栽、遊水池など広めの敷地を活かしたもの、都市緑地（都市型）におい
ては、屋上緑化・雨庭・生態滞留池、浄化ビオトープなどのグリーンインフラ要素技術
を適用することで、一時的な雨水貯留・浸透による雨水流出量の抑制及び流出速度の遅
延、敷地内の植栽による蒸発散効果による微気象の緩和、雨水の地中浸透による地下水
涵養、雨池や植物による水質浄化などの基本的便益に加えて、都市空間におけるアメニ
ティの向上、大規模公園においては遊水池などによる減災機能もあげられる。 
	 空間の特徴としては、都市緑地（公園型）においては敷地の高低差や地形を活用して
グリーンインフラを適用し、通常の緑地に加えて持続的雨水管理の機能をもつ空間とし
ている点や通常時・非常時の利用形態の変化を許容する空間、都市緑地（都市型）にお
いては、舗装された機能的な広場や建物に囲繞された空間でありつつも、その中に人工
的にグリーンインフラを適用することで、通常の都市型の広場や公開空地などのもつオ
ープンスペースの機能に加えて、さらに持続的雨水管理という考え方を導入することで
多機能化し、結果として微気象の緩和、生物多様性の向上、アメニティの向上などの便
益を生んでいる。（図-19、20） 
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図－19 グリーンインフラ適用策（都市緑地	 公園型）：グリーンインフラ要素技術、空間像と便益（出典：
著者作成）	 
 
図－20 グリーンインフラ適用策（都市緑地	 都市型）：グリーンインフラ要素技術、空間像と便益	 
（出典：著者作成）	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⑤河川 
選出した事例 4 に見られるような河川におけるグリーンインフラ適用策に関しては、緑
溝、植栽、浄化ビオトープ、氾濫原など広めの敷地を活かしたグリーンインフラ要素技
術を適用することで、一時的な雨水貯留・浸透による雨水流出量の抑制及び流出速度の
遅延、敷地内の植栽による蒸発散効果による微気象の緩和、雨水の地中浸透による地下
水涵養、雨池や植物による水質浄化などの基本的便益に加えて、都市空間におけるアメ
ニティの向上、氾濫原により水災害の軽減に貢献する減災機能もあげられる。 
	 空間の特徴としては、コンクリート等で構築された単一機能の構造物の断面形状をよ
り自然な断面形状に戻し、また流出容量を広げるような地形的操作を行うことにより、
氾濫原など非常時に性能を発揮するような構造になっている。一方で、日常的には都市
緑地と同様にグリーンインフラを適用することで、河川空間の機能を多機能化し、結果
として微気象の緩和、生物多様性の向上、アメニティの向上などの便益も生んでいる。
（図−21） 
 
 
図－21 グリーンインフラ適用策（河川）：グリーンインフラ要素技術、空間像と便益（出典：著者作成）	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第3章	 街区スケールにおけるグリーンインフラ適用策の展開	 
	 
3-0 街区スケールのグリーンインフラ適用策	 
第 3 章では、街区スケールにおいて展開されるグリーンインフラ適用策に関して考	 
察するためのケーススタディーを行った。1-9 及び第２章で示された敷地スケールのグ
リーンインフラ空間像（都市緑化、庭、道路・歩行者空間、都市緑地、河川等）を内包
する 7 事例、フランス・Bottiere-Chenaie の Eco District、ドイツ・Scharnhauser 街
区、Winnenden 街区、Kronsberg 街区の住宅地や複合開発を核としたもの、オースト
リア・リンツの Solar City、ドイツの Pfaffenhofen 街区及び米国ポートランド市の
Tabor To the River 街区を対象に、街区スケールにおいて展開されるグリーンインフ
ラ適用策（グリーンインフラ要素技術、便益、空間の機能等）に関する考察を行った。
対象とした事例の名称と敷地のグリーンインフラ類型は下記の通りである。（表−5） 
 
 
 
 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
表−５	 街区スケールのグリーンインフラ適用策：対象事例（著者作成）	 
	 
3-1	 街区スケールのグリーンインフラ適用策事例１：Bottiere-Chenaie	 Eco	 
District におけるグリーンインフラの展開	 
	 
3-1-1	 Bottiere-Chenaie	 Eco	 District	 プロジェクトの背景	 
	 Bottiere はフランス・Loire-Atlantique 郡のナント市の郊外に立地しており、対象
の Bottiere-Chenaie 地域は野菜生産の農業用地が新しいエコロジカル地区として計画
されたものである。敷地には古い畑や農道、壁、井戸や貯水池や暗渠化された Gohards
川などが残されていた。計画では 2014 年までに 1,600 戸の住宅（そのうち 25％が低所
得者層用）を整備し 3500 人が住める街とし、図書館や学校、公民館やスポーツ施設が
相次いで計画されている。エコロジカル地区デザインには Atelier	 Bruel	 Delmar がグ
リーンインフラを基軸としてランドスケープを発想し、新しい住環境の基盤を整えてい
る。1)2)3)	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 計画は敷地の歴史や地質学などの特性から深く影響を受けており、農地であった敷地
の微地形や地下水なども重要な要素としてデザインに取り込まれている。街区内の公園
緑地などのオープンスペースと接合する周辺の自然環境や農地も含めて、土地履歴を感
じさせるランドスケープの創成がみられる。例えば、既存の壁などの構造物もデザイン
に取り込み、暗渠化した川を開渠化して堆積した敷地の持つ特性を顕在化させると同時
に新しいデザインの要素が空間に重なり合いエコロジカル街区という名前を冠するよ
うに都市と農地の境界上で魅力的なバランスを創成している。	 
	 
3-1-2 街区の全体構成	 
	 敷地平面図(図-22)に見られるとおり敷地の計画案は Bottiere-Chenaie の南東と北
西に立地する公園などのオープンスペース、歩行者空間、緑道、広場などの屋外空間が
ネットワーク化され、多様な利用形態を生み屋外空間を楽しむ機会を創出している。道
	 
図－22	 	 Bottiere-Chenaie 街区スケールの全体計画図	 (出典：Bruel	 Delmar)	 	 
	 
写真－19	 	 街区内で収集した雨水を流す雨水路	 (出典：Bruel	 Delmar)	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路等に分断された変わった形状の敷地を、南東と北西の公園を通して Doulon 地区と
Bottiere の低所得者用住宅地をつなぎ、また道路や多様なスケールの歩行者空間も活	 
用して敷地全体をつなげることに成功している。敷地内の南東、北西、と北部には公園
に隣接して住宅地があり、どの住宅からも公園や緑道を通って学校や商業施設へアクセ
スできるようになっている。個々の集合住宅の間には中庭や小広場が設けられ、これら
が人々の日常的な利用に供する豊かな屋外空間となっている。このような構成に重ねる
ようにして街区内のグリーンインフラも適用策も展開されている。住宅地内で収集され
た雨水は公園内の地表面を流れ、浄化され、植物を通じた蒸発散、地中に浸透もしくは
街区内を流れる小河川に流入するような仕組みになっている。このようにグリーンイン
フラ要素技術が連関して一つの自然の水循環のプロセスを模倣したような形をとって
街区スケールで適用されているのが特徴である。街区内の公園内を流れる小川や雨池は
収集された水が集まる場所であるが、人々が水のレクリエーションの場として集まる目
的地ともなっている。このように敷地は個々の区画では自然環境豊かで近隣の既存の住
宅地にも融合する住環境を実現しつつ、全体では公園等の都市緑地と開渠化された川を
軸に地域の環境と接合する新しい骨格を形成している。	 
	 
3-1-3	 Gohards 川の再生と水のシステム	 
	 Bottiere-Chenaie Eco District 最大の特徴ともいえるのが暗渠化されていた Gohards
川の開渠化である。計画設計者によると、過去には敷地内でいくつかの貯水池がありい
くつもの井戸が点在していたことが敷地調査から発見された。敷地の水循環と地形の特
徴を取り戻すために Gohards 川の開渠化が提案され、そして街区内の住宅地、歩行者空
間や駐車場を流れる雨水を生態緑溝（写真−21）、雨水路(写真-19)を通じて収集して最
終的に地域河川である開渠化された川へ流入させるという、一体的な水循環のシステム
が提案されている。開渠化された川（写真−20）は公園の人が集まる中心として機能し、
また収集された雨水が集まる場所としても重要な役割を果たす。再生された敷地内の井
戸や貯水池、開渠化された Gohards 川に加えて、敷地内で 7 つの風車を設置し、地下水
を汲み上げて菜園や庭の灌水に使用し、カナルや小川の水位が低い時に水を補充するこ
とができるようにしている。	 
	 敷地全体のオープンスペースの約 50％は緑化され、便益としては持続的雨水管理に
関係する雨水流出量の抑制や雨水流出速度の遅延など一連の基礎的なものに加えて、生
物多様性の向上、微気象の緩和、アメニティの創成などがあげられる。	 
	 敷地内の小川、カナル、生態緑溝などはすべて 10 年に一度の洪水を想定して流量を
計画している。生態緑溝には湿性の植物を中心に柳やハンノキ、トネリコやヨシ類を含
む多年草などが植栽され、運河や小河川を流れる水を浄化し、敷地からの雨水流出量を
抑制・流出速度の遅延に貢献し、蒸発散を促進させて最終的に地域の河川に浄化された
水を流すような仕組みとなっている。1)2)	 	 
 55 
3-1-4	 空間の特徴とグリーンインフラ適用策	 
	 敷地内で特徴的なのは歩行者空間、広場、緑道など様々なオープンスペースがネット
ワーク化され、歩行者、自動車、自転車も含めて非常に回遊性の高い動線が街区内にデ
ザインされた。例えば新しい道路空間と歩行者空間がグリーンインフラ要素技術をもつ
緑によって一体的に計画され、子供たちが学校や地区内の公園へ一度も交通量の多い道	 
	 
写真－20	 	 街区内で暗渠を開渠化した小河川が流れる都市緑地を創出	 (出典：Bruel	 Delmar)	 	 
	 
	 
写真－21	 	 街区内で雨水を収集し、一時貯留・浸透などの機能をもつ緑溝	 (出典：Bruel	 Delmar)	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図－23	 	 Bottiere-Chenaie における敷地スケールグリーンインフラ類型の組み合わせ、グリーンインフ
ラ要素技術と屋外空間との関係性	 (出典：著者作成)	 	 
	 
路を横断することなくたどり着くことができるような動線がデザインされ、結果的に地
区内の居住者の生活の安全性や快適性を高めている。12)	 
	 街区スケールでは常に大きな課題であるが、駐車場の配置に関しても特徴がある。ア
スファルトで覆われた巨大な駐車場を一ヵ所に集約的に計画する代わりに、道路や歩行
者空間に沿って駐車スペースを確保し、地区毎に分散型の地下駐車場も実現されている。
結果的に良好な公共交通システムのサポートもあり、駐車場台数の大幅な削減に成功し
ている。加えて、来客用の駐車場は低い壁と果樹によって軽く囲繞されたシンプルな構
成が特徴となっている。また歩行者空間の 50％が植栽によって被覆され、残りの 50%
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は透水性舗装もしくがコンクリートで舗装され、建物や周囲の屋外空間から収集された
雨水が流れる緑溝や雨水プランターが歩行者空間内に一体的に整備されることで持続
的雨水管理による水循環のプロセスを可視化し、住民の日常生活に組み込んでいる。	 
	 開渠化された川は地区内の公園の中心として多くの子供たちや大人たちに再発見さ
れた水の風景を提供し、人々が水とふれあう場所を創出している。「1960 年代に暗渠化
された川を再発見することは宝探しのようなものだった」1）と設計者は述べている。行
政に川の開渠化を認可してもらうのには大変な努力が必要で、「水質はどうか？汚染さ
れているか？」「水深が深すぎないか？」「子供たちの安全性への対策は十分か？」など
多くのハードルを越える必要があったようだが結果的に、こうした開渠化された川と周
辺環境を体験した住民からは、水と自然環境を共有するということが危険であるという
疑問は無くなり、この再発見された地域の河川を含んだ Bottiere-Chenaie	 エコ街区の
グリーンインフラ適用策を非常に特徴的なものとしている。	 
	 Bottiere-Chenaie エコ街区で適用されたグリーンインフラ要素技術は氾濫原、雨水
利用、緑溝、透水性舗装、街路樹（樹木の植栽）であり、便益としては雨水利用、雨水
流出量抑制・速度遅延、水質浄化、微気象緩和、水災害の減災、生物多様性の向上、ア
メニティの向上などがあげられる。空間の特徴としては、グリーンインフラ要素技術を
適用し、住宅地内の庭、歩行者空間と一体的に整備された緑溝、都市緑地と開渠化した
河川を一体的に整備することで多機能型としている。周辺の住宅エリアとも歩行者優先
の動線が実現され、歩行者空間でも高い緑と持続的雨水管理を基軸としたグリーンイン
フラ適用策が展開されている。	 
	 	 
3-2 街区スケールのグリーンインフラ適用策事例#2-4:	 Scharnhauser 街区、
Winnenden 街区、及び Kronsberg 街区	 
	 
3-2-1 対象とする空間	 
次に、街区スケールにおけるグリーンインフラ適用策のケーススタディーとして、ヨ
ーロッパ最大規模の雨水循環に戦略的に取り組んだドイツの Scharnhauser 街区と、
2014 年に持続的環境デザインの権威 Green	 Dot アワードを受賞し、同じく高い質のグ
リーンインフラを実現するドイツの Winnenden 街区、ハノーファーで 2000 年に開催さ
れた世界万国博覧会敷地に隣接する Kronsberg 街区の 3 事例を対象として取り上げる。
選定理由として、ドイツは EU の中でも他国に先駆けて DIN(ドイツ工業規格)の雨水規
格を導入し、規格をもたない EU 諸国は DIN の雨水規格を参考に持続的雨水管理を核と
したグリーンインフラ適用策を展開しているため、ドイツ国内で街区スケール規模かつ
先進的な３事例を選出した。次に、選定された街区スケール３事例の計画概要を整理し
たうえで、持続的雨水管理を核にしたグリーンインフラ適用策の展開の一端を明らかに
する。13)14)	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3-2-2 街区スケールのグリーンインフラ適用策事例 2:	 Scharnhauser 街区におけ
る計画	 
ドイツ・シュトゥットガルト近郊に立地する Scharnhauser 地区は、従前は軍の基地
として利用されていた。敷地面積 140ha の基地跡地は、州立園芸博覧会を契機に、持続
的雨水管理を核にしたグリーンインフラを導入した先進的な街区として 2003 年に第 1
期の開発が完成する。このうち、70ha が約 9,000 人の居住地域として計画された。(図
−24)開発にあたり、敷地計画の骨格となる雨水管理に際して、2 つの大きな指針が決定
された。1 つ目は、雨水管理と公園・オープンスペースを連動させて整備することで地
域の生態系とネットワーク化することである。2 つ目は、洪水による水害を防ぐため
	 
図－24	 Scharnhauser 街区の全体計画図	 (出典：Studio	 Dreiseitl	 Ramboll)	 	 
	 
	 
写真－22	 	 街区内における緑地が降雨時には遊水池として機能する	 (出典：Studio	 Dreiseitl	 Ramboll)	 	 
	 
	 
に、街区内でできるだけ雨水の地中浸透や植物による蒸発散等を促進することにより、
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敷地からの雨水流出量抑制及び雨水流出速度の遅延を目標に掲げることで、下水•雨水
道整備など初期のインフラ設備投資を削減することである。街区内の地表面のうち 40%
で透過性を達成している。加えて、従前の合流式下水道システムから、新しい雨水の収
集・処理システムへの転換が計画された。街区内で降った雨は住宅の屋上、裏庭、前庭、
歩行者空間、駐車場でまず受け止められ、緑溝や開渠型の雨水路(写真−23)を通じて、
全長 1.5km の長さにわたる公園へと流入するように設計されている。街区の中心にある
公園内にはコンクリート製の歩行者空間兼雨水排水路が設置されている。降水量が多い
ときは、雨水は住宅地全体から公園内のコンクリート水路へ流れ込み、音を立てながら
緩やかに流れていく。（写真−22）この水路や階段の下部を流れ落ちる水は湿地（写真-24）
を通して浄化され、最終的に地域の河川に流出する。	 
	 街区内に降った雨水は最終的に地域の河川へと還元され、長期的には雲となり、雨水
となってまた街区内に戻ってくるという水循環の仕組みが実現されている。街区の計画
で特徴的なのは、水循環の基礎である持続的雨水管理が、街区全体の庭から公園までの
屋外空間ともリンクしながら計画されている点である。また日常の生活の中で水循環の
プロセスが住宅、庭、駐車場などの空間で可視化されていることがあげられる。	 
	 降雨後の街区内の風景は全く異なった表情を見せる。通常時は子供たちの遊び場やレ
クリエーションの場である公園が、降雨が続くと一定期間（通常 24 時間で設定）遊水
池として機能し、一時的に雨水を貯留浸透させる機能をもつ。都市内の街区空間内でこ
のような形で雨水管理を行うには災害も含めて様々な課題を想定する必要がある。本街
区は水循環のプロセスを可視化し、公園等の機能と組み合わせ、湿地を通じて浄化され
た雨水を最終的には地域河川に流出するという、街区スケールとしての持続的な雨水管
理を核にしたグリーンインフラ適用策を実現している。	 
	 
写真－23	 	 街区内における緑道は雨水を運搬し浸透させる機能をもつ	 (出典：Studio	 Dreiseitl	 Ramboll)	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写真－24	 湿地が水質浄化、雨水流出量抑制などの機能を果たし、最終的に雨水は地域河川に流出する	 	 
(出典：Studio	 Dreiseitl	 Ramboll)	 	 
	 
3-2-3	 Scharnhauser 街区における持続的雨水管理を核にしたグリーンインフラ
適用策の展開	 
Scharnhauser 街区における持続的雨水管理を核にしたグリーンインフラ適用策の大き
な特徴は以下にまとめる通りである。	 
a)水循環の仕組み：敷地全体で北から南方向に向けてテラス状の公園兼一時的遊水池
が形成される。屋外空間における緑の地表面による雨水の一時的貯留、地中浸透、植物
を通じた蒸発散といった第 1 の機能と、地下の浸透トレンチと雨水管が砕石の中に設置
され緑化された地表面から地中浸透した水の流れを管理する第二の機能の複合で成り
立っている。	 
b)グリーンインフラ要素技術：街区内の住宅の屋上緑化、庭、歩行者空間、公園緑地
など全ての屋外空間が計画的にネットワーク化され、街区内に降った雨水はグリーンイ
ンフラ要素技術をもつ屋外空間(緑化屋根、雨水貯留植栽舛、緑溝、透水性舗装、雨水
貯留タンク、雨庭、遊水池、湿地、雨水階段、緑の駐車場、開渠式雨水溝)を活用した
持続的雨水管理が展開されている。	 
c)空間の特徴：街区の中心に高低差をもつ細長い線形の公園緑地を持ち、街区内から
収集された雨水はこの公園を通じて管理される。また、街区の周縁部に湿地が配され、
段階的に水質浄化と流出量や速度の管理を行いながら、最終的には地域の小河川へ流入
するという屋外空間の骨格が形成されている。（図 14 参照）	 
d)グリーンインフラ適用策による便益：街区内のグリーンインフラ適用策による便益
としては、雨水流出量抑制・速度遅延、水災害の減災、雨水浸透（地下水涵養）、微気
象緩和、生物多様性の向上、アメニティの向上、レクリエーション・健康増進があげら
れる。	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図－25	 Scharnhauser 街区における敷地スケールグリーンインフラ類型の組み合わせ、グリーンインフラ
要素技術と屋外空間との関係性	 (出典：著者作成)	 	 
	 
3-2-4 街区スケールのグリーンインフラ適用策事例 3: Winnenden 街区における
計画概要	 
Winnenden はドイツ・シュトゥットガルト近郊に立地する 3.4ha の街区で、工業跡地
を住宅地への再整備したものである。2006 年-2008 年の設計計画期間を経て、2011 年
にプロジェクトは竣工した。敷地上においては汚染された土壌の浄化、また敷地のコン
クリート等は粉砕され地盤を安定させるために再利用された。建物の配置は街区内に適
度にヒューマンスケールの密度を創出し、歩行者空間優先型の構成となっている。	 
Winnenden街区では持続的雨水管理を核にしたグリーンインフラ適用策が計画の骨格
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を形成している。街区の中心部には生態滞留池（収集した雨水を滞留させる植栽をもつ
水景）が配され、それを取り囲むように住宅が配置されている。中心の生態滞留池の水
は住宅地内から収集された雨水を水源としており、住民の交流や活動の場となるセミ・
パブリックスペースしても機能している。街区内の交通は歩車共存のコンセプトを元に
地下駐車場や庭と庭の間の植栽間に駐車場を設ける等の工夫をすることで、歩行者優先
の歩きやすい街区を実現している。街区に隣接する小河川公園は降雨量の多い時は氾濫
原として、通常は近隣住民のレクリエーション・健康増進や子供の遊び場として使われ
ている。植栽計画においては生物多様性に配慮して在来種を多く使うような構成となっ
ている。人間が住みやすい豊かな住環境の創成に向けては、個々の住宅にプライバシー
が保たれるように工夫をする一方、住宅が屋外空間等と関係性をたもちながらも居住者
どうしのつながりを保てるような工夫がされている。敷地内の非透水性舗装面積は 30%
であり、街区内に降った雨水は住宅地の庭や歩行者空間を通って中央の滞留池に集めら
れ、最終的には浄化された雨水が、氾濫原としても機能する小河川公園へ流入する仕組
みとなっている。13)14)	 
	 
写真－25	 街区間の歩行者空間では透水性舗装を使用	 (出典：Studio	 Dreiseitl	 Ramboll)	 	 
	 
写真－26 街区の中心部：雨水の生態滞留池を囲むように住宅を配置	 (出典：Studio	 Dreiseitl	 Ramboll)	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図－26	 Winnenden 街区における敷地スケールグリーンインフラ類型の組み合わせ、グリーンインフラ要
素技術と屋外空間との関係性	 (出典：著者作成)	 	 
	 
Winnenden街区における持続的雨水管理を核にした街区計画上の大きな特徴は以下に
まとめる通りである。	 
a)	 水循環の仕組み：大きな特徴としては、街区に降った雨水は街区内中心部にある
生態滞留池に集められ、ここで雨水は貯留される点にある。オーバーフローや浄化され
た雨水は徐々に地域の小河川に流出する。	 
b）グリーンインフラ要素技術：適用されたグリーンインフラ要素技術としては、屋
上緑化,	 雨庭、透水性舗装・雨水浸透トレンチ,生態滞留池、氾濫原を内包する小河川,	 
緑溝、窪地植栽があげられる。	 
	 	 c)空間の特徴：街区に降った雨水は屋上緑化された住宅や庭、透水性舗装や雨水浸透
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トレンチを通って、街区の中心にある生態滞留池に流入する。雨水はこの滞留池で調節
されながら隣接する小河川公園へと流れ、最終的には地域河川に雨水が流出する仕組み
になっている。	 
	 d)	 グリーンインフラ適用策による便益：街区内においてグリーンインフラ適用策よる
便益は、雨水流出量抑制・速度遅延、水災害の減災、雨水浸透（地下水涵養）、生物多
様性の向上、アメニティの向上、レクリエーション・健康増進があげられる。	 
	 
3-2-7街区スケールのグリーンインフラ適用策事例4:Kronsberg街区における計
画概要	 
	 ドイツ・ハノーファー市の Kronsberg 街区は 2000 年に完成した、ハノーファー万国
博覧会の会場跡地と周辺部 130ha の土地を 15,000 人の居住者を想定して複合開発した
ものである。街区内の 6.5ha の公園部分は特にグリーンインフラ機能をもつ公園として
計画された。この大規模な開発計画時にあたり雨水管理の戦略としては、計画前の敷地
の持つ雨水流出量が開発により急激に増大し下流での洪水等の災害が発生することを
未然に防ぐということが大きな目標に掲げられた。Kronsberg 街区における計画のコン
セプトは非常に高いレベルで持続的な都市環境を創成することであり、屋外空間デザイ
ンの中でも特に持続的雨水管理を核にしたグリーンインフラの考え方が強く打ち出さ
れている。	 
	 Kronsberg 街区内の住宅の庭や歩行者空間、公園は雨水浸透を促進し、一時的な雨水
貯留・浸透が可能なように緑溝、開渠型の雨水路、雨庭等をネットワーク上に計画的に
配置することにより街区内の雨水が管理されるような工夫がされている。降雨時には街
区内の屋外空間や道路・歩行者空間に隣接する緑溝から収集された雨水が敷地内を東西
に貫通する雨水 13	 X	 30m、高低差のある雨水滞留池９つを流れるように設計されてい
る。雨水滞留池の地表面は約 5%の勾配に設定され、滞留池と滞留池の間には約 30cm の
高低差があり、コンクリート製の小さい堰で区切られている。一つの滞留池が雨水で一
杯になると雨水は堰を通じて次のテラスへと流れ出す。この緩やかなプロセスの中で同
時に雨水の蒸散、地中浸透も促進し、在来植物等で被覆された地表面を流れることで水
質浄化も行われる。9 つの滞留池以外でも、街区内に降った雨水は街区内の屋外空間を
通してできるだけ浸透・蒸発散等され、最終的なオーバーフローのみが街区外へ流出す
る設定となっている。気候変動等にともなう豪雨時等にも備え、緑溝や生態滞留池の地
下部には雨水管が埋められ、その周りを砕石から地表面にかけて砂で被覆し、その上に
植栽が計画されるという２層構造の雨水管理が行われている。13)14)	 
	 Kronsbergの街区計画においては新規性の高かった緑溝や生態滞留池等のグリーンイ
ンフラ要素技術を導入するためにハノーファー市道路局や水資源局と計画者の間で協
働作業が進められ、公有地から私有の集合住宅の雨樋の素材に至るまで検討と調整が重
ねられた。このような先進的なグリーンインフラ適用策の導入に当たってはハノーファ
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ー大学水環境管理研究所のパイロットプロジェクトとしてドイツ連邦共和国国土交
通・建設・住宅省の支援を受けている。	 
	 
3-2-8	 Kronsberg街区における持続的雨水管理を核にしたグリーンインフラ適用
策	 
Kronsberg街区における持続的雨水管理を核にしたグリーンインフラ適用策の特徴は
以下のようになる。	 
	 
図－27	 	 Kronsberg 街区における敷地スケールグリーンインフラ類型の組み合わせ、グリーンインフラ
要素技術と屋外空間との関係性	 (出典：著者作成)	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a)	 水循環の仕組み：街区内の屋外空間、歩行者空間、道路脇から収集された雨水は
東西に延びる二つの生態滞留池を流れ、段階的に管理することで雨水量の抑制と流出速
度の遅延を実現している。加えて、滞留池や緑溝の地下には浸透トレンチと雨水管が砕
石の中に設置され、豪雨時の雨水流出量の増大にも備えた二段階の構成となっている。	 
b)	 グリーンインフラ要素技術：適用されたグリーンインフラ要素技術としては、屋
上緑化、緑溝・透水性舗装・雨水浸透トレンチ、遊水池・雨庭（公園）、緑の駐車場、
生態滞留池、滞留池があげられる。	 
c)	 空間の特徴：住宅地の庭など小スケールの雨水管理、緑溝や生態滞留池のような
道路・歩行者空間に隣接する帯状の公園緑地及び公共空間がメインの骨格となり、最終
的には雨水の滞留池に流出させる仕組みがとなっている。	 
d)	 グリーンインフラ適用策による便益：街区内においてグリーンインフラ適用策よ
る便益は、雨水流出量抑制・速度遅延、水災害の減災、雨水浸透（地下水涵養）、微気
象緩和、生物多様性の向上、アメニティの向上、レクリエーション・健康増進があげら
れる。	 
	 
3-2-9	 3 つの街区におけるグリーンインフラ適用策の特徴	 
Scharnhauser、Winnenden、Kronsberg という３つの街区における持続的雨水管理を
核にしたグリーンインフラ適用策の特徴は以下のようにまとめられる。３街区に共通す
る水循環の仕組みとしては街区の規模や周辺環境の状況に関わらず、敷地外への雨水流
出量をできるだけ抑制し、また、連続する屋外空間のネットワークを賢く活用して雨水
流出速度の遅延を推進することで周辺環境や川下環境への環境影響を最小限に留める
ことに戦略的に取り組んでいる点があげられる。	 
次に 3 つの街区における持続的雨水管理を核にしたグリーンインフラ適用策の内容
を整理する。第 1 に、Scharnhauser 街区においては高低差のある線形の公園（遊水池）
を街区の中心に位置づけ、雨水の地中浸透、一時的な貯留、水の浄化を行うような仕組
みとなっているが、同じく Kronsberg 街区でも緩やかに高低差のある帯状に配された緑
地（緑溝や生態滞留池）を通じて段階的に雨水の地中浸透、一時的な貯留、水質浄化を
行う仕組みとなっており、２つの街区では雨水流出量の抑制と流出速度の遅延に効果的
な、高低差のある線形の公園緑地を骨格にしたグリーンインフラ適用策の展開が行われ
ている。一方で、Winnenden 街区においては、街区の中心に積極的に雨水を貯留して滞
留池とする貯留型で、水景施設としてのアメニティの機能を強く打ち出している。第 2
に、３街区に共通するのは、最終的には持続的に管理された雨水が地域の河川等に流出
している点で、街区スケールのグリーンインフラ適用策の導入は、より大きな地域スケ
ールの雨水管理や水災害の減災を意識したものになっている。	 
第３に、グリーンインフラ適用策による便益としては、3 つの街区に共通して雨水流
出量抑制・速度遅延、水災害の減災、雨水浸透（地下水涵養）があげられる。また、街
 67 
区スケールにおいては敷地スケールと比較すると公園緑地の規模も大きくなるため、在
来種を積極的に活用し多様な自然を創出することで生物多様性の向上を達成している
点が特徴的である。加えて、アメニティの向上、レクリエーション・健康増進など持続
的雨水管理を核にしたグリーンインフラ適用策を導入することにより、多便益を生んで
いる点も街区スケールに共通する特徴である。
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3-3 街区スケールのグリーンインフラ適用策事例#5:リンツ・Solar	 City におけ
るグリーンインフラ適用策	 
	 
3-3-1 リンツ・Solar	 City の計画概要	 
	 リンツはオーストリア大都市の一つで、上オーストリア州の首都である。Solar	 City
はオーストリア最大級の都市開発事業で、第 1 期の計画は 1992 年に開始され、
32.5ha,4500 人の居住者のための持続的な都市が計画、設計された。このうちの 20ha
が公園緑地などで構成されるオープンスペースである。Solar	 City の都市戦略は持続
的な住環境の創成、エネルギー消費量を削減による低炭素社会の実現、そして質の高い
都市デザインの水準を達成することであった。建築家とランドスケープアーキテクトの
密な協働により、持続的都市の創造に向けた戦略が作成される。全体の建築における自
然エネルギーの利用とデザイン戦略はドイツの READ グループが担当した。持続的都市
環境の創出のパイロットプロジェクトを支援するために EU 政府も計画段階で約
600,000 ユーロの支援をしている。	 
	 第２期では、1992年から1999年までの6年間に更に8つの計画設計事務所が参画し、
第 1 期の開発に重ね合わせるように約 1300 戸の住宅が徐々に計画整備された。ここで
は以下のような評価基準に基づいて計画が進められた。a）建物の配置、ボリュームは
ソーラー建築の基準に基づいて計画する。b）アクティブ、パッシブな太陽エネルギー
の両方を活用 c)室内及び屋外環境の計画において太陽を最大限に生かした快適な空間
を創造する d)再生可能エネルギーの最大限の活用 e)自然やレクリエーションを活用 f)
包括的な社会、快適な社会、社会エネルギーg)持続的な住宅地の計画	 である。それぞ
れの評価基準に加えて更に細分化された目標が提示されている。Solar	 City のコンセ
プトとしては、単なる太陽光パネルを取り付けた住宅地の計画ではなく、街区全体でエ
ネルギーの排出量を減らし、代替的な交通システムを考えることによって化石燃料の利
用を減らし、ランドスケープ・自然空間を戦略的に計画し、健康的で持続性のある都市
を創造するという大きな戦略のもとに、建築家、ランドスケープアーキテクトが協働で
作業を進めた点が特徴的である。15)	 
	 上記の項目 a)～d)に関しては建物の配置、ボリューム、構造、ファサードのデザイ
ン、断熱材、窓の位置と形状まで徹底的にエネルギー消費を効率的にする建築モデルを
検証された。結果として当初 34%と目標設定された住宅における太陽光の温熱利用が
50%にまで高められている。実際 3,500 ㎡分の太陽光パネルが設置され、これに対して
はリンツ市は 1 ㎡当たり 720 ユーロの補助を行った。	 
	 目標としてのエネルギー消費量は 44kWh/(㎡ a)が最大と規定され設計が行われたこ
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写真－27	 Solar	 City の航空写真(出典：Studio	 Dreiseitl	 )Ramboll)	 	 
	 
とで結果として 36kWh/(㎡ a)に抑えられている。加えて、リンツの Solar	 City はバイ
オ発電所と提携し、約 20%のエネルギーは近隣のリンツ・エネルギー公社から取得して
いる。この際住宅地の居住者に再生可能エネルギーが安定供給できるように一定のエネ
ルギー代を住民に保障している。項目 e）に関しては新しく湖を創造し、ビーチや水泳
場、また人々がレクリエーションに使えるような場所を創出した。敷地外に土を持ち出
すことを避けるために残土はランドフォーム等にして再活用された。	 
	 
3-3-2	 Solar	 City の評価	 
	 持続的雨水管理を核にしたグリーンインフラ適用策が建築計画と同時期に構想され、
巨大な開発による地域の水環境を意識し、大量の雨水排水による影響を回避するために
街区内において雨水貯留、浸透等の持続的な雨水管理と緑地の計画を包括的に行うこと
で影響を最小限に抑えている。また、このようなグリーンインフラを適用することで、
Solar	 City と湿地等周辺の自然環境の間の環境を調節することに成功している。Solar	 
City において、グリーンインフラは集合住宅の庭、子供の遊び場、小規模の公園緑地
や歩行者空間から人工的に創出された湖までの屋外空間をつなげ、人々の積極的な屋外
空間の利活用を誘発している。項目 f),g)にも関連するが交通計画に関しても
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写真－28	 Solar	 City 内の公園緑地と人工的に創出された湖	 (出典：Studio	 Dreiseitl	 Ramboll)	 	 
	 
様々な工夫が行われた。基本的には歩車共存であるが、住宅地の中心部においては3,000
台分の地下駐車場が整備され、可能な限り地表面での駐車場を制限し、歩行者優先の空
間となるようにした。加えて LRT（路面電車）を新たに新設し、環境負荷の少ないバス
を導入することにより炭素の排出量も少なく、またエネルギー消費量を抑えることにも
貢献している。社会的な要素としては家族構成、利用形態、収入、社会的な背景などを
配慮し混成した住宅利用者象を設定し、より多様な社会構造、コミュニティとなるよう
に計画されている。	 
	 リンツ・Solar	 City に関する評価によると(Juergen)10）グリーンインフラの基盤とな
る公園緑地等オープンスペースに関しては、地形の創出、緑地帯の創成、在来種を多用
し、湿地等自然資源の保全によるエコロジカルネットワークの再生、レクリエーション、
子供の遊び場の創出で高い評価が与えられているが、屋上緑化項目での評価は低い。エ
ネルギーに関してはエネルギーを考慮した都市計画、省エネ、自然エネルギーの利用、
パッシブ冷暖房、断熱、代替的エネルギー、建物における太陽光の活用等すべてにおい
て高い評価がでている。交通部門の評価では歩行者、自転車空間の創出、道路幅の縮小、
浸透性の舗装、駐車場の計画、代替的交通システムの計画等で高い評価が出ている。水
に関しては、包括的な水環境管理、雨水の貯留、浸透、活用、中水の再利用、水利用の
削減等すべての項目において高い評価を獲得している。建物の内の居住性に関しては快
適性、空気の質、太陽光等いずれの項目でも評価は高い。敷地計画に関しては建物のボ
リュームと配置、コミュニティの創出、自動車利用依存率の低減、多様な居住者を想定
した住宅計画、既存の自然環境の保全活用等いずれも高い評価となっている。	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Solar	 City において、上記のように緑と水の項目で高い評価が与えられているように、
グリーンインフラ適用策は建築・交通計画・エネルギー戦略と一体的に構想されている
のが特徴的である。	 
	 
3-3-3	 Solar	 City における持続的雨水管理を核にしたグリーンインフラ適用策	 
ソーラーシティにおける持続的雨水管理を核にしたグリーンインフラ適用策の特徴
は以下のようになる。	 
	 
図－28	 	 リンツ・Solar	 City における敷地スケールグリーンインフラ類型の組み合わせ、グリーンイ
ンフラ要素技術と屋外空間との関係性	 (出典：著者作成)	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 a)	 水循環の仕組み：街区内に降った雨は公園緑地などの屋外空間、歩行者空間・道
路に隣接する緑溝や雨水浸透トレンチに流出し、雨水量の抑制と流出速度の遅延を実現
している。街区内の雨水はほぼ屋外空間で貯留・浸透され、最終的には人工的に創出さ
れた湖に流出する仕組みとなっている。	 
b)	 グリーンインフラ要素技術：適用されたグリーンインフラ要素技術としては、雨
樋非接続、緑溝・透水性舗装・雨水浸透トレンチ、雨庭（公園）、緑の駐車場、生態滞
留池があげられる。	 
c)	 空間の特徴：集合住宅周辺の屋外空間や道路・歩行者空間に隣接する線形の屋外
空間と、街区内の公園緑地等が街区内を放射状に構成され、最終的には雨水の滞留池に
流出させる仕組みがとなっている。こうした公園緑地が子供の遊び場やレクリエーショ
ン機能を合わせ持ち多機能型の屋外空間のネットワークが形成されている。	 
d)	 グリーンインフラ適用策による便益：街区内においてグリーンインフラ適用策よ
る便益は、雨水流出量抑制・速度遅延、水災害の減災、雨水浸透（地下水涵養）、微気
象緩和、アメニティの向上、リバビリティの向上、レクリエーション・健康増進があげ
られる。	 
	 
3-4 街区スケールのグリーンインフラ適用策事例#6	 Pfaffenhofen 街区における
グリーンインフラ適用策	 
	 
3-4-1	 Pfaffenhofen 街区計画の概要	 
	 Pfaffenhofen 街区は敷地面積 20ha の次世代型のエコ街区である。計画は 2007-2011
年で現在施工中である。自立循環型のエコ街区の計画のビジョンは施主でもあるクレマ
ブラウアー・アグロ・食品会社社長の自立循環型の都市を作るという発想に基づく。自
立循環型街区の中に、エコ農業、生活、職場と居住がすべて統合されたコミュニティの
創出が計画の大きな目標として設定されている。15)	 
	 ドイツ南部の都市と農村の境界部分に立地する Pfaffenhofen 街区においては、起伏
のある敷地の高低差と持続的雨水管理のシステムを組み合わせることにより基本計画
が作成されている。敷地周辺に残る農村景観は保全され、果樹園や多様な形態をもつ生
垣も既存の自然環境と開発区域を接合する要素として保全された。また周辺の生物棲息
区域は再生され、敷地内でもより生物多様性の向上を目指している。	 
	 特にこの計画で際立っているのは経済、社会、資源・エネルギーの自立的循環を新し
い開発計画と一体的に構想している点である。エネルギーの観点からはパッシブハウス、
太陽熱とバイオ発電所からの自然エネルギー利用が核となっている。街区内の新規建築
 
 
73 
においては屋根に太陽光電池を設置しており、パッシブハウス基準の導入によりエネル
ギーの利用量が少なく抑えられている。バイオプラントは近隣の農業、林業の副産物か
らエネルギーを創出し、街区内で使用される仕組みとなっている。自然エネルギーの中
核になるのが「テラ・プレタ」技術を活用したテラ・プレタバイオ発電所である。テラ・
プレタとはそもそもアマゾン地方で生成されていた炭化物を多く含む土 11)近年ドイツ
では注目を集めている。堆肥、残飯、といった有機資源をテラ・プレタ技術の活用、微
生物による分解でエネルギーが生成される。またこの副産物として非常に肥沃な土がつ
くりだされ、これらは有機肥料等として再利用される。	 
	 	 
写真－29	 Pfaffenhofen 街区の全景	 (出典：Studio	 Dreiseitl	 )Ramboll)	 	 
	 
図－29	 Pfaffenhofen 街区において適用された水の循環型システム	 (出典：Studio	 Dreiseitl	 Ramboll)	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a)街区の計画としては有機農業、バイオ発電所、有機農業研究所エリア、b)エコ・ビジ
ネスパーク、c)エコ住宅地の３つのエリアに分けられており、b)においては有機農業市
場、有機園芸センター、エコ・ホームセンター等の地場産業が、c)のエリアにおいては
建築の配置計画と一緒に、住宅の庭、小さな広場や公園緑地などのオープンスペースが
計画的に配置され、社会的にも豊かなコミュニティの創成を目指している。	 
	 Pfaffenhofen 街区の計画は世界的なサステイナブル賞である LivCom 賞の審査 8)にお
いて、(人口 2 万―7 万 5 千人部門)の部門で最優秀賞を受賞した。特に、環境の質と自
然資源の効率的な活用、そして周辺環境への影響、持続的な水資源の管理システムの構
築等が高い評価を受けている。	 
	 
3-4-2	 Pfaffenhofen 街区における持続的雨水管理を核にしたグリーンインフ
ラ適用策	 
Pfaffenhofen 街区における持続的雨水管理を核にしたグリーンインフラ適用策の特
徴は以下のようになる。	 
	 
図－30	 Pfaffenhofen 街区における敷地スケールグリーンインフラ類型の組み合わせ、グリーンインフ
ラ要素技術と屋外空間との関係性	 (出典：著者作成)	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 a)	 水循環の仕組み：街区内の高低差を利用して、公園緑地や住宅に庭など植栽された
面的な屋外空間で雨水を地中浸透、一時的貯留、水質浄化しながら段階的に街区内の低
部へ、緑溝を通じて流出させ、最終的には滞留池に集め、基本的に街区外に雨水を流出
させない計画となっている。ゲリラ豪雨など雨水流出量が許容範囲を超える際は、オー
バーフローが街区周辺の自然地に流出する仕組みとなっている。	 
b)	 グリーンインフラ要素技術：適用されたグリーンインフラ要素技術としては、緑	 
溝・透水性舗装、雨庭、生態滞留池があげられる。	 
c)	 空間の特徴：緩やかな高低差を活用してテラス状に造成された街区内の地形と雨
水管理が一体的な空間として構成されている。また、街区周辺の農地や果樹園など地域
の自然資源を積極的に保全・活用し自立循環型の街区として緩やかに周辺環境と接合す
るような計画となっている。	 
d)	 グリーンインフラ適用策による便益：街区内においてグリーンインフラ適用策よ
る便益は、雨水流出量抑制・速度遅延、水災害の減災、雨水浸透（地下水涵養）、生物
多様性の向上があげられる。	 
	 	 
3-5 街区スケールのグリーンインフラ適用策事例#5:Tabor	 to	 the	 River 街区に
おけるグリーンインフラ適用策	 
	 
3-5-1	 Tabor	 to	 the	 River 街区の計画概要	 
	 5 つ目の街区スケールのグリーンインフラ適用策事例としては米国ポートランド市
の Tabor	 to	 the	 River 街区を選定した。Tabor	 to	 the	 River は他の 4 事例と異なり、
既存の住宅地を中心とする街区の中に、グリーンインフラ適用策を中心としたリノベー
ションを行う現在進行中のプロジェクトである。街区全体の対象面積は約 580ha で全長
約 8km、街区内で最も高い場所に立地する Mt.Tabor 公園から、低平部の Willamette 川
までを一つの集水域としてグリーンインフラのモデル街区として適用策を展開してい
る。街区内の土地利用としては 7 割が住宅地で残りが幹線道路沿いの商業などで構成さ
れている。このうち不透水面積が 37%で、街区内は合流式下水道地域である。街区内の
地中には約 100 年前に整備され、更新期を迎えた下水道が埋設されており、本街区にお
ける持続的雨水管理のグリーン適用策を可能な限り推進し、グレーインフラの更新とい
う課題の双方を、グレーとグリーンインフラのハイブリッド式に取り組んでいるのが特
徴である。注 1)	 
	 
	 
 
 
76 
3-5-1	 Tabor	 to	 the	 River 街区におけるグリーンインフラ適用策	 
	 次に、Tabor	 to	 the	 River 街区におけるグリーン適用策の詳細を示す。街区におけ
るグリーンインフラ適用策導入の目的としては、a)洪水による水災害の減災 b)街区内
の老朽化した下水道の更新 c)雨水地中浸透による地下水涵養 d)都市のリバビリティ
（住みやすさ）の改善が掲げられている。	 
	 	 
図－31	 Tabor	 to	 the	 River 街区におけるグリーンインフラ適用策：	 Mt.Tabor 公園と Willamette 川の間
の集水域をターゲットとし、グレーとグリーンインフラのリノベーションを行う	 (出典：City	 of	 Portland)	 	 
	 
	 
図－32	 	 Tabor	 to	 the	 RIver 街区における敷地スケールグリーンインフラ類型の組み合わせ、グリー
ンインフラ要素技術と屋外空間との関係性	 (出典：著者作成)	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グリーンインフラ適用策として 2009 年から 2013 年の間に実施されたものを整理する	 
と、137 のグリーンストリートの建設、660 本の街路樹植栽、全長 2.4km 分の下水道の
更新、6,00 株を超える在来種灌木の植栽と外来種の除去などがあげられる。街区にお
けるグリーンインフラ適用の流れとしては、地下部の下水道の老朽化状態などの詳細な
リサーチに基づき、更新する下水道と地表部でグリーンインフラを導入することにより
下水道の更新を行わない部分を明確化し、グリーンストリートを中心にした適用策の推
進が進行中である。計画はあと 10 年以上かけて推進される予定となっており、グリー
ンインフラ適用策の設定した目標値としては、街区内で 500 のグリーンストリートを追
加で建設、3,500 本の樹木植栽、100 の民有地における小規模グリーンインフラ・プロ
ジェクト（雨庭など）の実践、全長 20km の老朽化した下水道の更新をあげている。	 
	 Tabor	 to	 the	 River 街区における持続的雨水管理を核にしたグリーンインフラ適
用策の特徴は以下のようになる。	 
a) 水循環の仕組み：街区内の高低差を利用して、道路・歩行者空間に隣接する線	 
の植栽帯＝グリーンストリートを中心にした、線形の緑地のネットワークが構成され、
雨水を地中浸透、一時的貯留、水質浄化しながら段階的に街区内の低部へ流出させ、最
終的には Willamette 川に近いエリアで街区外へ雨水を流出させる仕組みとなっている。
主軸となるグリーンストリートに加えて、雨樋非接続、雨庭、街路樹植栽等も持続的雨
水管理に貢献している。	 
b) グリーンインフラ要素技術：適用されたグリーンインフラ要素技術としては、雨	 
樋非接続、グリーンストリート（道路・歩行者空間）、雨庭、街路樹があげられる。	 
c) 空間の特徴：街区全体で高台に立地する Mt.Tabor 公園から低部の Willamett 川ま	 
で緩やかな高低差を活用し、道路・歩行者空間網と並行する形でグリーンストリート
がネットワーク上に配され、緑量のみならず人が歩きやすい緑の歩行者空間の創成が
最も特徴的である。	 
d) グリーンインフラ適用策による便益：街区内においてグリーンインフラ適用策よ	 
	 る便益は、雨水流出量抑制・速度遅延、水災害の減災、雨水浸透（地下水涵養）、微	 
気象緩和、アメニティの向上、リバビリティ（住みやすさ）の向上があげられる。	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3-6 街区スケールのグリーンインフラ適用策まとめ	 
	 以上のように、街区スケールにおけるグリーンインフラ適用策に関して 7 事例の展
開のケーススタディーを行った。以下に街区スケールのグリーンインフラ適用策の展開
から得た知見を考察した。（表６a-c）	 
	 第 1 に、街区内におけるグリーンインフラ適用策の連関として、敷地スケールにおけ
る個別のグリーンインフラ適用策が街区においてどのように連関しつつ、一つの持続的
雨水管理を核としたグリーンインフラ適用策として成り立っているかを考察した。（表
6a-c）の通り、７事例の中で最低では 3、最も多いもので５つの敷地スケールグリーン
インフラ適用策の連関が見られた。特に、Winnenden,	 Scharnhauser の 2 事例において
は都市緑化→庭→道路・歩行者空間→都市緑地が一つの連関するグリーンインフラのシ
ステムとして適用されている。敷地スケールの個別の適用策が連関し、持続的雨水管理
という目的を達成するための仕組みが空間に組み込まれている。	 
	 第２に、適用されたグリーンインフラ要素技術としては屋上緑化、雨庭、緑溝、雨水
浸透トレンチ、生態滞留池、遊水池などが見られた。これは敷地スケールにおけるグリ
ーンインフラ要素技術と同じで、降雨から雨水の流出までのプロセスに要素技術を取り
込むことで持続的雨水管理を達成している。	 
	 第３に、グリーンインフラが適用された空間の特徴だが住宅や庭、建築などの小さい
面的な屋外空間、道路や歩行者空間に沿って整備されるグリーンストリートや緑溝に代
表されるような線形・帯状の屋外空間、そして雨水を一時的に貯留・浸透も可能になる
遊水池や氾濫原を内包した大きな面的な都市緑地、これらが空間ごとに一時的貯留、浸
透、蒸発散、水質浄化などの機能を果たしている。また、持続的雨水管理機能をもつグ
リーンインフラの空間成立させるものとして街区内の高低差があげられる。高所から高
低差を活かして街区内の低平部へと最終的に雨水が流出するという仕組みを賢く活か
して、7 つのうち 6 事例では地域の河川や湿地に最終的に雨水を流出していることがわ
かった。これは、敷地スケールの適用策と異なり、地域の自然環境（主に河川や湿地）
に接続することを意識した上で街区内のグリーンインフラが構想されているといえる。	 
	 第４に、街区スケールのグリーンインフラ適用策による便益としては雨水流出量抑
制・流出速度の遅延はすべての事例で見られた。加えて、雨水浸透による地下水涵養、
植物や水面による蒸発散などによる微気象の緩和、在来種などを多用することによる生
物多様性の向上も３つの事例で見られた。街区スケールの特徴としては、こうした環境
的便益に加えて、レクリエーション・健康増進、アメニティの向上、リバビリティ（住
みやすさ）の向上などがあげられている。これは街区というスケールにおけるグリーン
インフラ適用策が多便益を生むということを示している。	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街区スケールにおけるグリーンインフラ適用策	 事例 1-3	 
事例名 #1	 Bottiere-Chenaie 街区	 #2	 Scharnhauser 街区	 #3	 Winnenden 街区	 
所在地	 ナント、フランス	 シュトゥットガルト、ドイツ	 シュトゥットガルト、ドイツ	 
街区内におけ
るグリーンイ
ンフラ適用策
の連関*	 
*（番号は第2章2-6
敷地スケールの類
型化に基づく）	 
	 
①都市緑化（屋上緑化）→③道路・
歩行者空間（透水性舗装、緑溝）→
④⑤都市緑地（河川公園、氾濫原）
→河川	 
	 
①都市緑化（屋上緑化）→②庭（雨庭）
→③道路・歩行者空間（雨水浸透トレ
ンチ、緑溝）→④都市緑地（遊水池、
公園）→湿地→河川	 
	 
①都市緑化→②庭（雨庭）→③道路・
歩行者空間（雨水浸透トレンチ・透水
性舗装）→生態滞留池→④⑤都市緑地
（河川公園、氾濫原）→河川	 
適用されたグ
リーンインフ
ラ要素技術	 
氾濫原、雨水利用、緑溝、透水性舗
装、街路樹（樹木の植栽）	 
屋上緑化,雨庭、緑溝、雨水浸透トレン
チ,	 開渠式雨水路、透水性舗装,	 緑の
駐車場,	 遊水池,湿地	 
屋上緑化,	 雨庭、透水性舗装・雨水浸
透トレンチ,生態滞留池、氾濫原を内包
する小河川,	 緑溝、窪地植栽	 
グリーンイン
フラが適用さ
れた空間の特
徴	 
グリーンインフラ要素技術を適用
し、住宅地内の庭、歩行者空間と一
体的に整備された緑溝、都市緑地と
開渠化した河川を一体的に整備する
ことで多機能型としている。周辺の
住宅エリアとも歩行者優先の動線が
実現され、歩行者空間でも高い緑と
持続的雨水管理を基軸としたグリー
ンインフラ適用策がを展開	 
街区の中心に高低差をもつ細長い線形
の公園緑地を持ち、街区内から収集さ
れた雨水はこの公園を通じて管理され
る。また、街区の周縁部に湿地が配さ
れ、段階的に水質浄化と流出量や速度
の管理を行いながら、最終的には地域
の小河川へ流入するという屋外空間の
骨格が形成されている。	 
街区に降った雨水は屋上緑化された住
宅や庭、透水性舗装や雨水浸透トレン
チを通って、街区の中心にある生態滞
留池に流入する。雨水はこの滞留池で
調節されながら隣接する小河川公園へ
と流れ、最終的には地域河川に雨水が
流出する仕組みになっている。	 
グリーンイン
フラ適用策に
よる便益	 
雨水利用、雨水流出量抑制・速度遅
延、水質浄化、微気象緩和、水災害
の減災、生物多様性の向上、アメニ
ティの向上	 
雨水流出量抑制・速度遅延、水災害の
減災、雨水浸透（地下水涵養）、微気象
緩和、生物多様性の向上、アメニティ
の向上、レクリエーション・健康増進	 
雨水流出量抑制・速度遅延、水災害の
減災、雨水浸透（地下水涵養）、生物多
様性の向上、アメニティの向上、レク
リエーション・健康増進	 
表－6a	 街区スケールにおけるグリーンインフラ適用策	 事例 1-3 の整理	 （著者作成）	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街区スケールにおけるグリーンインフラ適用策	 事例 4-6	 
事例名 #4	 Kronsberg 街区	 #5	 Solar	 City	 #6	 Pfaffenhofen 街区	 
所在地	 ハノーファー、ドイツ	 リンツ、オーストリア	 ファーフェンホーフェン、ドイツ	 
街区内におけ
るグリーンイ
ンフラ適用策
の連関*	 
*（番号は第2章2-6
敷地スケールの類
型化に基づく）	 
①都市緑化（屋上緑化）→③道路・
歩行者空間（雨水浸透トレンチ、緑
溝）→④都市緑地（遊水池、雨庭）
→河川	 
	 
①都市緑化（屋上緑化）→②庭（雨庭）
→③道路・歩行者空間（雨水浸透トレ
ンチ、緑溝）→④都市緑地（公園）→
湖→河川	 
	 
	 
	 
	 
②庭（雨庭）→③道路・歩行者空間（緑
溝）→④都市緑地（遊水池、雨庭）→
滞留池→河川	 
適用されたグ
リーンインフ
ラ要素技術	 
屋上緑化、緑溝・透水性舗装・雨水
浸透トレンチ、遊水池・雨庭（公園）、
緑の駐車場、生態滞留池、滞留池	 
雨樋非接続、緑溝・透水性舗装・雨水
浸透トレンチ、雨庭（公園）、緑の駐
車場、生態滞留池	 
緑溝・透水性舗装、雨庭、滞留池	 
グリーンイン
フラが適用さ
れた空間の特
徴	 
住宅地の庭など小スケールの雨水管
理、緑溝や生態滞留池のような道
路・歩行者空間に隣接する帯状の公
園緑地及び公共空間がメインの骨格
となり、最終的には雨水の滞留池に
流出させる仕組みが特徴的である。	 
集合住宅周辺の屋外空間や道路・歩行
者空間に隣接する線形の屋外空間と、
街区内の公園緑地等が街区内を放射状
に構成され、最終的には雨水の滞留池
に流出させる仕組みがとなっている。
こうした公園緑地が子供の遊び場やレ
クリエーション機能を合わせ持ち多機
能型の屋外空間のネットワークを形成	 
緩やかな高低差を活用してテラス状に
造成された街区内の地形と雨水管理が
一体的な空間として構成されている。
また、街区周辺の農地や果樹園など地
域の自然資源を積極的に保全・活用し
自立循環型の街区として緩やかに周辺
環境と接合するような計画となってい
る。	 
グリーンイン
フラ適用策に
よる便益	 
雨水流出量抑制・速度遅延、水災害
の減災、雨水浸透（地下水涵養）、微
気象緩和、生物多様性の向上、アメ
ニティの向上、レクリエーション・
健康増進	 
雨水流出量抑制・速度遅延、水災害の
減災、雨水浸透（地下水涵養）、微気象
緩和、アメニティの向上、リバビリテ
ィの向上、レクリエーション・健康増
進	 
雨水流出量抑制・速度遅延、水災害の
減災、雨水浸透（地下水涵養）、生物多
様性の向上、リバビリティの向上	 
表－6b	 街区スケールにおけるグリーンインフラ適用策	 事例 4-6 の整理	 （著者作成）	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表－6c	 街区スケールにおけるグリーンインフラ適用策	 事例 7 の整理	 （著者作成）	 
	 
参考文献及び注釈	 
1)	 Atelier	 Bruel	 Delmar.,Bottiere-Chenaie	 Eco	 District	 in	 Nantes,France.,NBC,	 	 
2)	 Bruel,Anne-Sylvie.,Bottiere-Chenaie	 Eco	 District	 in	 Nantes,	 
France.,Landscape	 Architecture	 Frontiers,	 2013	 
3)	 http://www.brueldelmar.fr/en/	 
4)	 Hoyer,	 Jacqueline;Wolfgang,	 Dickhaut;Kronawitter,	 Lukas;Weber,	 Bjoern(2011)	 
街区スケールにおけるグリーンインフラ適用策	 事例 7	 
事例名 #7	 Tabor	 to	 the	 River	 
所在地	 ポートランド、米国	 
街区内におけ
るグリーンイ
ンフラ適用策
の連関*	 
*（番号は第2章2-6
敷地スケールの類
型化に基づく）	 
	 
	 
①都市緑地→②庭（雨庭）→③道路・歩行者空
間（グリーンストリート）→合流式下水道	 
適用されたグ
リーンインフ
ラ要素技術	 
雨樋非接続、グリーンストリート（道路・歩行
者空間）、雨庭、街路樹	 
グリーンイン
フラが適用さ
れた空間の特
徴	 
街区全体で高台に立地する Mt.Tabor 公園から
低部の Willamett 川まで緩やかな高低差を活
用し、道路・歩行者空間網と並行する形でグリ
ーンストリートがネットワーク上に配され、緑
量のみならず人が歩きやすい緑の歩行者空間
の創成が最も特徴的である。	 
グリーンイン
フラ適用策に
よる便益	 
雨水流出量抑制・速度遅延、水災害の減災、雨
水浸透（地下水涵養）、微	 
気象緩和、アメニティの向上、リバビリティ（住
みやすさ）の向上	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Water	 Sensitive	 Urban	 Design	 :Jovis	 :	 141pp	 
5)	 清水裕之ほか：(2011):	 水の環境学	 :	 名古屋大学出版会	 :	 173-189	 
6)	 清水裕之：(2012):ドイツの緑地保全における地域計画、景観計画、土地利用計画、
地区詳細計画及び緑地整備計画の接続―バイエルン州、ミュンヘン地域を事例として:	 
日本都市計画学会論文集：235-240	 
7)	 Eckert,	 Anja ほか:	 Hannover	 Kronsberg	 Handbook	 (2004):	 City	 of	 Hannover	 :	 127pp	 
8）Reed,	 Jessica:	 Arkadien	 Winninden,	 Green	 Dot	 Award	 Submittal	 Document	 (2012):	 
provided	 by	 Atelier	 Dreiseitl	 
9）Meissner,	 Erhard:	 Naturnahe	 Entwaesserung	 von	 Verkehrflaechen	 in	 Siedlungen	 
(2005):	 Bayerisches	 Landsamt	 fuer	 Wasserwirtschaft	 :41pp	 
10)	 H.Breuste,	 Juergen	 and	 Riepel,	 Juergen（2009）:	 Solar	 City	 Linz/Austria-A	 
European	 Example	 for	 Urban	 Ecological	 Settlements	 and	 its	 Ecological	 Evaluation:	 
The	 European	 Association	 for	 Landscape	 Ecology	 
11）	 Atelier	 Dreiseitl	 （2012）:	 Self-Sustaining	 Neighborhood	 Pfaffenhofen:	 Holcim	 
Awards	 Submital	 Documents	 
12)	 福岡孝則(2013):Bottiere-Chenaie	 Eco	 District プロジェクト−水から発想するエ
コロジカル地区デザイン、ランドスケープデザイン Vol.92（マルモ出版）、pp.106-111	 
13)	 福岡孝則(2012):ドイツ住宅地における水循環に配慮した技術・デザイン手法に関
する一考察	 シャーンハウザー、ウィニンデン、クロンスベルグ住宅地における雨水循
環を題材に、神戸大学持続的住環境創成講座	 平成 24 年度年報、pp.109-113	 
14)	 Takanori	 Fukuoka,	 Sadahisa	 Kato(2013):Water	 Sensitive	 Urban	 Design	 
Case	 Studies	 in	 Germany	 -	 In	 case	 of	 ecologically	 sustainable	 residential	 
landscape	 design	 with	 integrated	 stormwater	 management,	 Proceedings	 of	 
International	 Symposium	 on	 City	 Planning	 2013,	 pp.135-137	 
15)	 福岡孝則(2012):自然エネルギーとランドスケープデザイン、日本造園学会誌
Vol.76	 No.3 ランドスケープ研究、pp.231-235	 
	 
注 1)	 2014 年 5 月の調査においてポートランド市環境局持続的雨水管理課(グリーンイ
ンフラ担当)において，Tim	 Kurtz 氏，Emily	 Hauth 氏，Dawn	 Uchiyama 氏からパワーポ
イント資料に基づきポートランド市のグリーンインフラ適用策について説明を受け，質
疑応答を行った。調査内容は，概要及びグリーンインフラ推進体制，持続的な雨水管理
に関連するグリーンインフラ適用策実施の時間的変遷，具体的な先進事例の紹介であり、
本論はこのヒアリング及び関連資料に基づく	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第4章	 都市スケールにおけるグリーンインフラ適用策の展開	 
	 
4-0 都市スケールのグリーンインフラ適用策	 
	 第４章では、都市スケールにおける持続的雨水管理を核としたグリーンインフラ適用
策の展開について、敷地スケール及び街区スケールのグリーンインフラ適用策を都市ス
ケールで推進・展開するための知見を得るために、大きく 3 つの都市スケールにおける
グリーンインフラ適用策に関するケーススタディーを行う。 
	 第 1 に、都市スケールにおけるグリーンインフラ適用策の展開において最も先進的な
米国ポートランド市において、グリーンインフラ適用策の整備状況、グリーンインフラ
推進の組織体制（組織体制）そして適用策実施の変遷 1)についてまとめ、都市スケール
におけるグリーンインフラ適用策の一端を明らかにする。 
	 第 2 に、都市スケールでグリーンインフラ適用策を推進するためのトップダウン型の
マスタープランとは別の手法、デザインガイドラインに着目した。個別の点的なグリー
ンインフラ適用策が都市スケールで広く展開するためには、グリーンインフラ適用策の
戦略の共有、手法や技術の共有に加えて、推進手法が重要となる。ここでは、ケースス
タディーとして国土スケールで展開されるシンガポール ABC 水のデザインガイドライ
ンを中心に、認証制度やプロジェクトとの連動性などについて考察する。 
	 第３に、敷地・街区スケールで対象域としてきた都市緑化や都市緑地に加えて、縮退
が進む日本では、今後増加傾向が見込まれる空地や未利用地などのグリーンインフラ適
用策対象域としての位置付けられる可能性がある。既存の都市緑地系統のインフラに加
えて、今後の都市で重要になる縮退都市における空地緑化の動向のケーススタディーを
米国フィラデルフィア市、デトロイト市、ピッツバーグ市における取り組みを対象に縮
退都市におけるグリーンインフラの展望を考察した。 
	 
4-1	 ポートランド市における都市スケールのグリーンインフラ適用策の展開	 
	 米国ポートランド市におけるグリーンインフラ適用策の推進は 1996 年に始まり、現
在に至るまで世界でも最も先進的な取り組みを継続している。ポートランド市における
敷地スケールにおけるグリーンインフラ適用策に関しては第２章 2-5 でまとめケース
スタディーを行い、街区スケールにおけるグリーンインフラ適用策に関しては、第３章
3-5 にまとめた。ポートランド市において、グリーンインフラ適用策は主に敷地スケー
ル中心に展開されており、都市スケールの適用策に関しては、都市全体のマスタープラ
ンは存在しない。通常のマスタープラン→詳細計画→整備というトップダウン型の流れ
と異なり、敷地スケールの個別グリーンインフラ適用策が集積した時に都市スケールで
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どのように機能するか、というボトムアップ型の推進戦略のもとポートランド市がどの
ような取り組みを行っているのか、ポートランド市における都市スケールのグリーンイ
ンフラ適用策だと言い換えることができる。 
	 ポートランド市で 1996 年〜2014 年の間に整備された敷地スケールのグリーンイン
フラ適用策は下記の通りに整理できる。注 1) 
・	 屋上緑化：雨水の一時的な貯留機能をもつ屋上緑化は約 420 箇所、9.3ha 分整備さ
れた。 
・	 グリーンストリート：道路と歩行者空間の再整備に伴い、雨水の一時的貯留・浸透
機能をもつ公共のグリーンストリートは約 1,600 整備された。 
・	 雨庭・緑溝：民有地における敷地スケールのグリーンインフラて適用策は 3,000 整
備された。 
・	 街路樹・植樹：街路樹を中心に約 32,200 の新規樹木が植栽された。 
	 
図－33	 	 ポートランド市における都市スケールのグリーンインフラ適用策（グリーンストリート）	 
薄い緑色が公園緑地、濃い緑色がグリーンストリート整備箇所を示す。	 
	 (出典：City	 of	 Portland)	 
	 
その他ポートランド市が展開するグリーンインフラ適用策には，雨樋非接続(Downspout	 
Disconnection)のように単純に雨樋から雨水を直接雨水貯留タンクや植栽舛などに誘
導して雨水管からの接続を外す手法，緑溝(Bioswale)や雨水浸透プランター
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(Stormwater	 Planter)や雨水滞留池(Stormwater	 Detention	 /	 Retention	 Pond)ように
駐車場など一定の面的な空間を活用したものがある。 
	 このようなグリーンインフラ適用策は（図−33）に示す通り、ポートランド市内のい
たるところで展開され、敷地スケールや街区スケールの点・線的グリーンインフラ適用
策が集積されることで都市スケールのグリーンインフラ適用策として機能していると
いえる。このようなグリーンインフラ適用策の展開を都市スケールにおいてどのように
実現しているかを考察するために、都市スケールのグリーンインフラ適用策推進母体で
あるポートランド市環境局の中のグリーンインフラ推進のための組織体制について考
察し、またポートランド市におけるグリーンインフラ適用策実施の展開を時代別に追う
ことで都市スケールにおけるグリーンインフラ適用策展開における知見をまとめる。 
	 
	 
4-2 ポートランド市におけるグリーンインフラ推進組織体制	 
ポートランド市におけるグリーンインフラの適用(計画及びプロジェクト)を推進す
るための体制に関しては，2014 年 9 月現在，グリーンインフラ適用を遂行する環境局
は，流域圏サービス部門，エンジニアリング部門，管理部門，経営部門，公害防止部門，
下水部門の6つの部門で構成され，更にこの中に細分化された22の課が置かれている。
インタビューによる質問注 1)の結果，グリーンインフラの計画・設計・施工・管理の 4
段階において(表－7a-e)に示すように，環境局の中で次のような組織体制が組まれてい
ることが明らかとなった。まず，計画段階においては流域圏サービス部門の流域圏管理
課とエンジニアリング部門の設計課と雨水システム再生課の 3 課が主体となって計画
を進める。次に，設計段階においては流域圏サービス部門の流域圏管理課，持続的雨水
管理課とエンジアリング部門の設計課とシステム開発課の 4 課の協働で進められる。ま
た，施工段階においては流域圏サービス部門の流域圏管理課，持続的雨水管理課，エン
ジニアリング部門の雨水システム再生課と総務部門の広報課の 4 課が担当する。グリー
ンインフラの管理においては，流域圏サービス部門の持続的雨水管理課とエンジニアリ
ング部門の設計課，下水部門の収集システム運営・管理課の 3 課が行う。このようにグ
リーンインフラの計画から管理段階までの間に環境局内で柔軟かつ横断的な混成チー
ム編成が形成されるのが特色で，設計から管理までの中心的な役割を担うのが持続的雨
水管理課である。	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表－7a	 グリーンインフラの適用段階別のポートランド市環境局内組織構成：計画段階(出典：ポートラン
ド市環境局持続的雨水管理課インタビューを元に著者作成)	 
	 
	 
表－7b	 グリーンインフラの適用段階別のポートランド市環境局内組織構成：設計段階(出典：ポートラン
ド市環境局持続的雨水管理課インタビューを元に著者作成)	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表－7c	 グリーンインフラの適用段階別のポートランド市環境局内組織構成：施工段階(出典：ポートラン
ド市環境局持続的雨水管理課インタビューを元に著者作成)	 
	 
表－7d	 グリーンインフラの適用段階別のポートランド市環境局内組織構成：管理段階(出典：ポートラン
ド市環境局持続的雨水管理課インタビューを元に著者作成)	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表－7e	 グリーンインフラの適用段階別のポートランド市環境局内組織構成まとめ(出典：ポートランド市
環境局持続的雨水管理課インタビューを元に著者作成)	 
	 
	 
4-3 ポートランド市における都市スケールのグリーンインフラ適用策展開の変
遷	 	 
次に、都市スケールでポートランド市において展開されてきたグリーンインフラ適用
策の変遷を整理する。1)ポートランド市におけるグリーンインフラ施策及び適用策は次
の 4 つの時期を経てきた。	 
合流式下水道越流水（CSO）対策期（1989～1996）：ポートランド市におけるグリーン
インフラという概念が生まれる以前に都市スケールの雨水管理を意識させたのは CSO
対策であった。この時期にポートランド市中心部のウィラメット川を挟んで東西に広が
る合流式下水地域の住民が，地下室への度重なる浸水などの被害に対してポートランド
市を相手に訴訟運動をおこし，こうした社会的背景が合流式下水地区内におけるポート
ランド市の雨水管理対策実践の大きな原動力となった。この時期に表面流出水(surface	 
runoff)をできるだけ地表面に浸透・貯留させるための緑化屋根や駐車場の改修による
雨水浸透プランターの設置などが民間主導で実践されたが，主としてEPAのClean	 Water	 
Act に基づいた適用であった。	 
グリーンインフラ萌芽期（1997～2004）：グリーンインフラ適用の展開に向けて，こ
の時期にポートランド市は相次いで骨格となる施策を制定した。1999 年には雨水管理
マニュアルを発行し，公共と民間の 46 ㎡以上の新規開発及び再開発に対して持続的な
雨水管理の基準を定め，グリーンインフラの適用を促した。このマニュアルの中には計
画・設計者向けの設計指針や表面流出水量の計算手法などの方針まで示されているが，
 
 
89 
推奨レベルにとどまるものであった。2000 年には Water	 Quality	 Friendly	 Streets 施
策を打ち出し，交通局と道路におけるグリーンインフラの適用構想を開始し，2002 年
には環境局の中に持続的雨水管理課が新たに創設された。創設メンバーは土木の河川系
の水文学エンジニア，環境科学者，ランドスケープアーキテクトなど多領域融合のチー
ム編成となった。そして同年～2005 年まで EPA の Innovative	 Wet	 Weather	 の第 1 期助
成を獲得した。Wet	 Weather は実践的なプログラムで，雨樋非接続，エコルーフ，グリ
ーンストリートなどのグリーンインフラ適用手法がパイロットプロジェクトを通じて
推進された。	 
グリーンインフラ急速展開期（2005～2008）：2005 年からの 3 年間は関連法の制定な
ど急速な展開が起こった。まず，流域圏マネジメント・マスタープランが制定され，流
域圏内の水資源の管理や水質，生態系など，より包括的な都市レベルの水管理のビジョ
ンが示された。同時に 2005 年のグリーンビルディング法により具体的なプロジェクト
の資金援助が始まり，2006 年には，地域コミュニティと連携し，より広域の CSO 問題
に対処すべく，グレーとグリーンのインフラを融合的に整備する計画である Tabor	 to	 
the	 River が策定された。2007 年にはグリーンストリート法が制定され，ポートランド
市内の全ての道路空間におけるグリーンストリートの適用及びインセンティブの仕組
みが開始された。	 
グリーンインフラ発展期(2008～現在)：前市長の強いリーダーシップにより，2008
年に雨水税を 0.1%引き上げることで創出した約 50 億円を基金に Grey	 to	 Green	 
Initiative を立ち上げ，グリーンストリート（200 箇所以上），公有地・私有地におけ
る新規植栽(80,000 本)，エコルーフ（17	 ha），持続的雨水管理用の土地買収(160	 ha)
などの目標を立ち上げ，市内で包括的なグリーインフラ適用策を展開している。	 
	 ポートランド市における都市スケールのグリーンインフラ適用策展開の変遷は次の
ようにまとめることができる。第１に、過去 20 年間に渡って積極的に推進されてきた
グリーンインフラ適用策の整理から，都市スケールでの戦略的グリーンインフラの配置
というよりはむしろ、敷地スケールの整備が先行してきた経緯があることが明らかにな
った。第２に、このような都市スケールにおける敷地・街区スケールのグリーンインフ
ラ適用策を推進するために、雨水の管理マニュアルの刊行により民有地も含む市民を対
象にグリーンインフラ適用策を啓蒙する媒体が存在し、グリーンインフラ適用策の展開
のための情報共有がなされている。第３に、2008 年以降展開される Grey	 to	 Green	 
Initiative のようなパイロッットプロジェクト及びインセンティブの確率が、都市ス
ケールにおけるグリーンインフラ適用策推進の原動力になっているといえる。	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4-4	 アジア・モンスーン気候に適した都市スケールのグリーンインフラ適用策
推進手法－シンガポール ABC 水のデザインガイドラインー	 
	 次に、ポートランド市における都市スケール適用策の展開を踏まえて、降水量などの
気候条件も日本に近く、近年国土スケールで持続的雨水管理を推進するシンガポールの
ABC	 Water	 Design	 Guidelines	 (以下、ABC-WDG)2)に着目した。アジア・モンスーン気候
に適した都市スケールのグリーンインフラ適用策の展開手法に関して、国土スケールで
持続的雨水管理を核にしたグリーンインフラを推進するシンガポールの ABC 水のデザ
インガイドラインに関するケーススタディーを行った。15)	 
	 都市スケールでのグリーンインフラ適用策の推進に向けて重要な考え方や伝達の手
法などの知見を明らかにするためには、先進的な持続的雨水管理を核にしたグリーンイ
ンフラ推進のためのデザインガイドラインの構成、適用策の推進手法などを明らかにす
ることが重要な知見として意義があると考えられる。	 
	 
4-4-1	 ABC 水のデザインガイドラインの研究の目的と方法	 
	 アジア・モンスーン気候に適した持続的雨水管理を核にしたグリーンインフラ適用策
を国土スケールで展開するシンガポールの ABC--WDG を対象に、多領域・多世代に戦略
を啓蒙・推進するためのコミュニケーション手段としてのガイドラインという媒体の構
成、そしてそこにみる適用策の推進（実践）への展開から、グリーンインフラ適用策推
進のための知見を得ることを目的とする。	 
	 研究方法はシンガポールにおける ABC-WDG に関する刊行物による文献調査、および各
推進担当者へのヒアリングと現地調査とする。著者は 2015 年 3 月 25 日～26 日に、ア
ジア・モンスーン気候下の先進的な都市スケールの水のガイドラインを推進するシンガ
ポール Public	 Utility	 Bard	 (公益事業庁、以下 PUB と Urban	 Redevelopment	 Agency	 (都
市再生庁、以下 URA)の行政担当者等に聞き取り調査を行った。本論文は，そこで提供
された資料やインタビュー内容に基づいている。まず、3 月 25 日 11 時～13 時にシンガ
ポール URA においてディレクターの Teck	 Leong	 LIM 氏、Dixi	 MENGNOTE 氏、You	 Ling	 LIM
氏等をからパワーポイント資料に基づきシンガポールの都市計画マスタープランにお
ける ABC-WDG の影響などについて説明を受け，質疑応答を行った。次に同日 16 時～18
時に ABC-WDG の推進母体であるシンガポール PUB サステイナビリティチーム・ディレク
ターの Geok	 Ling	 CHEN 氏、Geok	 Suat	 ONG 氏、Enid	 CHEN 氏からパワーポイントと配布
資料に基づき ABC-WDG の概要、推進体制、ABC-WDG に基づくプロジェクト実施の展開や
課題などについて説明を受け、質疑応答を行った。帰国後に PUB によって発行された
ABC-WDG 関連の報告書を通じて、ABC-WDG の概要とその変遷、ガイドラインの構成と内
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容を類型化して特徴を明らかにした。加えて、シンガポールでの ABC-WDG による認証を
受けたプロジェクトの特徴をまとめ、グリーンインフラ適用策推進のための知見につい
て考察した。	 
	 
4-4-2	 ABC-WDG の概要	 
4-4—2-1	 ABC-WDG の背景	 
	 シンガポールは東南アジアの中心に位置する面積700平方 kmの国で63の島から成る。
人口は約 470 万人、人口密度は世界第 2 位である。シンガポール最大の島シンガポール
島は東西に 42km、南北に 23km であり堆積平野が広がる。島の最高地点は 163m であり
シンガポール川を中心とした河川がゆったりと流れる。シンガポールの国の水道水は島
内の貯水池と隣国マレーシアからの原水のパイプラインを引き約 40%を確保してきた。
しかしながら政治的な問題、急騰する水の価格等不安定な要素を打破するためにシンガ
ポール政府は多様な水問題の解決策を実行に移している。国土の 3 分の 2 が集水域であ
ると位置づけ、年間 2400 ㎜の降雨を水資源として有効活用することに加え、浸透膜を
使った高度濾過技術による下水の再生処理、可動堰の建設により河口に貯水池を建設す
るなど様々な解決法が実行に移されている。本研究で対象とする ABC	 Water	 Design	 
Guidelines	 (以下 ABC-WDG)	 はシンガポールの PUB（公益事業庁）が中心となってまと
めあげたシンガポールを水資源の枯渇した現況から水とガーデンのアイランズへと変
えることを大きな目標として掲げている。2)	 
	 
図‐34	 ABC	 Water	 Design	 Guidelines	 に基づいて遂行、現在進行中のグリーンインフラ・プロジェクト
が地図上に示されている。ABC	 WDG(2014):	 PUB	 Singapore	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4-4—2-2	 ABC-WDG の概要とその変遷	 
	 ABC-WDG2)の第１版は包括的な水のガイドラインとして 2009 年に、事例集や地域別の
要項などを加えた第 2 版は 2011 年に発表された。更に改良を加え、2014 年に第 3 版が
発刊されている。ABC-WDG の ABC とは Active（いきいきとした市民のレクリエーション
のため場所）、	 Beautiful(美しいシンガポール国内の水資源を都市のランドスケープと
包括的に取り扱う)、Clean(安全性、水質の向上)の頭文字である。ABC-WDG の大きな目
的は環境と水資源とコミュニティの３つを核に、国民のだれもが美しくきれいで、生き
生きとした水と共に暮らす国にするためにできるだけ覚えやすく理解しやすいような
名前が付けられている。ABC-WDG の持つ３つの戦略としては A）ABC 水のマスタープラ
ンの作成とプロジェクトの実践、B）ABC 水のコンセプトの啓蒙と適用、C）3P(People、
Public、Private)パートナーシップのアプローチの 3 点である。第 1 の ABC 水のマスタ
ープランにおいては、国内の集水域別に河川、運河、貯水池などの水資源とその価値を
プロットし、その中から 2030 年までに 100 程のプロジェクト想定地をこのマスタープ
ランで示している。(図-34)2014 年 6 月までにこのマスタープランに基づいて 23 のプ
ロジェクトが完成した。第 2 の ABC 水のコンセプトの啓蒙と適用に関して、PUB は省庁
間の間や民間の開発業者に対して ABC 水のコンセプトの啓蒙を行い、2009 年の ABC-WDG
では行政と民間の連携による更なる推進体制を打ち出している。第 3 に、3P(People、
Public、Private)では、3 つの対象を中心とした包括的な啓蒙・推進体制である。市民
向けには教育機関を中心にプロジェクトの実践や水にまつわる教育プログラムを積極
的に展開している。民間事業者向けには、民間会社や NPO などの市民団体と協力して
ABC 水のプロジェクトの敷地で多様な教育・啓蒙活動を行っている。簡単にいえば
ABC-WDG は戦略的な水から発想した環境ガイドラインであり、集水域別の土地利用や現
況把握を超えて具体的な水を中心とした計画とデザイン奨励事業が連動している極め
て実践的なガイドラインであるといえる。このガイドラインの作成にあたってはシンガ
ポールの公益事業庁が中心となり、建設局、住宅開発庁、都市再生庁、国立公園庁、ス
ポーツ庁等が共同で意見やビジョンを話し合い、これに加えてエンジニア協会、建築家
協会、不動産協会、ランドスケープ協会と建設業協会が実務者の立場からのインプット
を ABC-WDG の作成主体に与えている。ABC-WDG はまず、包括的な持続的雨水管理の在り
方を(図―36)のように小スケールの分散型雨水管理を基本としたアプローチとし、ハー
ドの排水路や雨水貯留・浸透施設で一括に管理するのではなく、地域ごとの小単位での
管理を推奨している。雨水が降雨して地表から流出する段階（建築物の屋上、敷地など）
流出した地表水の流れる道の段階(道路、歩行者空間、水路など)、そして最終的に流出
した雨水を受け取る場所(河口のダムなど)の 3 段階に分けて、個々の段階でのグリ	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図-35	 ABC-WDG の内容構成	 (出典；著者作成)	 
	 
ーンインフラ適用策を打ち出している。このような都市スケールでの雨水管理を打ち出
すことで、地表からの雨水流出量の抑制と流出速度の遅延、雨水の浸透量の増大による
地下水涵養など加えて、雨水貯留などによる再利用、そしてグリーンインフラ施設を通
じた水質の改善などを便益として明確に示している。設計～監理までの中心的な役割を
担うのが持続的雨水管理である。	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
図-36	 ABC	 Water	 Design	 Guidelines	 で示された小スケール・分散型を基本とした包括的な持続的雨水管
理、ABC	 WDG(2014):	 （出典：PUB	 Singapore）	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4-4-3	 ABC-WDG のマネジメント戦略	 
ABC-WDG の戦略として、どうして ABC-WDG の適用が必要なのか、またその目的が何であ
るかを明確に示している。雨水流出量の管理、敷地における雨水処理、洪水の防止、水
質と安全と公共の衛生である。ABC-WDG に含むことのできない専門的なエンジニアリン
グや関連法規、設計基準に関しては、The	 Engineering	 Procedures	 for	 ABC	 Waters	 Design	 
Features や The	 Code	 of	 Practice	 on	 Surface	 Water	 Drainage などの設計基準資料集
や法規集に別途まとめている。計画段階においては、2014 年より開発において敷地内
から外への雨水流出量の抑制・速度の遅延のためにグリーンインフラ施設を配すること
を推奨し、公共の雨水・下水道への流入量の制御を目指している。設計段階においては、
洪水抑制のための量的な目標および数式と関連法規、質的な目標としては固形物、窒素
やリンの含有量を規定し、また水質に多大な影響を与える浸食や堆積対策への考え方を
示し、最後には公共の衛生ということで蚊などのよる伝染病対策などに関する目標が示
されている。	 
	 
4-4—4	 ABC-WDG を基盤にした計画・設計手法	 
	 ABC-WDG 全体の内容構成に関しては、(図-35)に示す通りである。この中で中核とな
る ABC-WDG を基盤にした計画設計手法に関しては多様なスケール、タイプのプロジェク
トの中でグリーンインフラ適用策(整備)がどのように可能か、雨水流出のプロセスを
a)	 集水のエレメンツ別の計画・デザイン手法 b)処理・再生手法 c)運搬および貯留の３
つに分類して類型別のグリーンインフラ適用策を示している。	 
	 まず第 1 に集水エレメンツにおいては、類型別に道路、歩行者空間及び自転車道、カ
ナル及び水路、水面(湖、池等)、空地、都市広場、建築構造物と分けてそれぞれの集水
タイプにおいて具体的にどのようなグリーンインフラ適用策の導入が可能かグラフィ
ックを多用して説明している。まず計画の初期段階での地形・地質・排水状態のリサー
チ、水循環の観点から望ましい敷地内の建物のボリューム及び配置に関しての基本的な
考え方を示したうえで、代表的な集水エレメンツ別のデザイン手法を示している。例え
ば、ABC-WDG のコンセプトを反映した広場として敷地内での雨水の浄化や灌水としての
利用、メンテナンスが最低限ですみ、かつアメニティの高い空間を事例と共に紹介して
いる。次に集水タイプ「建築」の中では、人口密度が高く高層の住宅等が多いシンガポ
ールらしく様々な可能性が示唆されている。建築に関連する地表面を屋上緑化、テラス
とバルコニー、植栽基盤、垂直緑化、地表レベル等に分類し、限られた面積の中でグリ
ーンインフラ適用策をどのように建築に組み込むか説明している。屋上緑化においては、
植栽基盤厚があり、樹木などの植栽が可能なものと、植栽基盤厚が少なく軽量土壌など
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で最低限の屋上緑化を適用したものなど条件も多様であるが、雨水流出量の抑制・流出
速度緩和などに加えて、レクリエーション利用や建築物表面温度の緩和などの効果に関
して簡単にまとめられている。	 
	 	 次に、道路・歩行者空間などの集水エレメンツに向けては緑溝や雨水浸透プランタ
ー、透水性機能やレインガーデンを使った駐車場などが一例として挙げられ、詳細の設
計基準等は、Engineering	 Procedures	 for	 ABC	 Waters	 Design	 Features の中で示して
いる。	 
	 第 2 に、雨水の処理・再生手法としては緑溝、生態滞留池、雨水浸透プランター、レ
インガーデンや浄化ビオトープなどがあげられ、適用可能範囲が広範におよぶため、
ABC-WDG の中でも多くの頁に渡って類型別の手法と便益等が説明されている。例えば、
生態緑溝に関しては、道路や歩行者空間、駐車場などの周辺部に適用可能であるが、排
水溝設備の代替として生態緑溝を適用することで、雨水の流出量の抑制、流出速度の遅
延、地中への浸透、植物による蒸発散効果、そして緑によるアメニティ効果などを図版
と共に説明し、その実施・管理の簡単な課題まで示している。	 
	 第 3 の運搬・および貯留に関しては、特にシンガポールで特徴的な貯水池や河川、運
河などの規模の大きい水資源を対象に、ここでは周辺の土地利用や小流域における水循
環などに対する考え方を示した上で、バイオエンジニアリング工法や近自然型工法によ
る河川や運河の緑化工法や敷地の浸食の防止、堆積物による水質の悪化の防御などにつ
いて説明している。以上の 3 つのエレメンツは ABC=WDG の骨格となるもので、（図−37）
の通り、グリーンインフラの適用対象域と共にまとめた。	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
図-37	 ABC-WDG で示された敷地スケールグリーンインフラ適用策と対象域の整理:	 （出典：PUB	 Singapore）	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4-4—5	 ABC-WDG における安全性および管理	 
	 ABC-WDG に基づく計画・設計段階において持続的雨水管理と同じく安全性及び管理が
非常に重要となり、ガイドラインの中にも方針が示されている。設計段階において利用
者の安全を明確にするために、PUB をはじめとした SCDF(土木の安全),BCA(建築物の安
全),	 FSB(消防)など関連諸機関の指針に沿って安全性の確認を行う。適切な流出量およ
び流出速度の設定、オーバーフローの設定、浸透量の設定の詳細は Code	 of	 Practice	 
of	 Surface	 Water	 Drainage の中で 24 時間以上遊水池に雨水が残らないなど詳細が規
定されている。照明やサインに関しては、安全基準ももちろんだが、緊急時の避難灯、
そして ABC の啓蒙のためにもサインの設置も規定されている。アクセシビリティ、緊急
時の避難計画などもこの中に含まれる。	 
	 敷地施工後には、モニタリングを通じた管理が重要となる。特にデング熱などを予防
するために蚊の駆除や生息域の破壊などを継続的に行うほか、グリーンインフラ適用策
が計画通りに機能しているか、浸透率などを定期的に計測している。その他には、安全
性や市民教育を通じて水に親しむと同時に常に自己責任で安全性を意識するような啓
蒙を行っている。	 
	 ABC-WDG に基づいたグリーンインフラ施設の管理に関しては、目標としている機能や
便益を発揮するためにも、非常に重要な項目である。グリーンインフラは自然の水循環
のシステムを模倣したものであるため、植物の浄化能力や雨水の浸透率などが施工後に
どう機能しているかチェックする必要がある。また、ランドスケープ管理の視点からは、
緑溝、生態緑溝や生態滞留池などのグリーンインフラ施設の機能は植物の生育状態や健
康度に影響を受けるため、適切な植物の管理を行うことでできるだけ、目的とする機能
に近づけるようにする。生態滞留池においては、地中への浸透能力を保つために濾過材
の層や土中への浸透率を保つための管理を定期的に行い、水質や雨水の流出速度等に関
しても目標を保つことができるように適切な管理を行う。このような詳細の管理方針や
手法は Engineering	 Procedures	 for	 ABC	 Waters	 Design	 Features に具体的に示されて
いる。	 
	 
4-4—6	 ABC-WDG の啓蒙手法、市民教育との連動	 
	 ABC-WDG で特徴的なのは、ガイドラインによる設計手法の啓蒙のみならず、市民、民
間企業、地元の NPO など多様なステークホルダーを巻き込んで水のインフラストラクチ
ャーをレクリエーションや教育などの目的にも利用していく方針を明確に示している。
特に 3P（市民、行政、民間）の 3 者に水辺周辺でのアクティビティや使い方を推奨す
ることで、場所を体験しながら水質をモニタリングしたり、生態系について学んだり、
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インターンシップを実施したりと多様な利活用方法が市民団体等によって積極的に提
案・実行されている。これにより、ABC-WDG によるグリーンインフラ適用策を啓蒙し多
世代、多様な主体を巻き込んで常に積極的な利活用方法を模索している。	 	 
	 
4-4—7	 ABC-WDG の啓蒙手法の展開	 
4-4-7-1．ABC-WDG に関連した水関連法の改正とその影響	 
	 シンガポールでは初めて ABC-WDG が刊行された 2009 年から、国レベルで持続的雨水
管理を包括的に推進する一方で、法的な強制などは一切行われてこなかった。しかし、
2013 年には Revisions	 to	 COP	 on	 Surface	 Water	 Drainage の項目 7.1.5 の中で、工業・
商業・住宅・研究機関の 0.2ha 以上のすべての新規開発において公共の排水に接続する、
敷地からの地表流出水の係数を 0.55 と制定し、認可を申請する開発業者はこれに基づ
くグリーンインフラ適用策のモデル（手法の組み合わせ）とどのような根拠（計算式）
で上記を達成しているかを確認書類で提出することが義務化された。これはつまり、上
記の新規開発において ABC-WDG に基づくグリーンインフラ適用策を導入しない限り達
成が難しい数字を示したものである。土地利用計画レベルでは、都市再生庁主導で 40
～50 年先を想定したコンセプト都市計画と詳細計画が策定され、10 年ごとに更新され
る。この中で、特に公園および水資源計画図が特に、ABC-WDG の計画レベルでの導入、
となり、これを受けた設計段階で前述の水関連法の規定に沿って ABC-WDG が更に推進さ
れるという仕組みである。方の改正で特筆すべきなのは、上記の一連の申請書類の提出
に当たり、3－3 で述べる ABC	 Waters プロフェッショナル・プログラムで認定された専
門家によってレビューされた書類でなければならないと法で規定している点である。15)	 
	 
4-4-7-2	 ABC 認証制度	 
	 ABC 認証制度は 2010 年の 7 月に PUB の主導により開始された ABC-WDG に基づくプロ	 
ジェクトを認証するものでる。2015 年 4 月現在までに 49 のプロジェクト（29 の公共プ
ロジェクトと 20 の民間プロジェクト）が認証されており、ABC の水のコンセプトを更
に啓蒙する制度とし敵対されている。認証制度への応募は通年で可能であり、認証は実
施設計レベルの図面や関連スペックなどを元に行われる。認証の審査項目は３つあり、
Active30 ポイント、Beautiful30 ポイント、Clean30 ポイント、Innovation20 ポイント
の計 110 ポイントとなっている。各項目別の審査項目の概要は、Active では開発が提
供する公共のコミュニティ・スペースやアメニティ、教育の価値に 20 ポイント、コミ
ュニティやステークホルダーの利活用が 10 ポイントとなっている。Beautiful の項目
ではグリーンインフラ適用手法がどのように敷地・建築デザインに反映されているかに
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20 ポイント、一体的な緑化に 10 ポイントが与えられる。Clean に関しては、ABC-WDG
に基づいた地表流出水の取り扱いに関して包括的な敷地内の持続的雨水管理の 2 項目
を合わせて 30 ポイントとなっている。最後の Innovation 項目は、ABC-WDG を応用した
雨水を活用した灌水システムや中水利用まで独自の取り組みに対して 20 ポイントまで
獲得できる。上記の通り、ABC 認証制度に特徴的なのは、持続的雨水管理のみならず、
開発敷地がどのようにパブリックな場所として機能し、またデザイン上の配慮なども重
要視している点であろう。	 
	 
4-4-7-3	 ABC	 Waters プロフェッショナル・プログラム	 
	 ABC	 Waters プロフェッショナル・プログラムは PUB と SIE(シンガポール・エンジニ
アリング協会)主導で 2011 年から開始されたプログラムで、行政や民間の専門家による
講義等によるプログラムに現時点までに 200 名が参加し、2013 年より開始された資格
認証も開始された。SIE、SIA(シンガポール建築家協会)、SILA(シンガポール・ランド
スケープアーキテクト協会)の 3団体の中で ABC	 Waters プロフェッショナルとして登録
することが可能になっている。	 
	 
4-4-8	 ABC	 Waters認証を受けたプロジェクトの整備状況	 
	 次に、ABC	 WDG に基づいて整備され、2010 年〜2016 年の間に ABC	 Waters の認証を受
けたプロジェクト 59 件に関して、プロジェクトの認証年度、対象とする空間像、そこ
で適用された持続的雨水管理を核としたグリーンインフラ適用手法に関して、(表−８)
の通りまとめた。プロジェクトの対象域の大きな特徴としては、59 件のうち 39 件が集
合住宅である。そのほか公園や動物園などが 6 件、大学・学校が 5	 件、その他研究所、
オフィス、複合開発や歩行者空間などがみられた。注 2)	 
	 適用されたグリーンインフラ手法としては、限られた敷地を最大限に活かすために屋
上緑化、雨庭、生態緑溝、生態滞留池の組み合わせが最も多く見られた。屋上緑化を通
して一時的な雨水の貯留や流出量の削減、そして流出速度の遅延などを達成し、その後
緑溝や生態滞留池を通じて水質の浄化等を行い、敷地全体を使って雨水管理を目指すも
のが多く見られた。また単なる調整池や植栽のない雨水側溝などは見られず、ほとんど
のプロジェクトにおいて建築が屋外空間の緑化と雨水管理を効率的に組み合わせ、
ABC-WDG による効果を最大限に感じられるような空間となっていることがわかった。ま
た、住民や市民参加を促す環境ワークショップなどの開催、サインなどを通じたABC-WDG
の啓蒙も多くの事例で見られた。一方で、公共の道路空間や歩行者空間、公園、河川空
間等における ABC-WDG の整備事例は限定的であり、認証を受けたプロジェクトの対象域
のタイプが偏っていることも今後の課題である。	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表−8	 ABC-Waters の認証を受けたグリーンインフラ適用策の事例一覧（出典：PUB	 Singapore）	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4-4-9	 ABC-WDG にみる都市スケールのグリーンインフラ適用策推進手法	 
	 最後に、ABC-WDG の概要や構成、推進体制やそれに基づくプロジェクトの展開から、
ABC-WDGによる持続的雨水管理を核にしたグリーンインフラ適用策の推進手法に関して
下記(図−38)の通りまとめ、得られた知見から、今後の課題について考察する。	 
	 第１に、グリーンインフラの推進体制として背景や適用する国土の立地条件は異なる
ものの、降水量が日本より多いアジア・モンスーン気候に適したグリーンインフラ適用
策推進手法として都市スケールで多様な主体に広く啓蒙をするための媒体の構成や内
容が明らかになった。	 
	 第 2 に、ABC-WDG によるガイドラインの作成と改訂にとどまらず、ABC の認証制度に
よるプロジェクトの更なる展開と、また ABC	 Waters プロフェッショナル・プログラム
による ABC	 Waters プロフェッショナルの資格制度はグリーンインフラ適用策をより包
括的に推進する人材育成、そして建築、土木、ランドスケープの諸団体内でも専門家と
して登録できるという柔軟な人材育成制度であり、専門家として法の中でも規定されて
いる。このように ABC-WDG を推奨レベルのガイドラインから、認証制度や人材育成も含
めたプログラムと連動させて都市スケールの持続的雨水管理をできるだけ早く改善す
るというアプローチをとっている。	 
	 第 3 に、グリーンインフラ適用策の対象に関して，	 ABC-Waters 認証事例にみられる
ように，屋外空間におけるより機能的な緑化と雨水管理を賢く組み合わせることで、
ABC-WDGに示された持続的雨水管理を核にしたグリーンインフラ適用策の推進が具体的
な空間として実現されていることがわかるり、都市スケールにおけるグリーンインフラ
適用策の推進手法としての一つのあり方を示している。	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
図−38	 ABC-WDG と持続的雨水管理を核にしたグリーンインフラ適用策の推進（出典：著者作成）	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4-5 縮退都市における空地緑化の戦略的展開	 
	 最後に、都市スケールにおけるグリーンインフラ適用策を今後どのように展開してい
くのかを構想する上で重要になる縮退都市と空地に関してまとめる。16)	 
	 ここでは、縮退都市による空地の創出をネガティブに捉えるのではなく、緑化等を戦
略的に進めることで都市におけるリバビリティ（住みやすさ）の向上、健康増進、安全
性や不動産価値の向上、持続的な都市創成などに寄与するものとしてとらえる考え方を
基礎にしている。人口減少・少子高齢化時代の日本では、都市周縁部の空地・空き家問
題や耕作放棄地・山林の荒廃、都市インフラの更新問題などが今後加速化して私たちの
暮らしに影響を与えると予測されており、同時に気候変動にともなう異常気象にとよる
局地的な豪雨などの水災害の頻発など、縮退に加えた新たな課題に関しても議論が進ん
でいる。現在世界人口の半数が都市内に居住するといわれるが今後都市への人口の集中
が予測されている。わが国では人口の約 9 割が都市内に居住するといわれ、世界で一番
都市化の進んだ国土においてどのように縮退という現象を考えるかが喫緊の課題とな
っている。1)日本において、例えば東京圏では都心から遠い地域ほど空き家率が高いと
いわれ、千葉県では全域で空き家率 12%以上の市町村が多い。今後は郊外の空き家率も
現在の平均 8〜12%から上昇するだろうと予測されている。3)このような現象に敷地レベ
ルでのリノベーション等で対応することに加えて、街区など面的なスケールでエリアを
マネジメントしていくことが提唱されており 4)、具的には空地・空き家のシェアハウス
やシェアオフィス化、市民農園化や災害時の防災拠点など、多様な萌芽的な取り組みが
各地域でみられる。縮退都市という言葉には縮まる、退行するなどのイメージを喚起さ
せ社会が緩やかに変化する中で、何をどのように計画的に展開することによって、こう
した縮退を次世代の都市像につなげるかを饗庭は「都市をたたむ」と表現しており、縮
退し空地・空き家化し土地がなんらかの計画的な戦略的操作を踏まえて、再び都市的な
都市利用に転換する可能性を示唆している。5)	 
	 このように日本ではやや緩やかな縮退都市の議論が進む一方で、北米の主要工業都市
では産業構造の転換、1950 年代から続いた郊外化の影響（特に富裕層の郊外への流出
と都市内部への低所得者層や移民の流入）により、都市内部で極端な空地・空き家の増
加、犯罪の増加による治安の悪化、貧富の差の拡大などが発生し、フィラデルフィア都
市部では 2012 年時点で 14%の空地・空き家率、財政破綻したデトロイト市、ピッツバ
ーグ市などでも同様の現象が大きな社会問題となってきた。6)同時に、このような空地
等を含めて不確実な縮退都市時代に向けた計画や構想、そして空地の緑化や農地化、暫
定的な利活用なども上記の諸都市で展開されてきた。	 
	 ここでは、ではこのような空地の機能転換（緑地化、農地化など）がどのような構想・
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計画のもとに展開され、また同時に単なる暫定的な緑化を超えてどのような戦略的展開
可能性があるのかに着目し、フィラデルフィア市における空地の緑化等の動きに着目し
てその動向をまとめることを目的とする。拡大都市時代の緑地計画は都市の将来像の骨
格や基盤を規定するものとして計画論が展開されたが、縮退時代において自然派生的に
現れる空地をどのような戦略をもって計画的に介入し、管理していくのか構想するため
の基礎的な事例研究として、本研究独自の視点であり、空地をより長期的視野にたって
次世代の都市の生態基盤とするための可能性を考えることを目的としている。	 
	 
4-5-1	 縮退都市における空地緑化研究の対象	 
	 まず、文献調査等を通して米国の代表的な縮退都市における空地緑化の動向を整理し
た上で、フィラデルフィア市において空地緑化がどのように位置付けられているかをフ
ィラデルフィア市自然資源保全課の策定した Green	 Plan	 Philadelphia 及び水資源課に
よる Green	 City	 Clean	 Water の二つの構想や計画想や計画を背景として位置づける。
次に、フィラデルフィア市における空地緑化の取り組みを Pennsylvania	 Horticultural	 
Society(ペンシルバニア園芸協会、以下 PHS)や Green	 Stormwater	 Infrastructure	 
Partners(グリーンインフラ・パートナーズ以下 GSI)等の取り組みから分析し、空地緑
化の概要と	 その展開を明らかにする。なお、2016 年 5 月 3 日〜6 日にフィラデルフィ
ア市内において PHS シニア・ディレクターの Bob	 Grossmann 氏、GSI 代表の Anna	 Shipp
等に聞き取り調査を行った。本論文はそこで提供された資料やインタビュー内容に基づ
いている。また、補足的に PHS や GSI など関連ウェブサイトや報告書における追加調査
及び追加インタビューを行った。16)	 
	 
4-5-2 米国の縮退都市における空地緑化計画の動向	 
	 
4-5-2-1 フィフィラデルフィア市における動向	 
	 空地における緑地化や機能転換において、米国３都市における都市スケールの構想や
動向を簡単に整理する。フィラデルフィアにおいては、1999 年時点では空地問題に対
応する行政機関が 15 組織もあり、全体を調整する機関が設けられていなかった 7)が、
現在はこれらを統括的に束ねる組織 Philly	 Land	 Bank8)が設立され、トップダウンで空
地をより効率的に管理できる仕組みが整っている。同時に、2012 年にニューヨークの
ブルックリンで設立された Garden	 Justice	 Legal	 Initiative(以下 GJLI)はフィラデル
フィア市において、Grounded	 in	 Philly(以下 GP)というボトムアップ型の空地緑化組
織 9)を展開し、公有、民有の空地緑化やコミュニティガーデン化、菜園化などを啓蒙・
支援・研究する組織として特に低所得者層、マイノリティや移民や難民のコミュニティ
における空地の戦略的緑化を推進する組織である。こうした組織に加えて前述の PHS や
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CR ほかが空地緑化を展開する一方で都市スケールでの空地緑化マスタープランのよう
なものはない。緑地計画としては、フィラデルフィア市水環境局が 2011 年に策定した
Green	 City	 Clean	 Water(以下 GCCW)計画	 10)の中で、空地の緑化に止まらず、公園・オ
ープンスペースから市内のグリーンインフラ構想、民有地の緑化から空地までの包括的
な水と緑の都市計画となっている。2016 年時点で 25 年計画の 5 年目の年を迎えるが、
本計画は米国連邦環境保護庁 Environmental	 Protection	 Agency（以下 EPA）とも協定
を結んだ非常に優れた計画として注目を集めている。	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
図−39 と持続的雨水管理を核としたグリーンインフラの概念図（出典：City	 of	 Philadelphia,	 	 Water	 
Department）	 
	 
4-5-2-2 デトロイト市における動向	 
	 デトロイト市では、基幹産業の衰退や郊外への富裕層の流出により中心地と郊外の貧
富の格差が拡大する中で市街地の空地化が急激に進行する中、財政破綻する 2012 年の
直前に Detroit	 Future	 City-	 Detroit	 Strategic	 Framework	 Plan(以下 DFC)	 11)を 24
ヶ月間の市民ワークショップなどを経て策定した。DFC は都市計画、ランドスケープ、
経済コンサルタント、インフラ、土地利用、コミュニティ参加、ゾーニングなどの専門
家が協同で作成したもので、計画の要素としては経済成長、土地利用、インフラなど都
市のシステム、近隣・コミュニティの生活の質、土地・建物などの資産管理、市民参加
などの主要項目に分けることができる。特に空地の緑化計画に着目すると、敷地スケー
ルでは既存の土地利用や周辺の状況を基礎にして、コミュニティのオープンスペース
（動的利用）、生態修復（静的利用）、グリーン＋ブルーインフラなど持続的雨水管理
を目指したもの、都市農地など生産的な土地、汚染土壌の浄化や社会・文化的な暫定利
用など、多様な空地緑地の類型を提案しており、空地の将来像も固定せずに組み合わせ
や利用転換など、不確実性の高い空地の機能転換において柔軟な構想を打ち出している。
加えて、街区スケールでは土地利用の将来像に関して多様な選択可能なシナリオを残し
たままの計画となっている。さらに、2050 年を想定した都市スケールの計画では現況	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図－40	 多様な空地緑地の類型を提案	 
（出典：Future	 City	 Detroit）	 	 
	 
の空地率などをもとに将来の都市構造を 8 つに分類し、土地利用の類型を近隣住区型、
工業地型、ランドスケープ型の３つに用を分け、さらに開発タイプも商業、住宅、産業、
ランドスケープの４区分に分けることによって明確な将来像を提示している。	 
以上に示したように、DFC において空地の緑化およびその多様で可変的な土地利用転換
像がこの DFC の中で非常に重要な役割を果たしている。現在までに DFC は Detroit	 
Future	 City	 11)という運営組織も開設され、可変的な土地利用計画を採用しプロジェク
トの実践的な展開をはかり、デトロイト市の再生を目指している。	 
	 
4-5-2-3	 ピッツバーグ市における動向	 
	 	 
	 	 ピッツバーグ市では、都市計画局が主体となって2015年 12月にPittsburgh	 Vacant	 
Lot	 Tool	 Kit（以下 VLTK）10)という空地プログラム 12)を開発し、（図−41）市民や利
用者主体で空地の緑地化などに取り組むことができる仕組みの展開を開始した。背景に
は、ピッツバーグ市内には約 27,000 の空地が存在し、これらの維持管理に年間約 20 億
円強が	 かかっていると試算されている。こうした空地の緑化などの再生を利用者の力
を活用して促進するのがこの VLTK であり、ピッツバーグ市の都市計画局を中心に、公
園局、サステイナビリティ戦略室、財政局、市長室、ペンシルバニア州立大学やその他
コミュニティなど多くの関連組織の連携のもと、都市・ランドスケープコンサルタント
等が中心になりVLTKがつくられた。VLTKが他の2都市の空地緑化と大きく異なるのは、	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図－41	 ピッツバーグ市・公有の空地利活用プログラムVLTKのフローチャート	 
（出典：City	 of	 Pittsburgh	 City	 Planning）	 
	 
市民が主体的に空地を発見し、空地の再生手法を選択し、空地が管理されることによっ
て市の空地問題を解決するためのガイドブック形式で作られている点である。章立てと
してはまず空地の探し方、既存の公有の空地の状態の説明がある。利用者はライセンス
という一年契約更新の空地利用プログラムもしくは、リースという３年契約の空地利用
プログラムを選択でき、それぞれに申請・認可・実践のプロセスが異なるが、アクショ
ンを前提としたフローチャ−ト形式の利用者目線で書かれているため、利用者、市の空
地担当者がどの段階でどのように関わるかが明確に示されている。	 	 
	 空地の緑化タイプは上記の 2 つのプログラムにより規定されており、ライセンスとい
う１年契約の場合は非営利目的の花の庭もしくは食料生産（都市農業）に空池担当者が
どの段階でどのように関わるかが明確に示されている。空地の緑化タイプは上記の二つ
のプログラムにより規定されており、ライセンスという１年契約の場合は非営利目的の
花の庭もしくは食料生産（都市農業）に空地の機能が限定されている。リースという３
年契約の場合は上記の２つに加えて雨の庭（雨水の貯留•浸透など）への転換が可能に
なる。契約年数が３年と長くなるため保険への加入が必要となる。また、リース契約の
場合、空地で生産されたものは申請料 25 ドルを支払えば、年間 10,000 ドル以下の売り
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上げであれば許容される。	 
	 
4-5-2-4	 縮退都市おける空地緑化計画動向のまとめ	 
	 以上のように米国の縮退３都市において、空地は将来の開発に向けて未利用のまま放
置され、荒廃するのではなく積極的に暫定的であっても多様な緑化戦略を立てることで、
都市スケールのオープンスペースや緑地と同じような働きを果たすための考え方やア
プローチが示されている。フィラデルフィア市においては空地緑化の長い歴史があり、
空地緑化に関連する組織も多く市の策定する計画やビジョンと実践の関係性は注目に
値する。一方、デトロイト市で描かれた 2050 ビジョンは最も複雑で多様な都市スケー
ル空地緑化のシナリオが描かれているが、不確実性も高い。ピッツバーグ市では、公有
の空地に焦点を当てたボトムアップ型の空地緑化プログラムが特徴であるが、策定され
て数年であり継続的な成果の検証が必要である。米国の代表的な縮退都市における空地
緑化動向を踏まえて、さらにフィラデルフィア市に焦点を当てて、具体的な空地緑化の
計画における位置付けと実践手法について次にまとめる。	 
	 
4-5-3 フィラデルフィア市の計画における空地緑化の位置付け	 
	 
4-5-3-1	 Philadelphia	 Green	 Plan における空地緑化の位置付け	 
	 次に、フィラデルフィア市に焦点を当てて、空地緑化が市の策定した計画の中でどの
ように位置付けられているかを明確にする。16)フィラデルフィア市自然資源保全課
(City	 of	 Philadelphia	 Department	 of	 Conservation	 and	 Natural	 Resources)は、2010
年に Green	 Plan	 Philadelphia(以下 GPP)を Michael	 Nutter 市長の元に策定され、2028
年に向けた公園や緑地計画のビジョンを具体的な目標値とともに設定している。まず、
計画の中では、公園・校庭・水辺・広場や空地などターゲットとなる 16 タイプの屋外
空間を設定し、そのタイプ別に３つの便益（環境的便益、経済的便益、生活の質）に関
連づけたマトリックスを作成している。物理的な空間をどのように設えるかだけではな
く、創成された空間の機能と、その空間がどのような便益を生み出すかを明確にしてい
る点が特徴である。例えば、環境的便益では大気の質、健全な水循環と流域圏、生物多
様性の向上、微気象の緩和などがあげられ、経済的便益では効率的なエネルギー利用、
不動産価値の向上、生産的な土地利用など、そして生活の質では、地元で生産された新
鮮な食物、レクリエーション機会の創出、安全安心のまちなどの要素があげられている。
加えて、それらの具体的な目標値が設定され、例えば都市農業の件数や空地率、生物多
様性など、計画が実践に移される中での効果を、サンプル指標により検証することを示
している。	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 特に、空地緑化に関して明記すべきはその目標値が明確に設定してあり、計画策定時
に 60,000 筆あると想定される空地・空き家を 2028 年までに 28,000 筆までに抑え、空
地・空き家率を現在の約 10%から 5%まで削減するとしている。空地緑化の具体的な手法
や設定すべき空間像よりもむしろ、積極的に GPP の中に空地緑化を積極的に位置付け、
暫定的な空地緑化を通じて荒廃した街区の再生を促すことや、公有と民有の空地が市の
緑地計画の中でどのように位置付けられるべきか研究を推進するなどが記載されてい
る。	 
	 
4-5-3-2	 Green	 City	 Clean	 Water における空地緑化の位置付け	 
	 次に PHS によるフィラデルフィア市水資源課(City	 of	 Philadelphia	 Water	 
Department)が 2006 年に策定した Green	 City,	 Clean	 Waters（以下 GCCW）計画では 30
年後の 2035 年に向けたビジョンと実践の道筋を示している。GCCW では PGP よりさらに
踏み込んで、持続的雨水管理を核にしたグリーンインフラの推進を打ち出し、北米で顕
著な合流式下水道越流水（CSO:	 Combined	 Sewer	 Overflow）対策として、グレーインフ
ラの拡充に加えてグリーンインフラ(Green	 Stormwater	 Infrastructure)適用策の推進
を計画の中で明確に位置付けている。特に、GCCW で空地緑化に注視した施策としては、
空地緑化によるグリーンインフラ（Green	 Stormwater	 Infrastructure	 for	 Vacant	 Lands）
があげられる。ここでは、市内の空地の中でも特に価値が低いエリア、内水氾濫等に脆
弱なエリアの空地に積極的にグリーンインフラによる雨水管理を適用していくこと、空
地緑化によるグリーンインフラ・イニシアティブ（The	 Vacant	 Land	 Green	 Stormwater	 
Infrastructure	 Initiative）により、市の関連部局やコミュニティと連携しながら空
地緑化によるグリーンインフラの推進を掲げている。	 
	 
4-5-3-3 フィラデルフィア市 PHS の空地緑化事業 LCP の概要	 
	 フィラデルフィア市の PGP と GCCW 計画においては、空地緑化が緑地のタイプの一つ
として明確に位置付けられた上で、さらに持続的雨水管理を核としたグリーンインフラ
としての機能も期待されていることも踏まえて、具体的に市内でどのように空地緑化事
業が展開されているのか、フィラデルフィア市における空地緑化事業の代表的な取り組
みとして PHS の戦略的な空地緑化プログラムを代表事例として取り上げる。PHS は 1827
年に設立された NPO 法人であり、全米で最も古い園芸協会の一つである。活動の中心は
園芸に関わるあらゆる活動であり、ガーデンショーの運営、ワークショップの開催、人
材育成、食育や緑の教育から近年は未利用地の暫定的な利活用までその活動の幅は広い。
今回の空地に関連した中核事業は Land	 Care	 Program(以下 LCP)空地緑化プログラムで
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あり、公有地と民有地の両方を対象に実施され、現在までに市内の 7,800 の空地が緑化
等を通じて再生させた。現時点で 11,300 の空地を管理しており、これは約 140ha 以上
の荒廃した空地が緑化されたことを示す。PHSの活動はフィラデルフィア市のClean	 and	 
Green と Community	 Green というイニシアティブと協力しながら推進する。LCP は
PPP(public	 private	 partnership)を基本としており、PHS によって運営されるが、活
動の財源はフィラデルフィア市ほか、多様な団体からの助成等を基本とする。LCP によ
る効果は街区内の資産価値の工場、新規の開発誘引、健康増進、安全安心（犯罪率の低
下）、地元の空地緑化産業の創出と雇用、コミュニティ力の向上など多岐にわたり、空
地緑化を通じて都市内に変化をもたらす施策として知られ、全米でワークショップや空
地緑化事業の推進に関する教育啓蒙活動も展開し、多くの自治体や組織にとってもロー
ルモデル（規範）となっている。	 
	 
4-5-3-4	 PHS の空地緑化事業 LCP 実践の流れ	 
	 次に PHS による空地緑化事業 LCP 実践の流れについて示す。フィラデルフィア市内に
立地する空地に関する情報は 2.1 の通り Philly	 Land	 Bank 等で把握されている。（図−
４2）①敷地選定：PHS はまず City	 of	 Philadelphia	 Office	 of	 Housing	 and	 Community	 
Development	 (以下 OHCD、フィラデルフィア市住宅開発局)フィラデルフィア市住宅局
(City	 of	 Philadelphia	 Office	 of	 Housing)や Commerce	 Department	 (財政局)、空地
の立地するコミュニティの委員会メンバーと協働しながら、（図−43）市内に数多く立
地する空地の中で LCP を適用する街区および敷地を選定する。敷地選定にあたってのク
ライテリアは、視認性の良さ（例えば角地や街区の中でも目立つ場所にあること）、商
業や新規開発予定地に近接していること、バス停などの近く、学校への通学路や人通り
が多い歩行者空間沿いなどをターゲットに戦略的に選出される。理由としては、空地緑
化による効果が住民にとって認識されやすく、また将来的に開発や変化を誘引したい場
所だということである。②敷地所有者との調整：LCP は民有の空地において主に事業展
開されている。このため、土地の所有者と空地に LCP を事業展開スルことに関して、同
意を得て証明書を発行する。またこの時点で所有者は空地内の草などを 14inch 以下に
刈り込み、ゴミなども除去しておかなければならない。③計画・設計：LCP が適用され
る空地の計画や設計は極めてシンプルで、植栽土壌の入れ替え、樹木の植栽、地被類と
してはクローバー類の植栽（芝生ではない）、立ち入りを制限するためのフェンス等に
限定されている。イニシャルの空地緑化コストは 1 ㎡あたり$10-13 ドル程度で、過去
10 年間このイニシャルコストは変わっていない。④施工：施工は主に植物の生育に合
わせて春と秋の年 2 回である。施工時期としては、夏季に比べて植物への負荷が少ない
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ため秋期での施工が多い。空地緑化というのは新しい事業の枠組みで、通常の公園や緑
化事業とは異なる新しい産業を創出している。空地緑化の施工は市内に立地する 19 の
小規模造園・土木業者によって実施され、特にマイノリティによる緑産業の育成（毎年
100 件程度）に貢献している。⑤事業者による維持・管理：緑化された空地の維持管理
は PHS と LCP 施工者によって実施され、毎年約 106ha の空地において 4 月〜6 月の間、
月 2 回空地清掃と草刈りが施工業者により実施される。清掃と草刈りの管理費は敷地あ
たり$10 程度である。⑥利活用：前述の通り、LCP が適用された敷地は緑化後に地域の
小公園や緑地のような状況を創出するが、LCP 事業展開される空地は民有地がほとんど
を占め、公有地のような積極的な利活用を目的としたプログラムの展開はない。がしか
し、コミュニティによる BBQ など近隣居住者のインフォーマルな利活用は多く観察され
ている。空地の責任問題が派生するため、空地緑化後もフェンスによってフォーマルな
利活用は制限されているのが大きな特徴である⑦新しい土地利用への転換：LCP による	 
	 
	 
図－42	 PHS空地緑化事業の流れ	 
（出典：著者作成）	 
空地緑化された土地が特殊な民有の緑地として維持される一方で、全体の約 1 割の土地
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が新規住宅開発、商業、コミュニティガーデンや公園など新しい土地利用に転換される。	 
これは LCP の性格を色濃く反映するものであり、空地が暫定的に緑化されることで新た
な開発や街区に変化をもたらす触媒のような役割を果たしている。成功した LCP 実施地
域では新規開発を誘引し、不動産価値などが高まるなどの効果も認識されている。	 
	 
4-5-3-5 空地緑化によるグリーンインフラ・イニシアティブの実践	 
フィラデルフィア市水資源課は空地緑化(Green	 Vcant	 Land、以下 GVL)というプログラ
ムを立ち上げ、空地緑化によるグリーンインフラ・イニシアティブを通じて、市の関連
部局やコミュニティと協力しながら空地や既存の公園緑地におけるグリーンインフラ
を推進している。CCW 計画の中で目指している都市内の健全な水循環の回復目標を達成
するために空地の戦略的なグリーンインフラ化が位置付けられている。具体的にはまず、
空地緑化によるグリーンインフラの推進に興味のあるコミュニティは、プロジェクトの
評価基準に合致することが確認できれば、Community	 Input	 Form を通じて水資源課に
申請すると、その地域周辺のグリーンインフラの適性などについて、雨水流出パターン
や地質などに基づいて調査し、空地緑化によるグリーンインフラの適用が可能かどうか
をチェックするパートナーシップの仕組みができている。個別敷地を対象としたコミュ
ニティとしての申請と、より広いエリアを対象とした街区(Neighborhood)としての申請
の２つの選択肢があり、ボトムアップ型のグリーンインフラ推進体制を支える仕組みが
できている。（図−44）	 
	 
図−43	 PHS による空地緑化事業の組織体制（著者作成）	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図−44	 GVL による空地緑化事業の組織体制（著者作成）	 
	 
4-5-3-6	 空地緑化事業の評価	 
	 LCP の評価は、空地緑化により価値を高めた敷地が住宅開発用の土地に転換さ
れるなど、縮退都市において退行・自然化だけではなく都市的な土地利用に転
換する可能性を示している点である。LCP の評価に関しては大きく、次の３点に
集約される。A)	 犯罪率の低下による安全性の向上：Brabas らの調査研究	 14)に
よると LCP による空地緑化により、ウェスト・フィラデルフィアとノース・フ
ィラデルフィアの２地域で銃を使った犯罪が著しく減少したと報告されている。
フィラデルフィア市街地全体でこの傾向は見られ、犯罪率の減少と合わせて安
全・安心感の向上も報告されている。B)２つ目は健康増進効果である。これは、
ペンシルバニア大学医学部の South ら 13)の調査研究によるもので、LCP による空
地緑化により創出された緑地を起点に散歩など軽い運動を行う人が増え、スト
レスや歩行者の心拍数の低下などが報告されている。C)3 つ目は不動産価値の向
上である。ペンシルバニア大学ウォートン経営学部の Wachter ら 13)の調査研究
によると、LCP が事業展開され、空地緑化された敷地のあるエリア近隣の住宅価
格は、そうでない敷地に比べて平均で$40,000 ドル不動産価値の上昇が起こって
いる。また、個別の空地が清掃や緑化などの LCP で$1 ドルが投資されることに
より、$224 ドルの住宅価値の上昇が観察され、これは投資額に対して 22,000%
の利益を生んでいることと同等だとまとめられている。	 
	 
4-5-4	 縮退都市における空地緑化のまとめ	 
	 最後に、米国縮退都市の空地緑化計画動向とフィラデルフィア市における空
地緑化事業の展開から、縮退都市における空地緑化の戦略的展開に向けた課題
を考察する。	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 第１に、都市スケールの空地緑化や空地の機能転換に関する戦略では３都市
とも独自の展開をとげている。フィラデルフィア市は空地緑化の歴史も古く多
様な組織が先進的な緑化事業を展開しており、PGP や GCCW など都市スケールの
水と緑の計画と空地緑化の関係も計画上で位置付けられた上で、PHS などの中間
組織およびボトムアップ型の実践のための仕組みができている。デトロイト市
においては、FCD に示されるように空地緑化に多様で時間的変化に応じた将来像
の展開が可能になっている一方で、同市の将来像に向けて、敷地スケール、街
区スケールの取り組が都市スケールの構想とどのように展開しうるか、不確実
性が高い計画となっている。ピッツバーグ市では最も新しい空地緑化施策をも
ち、都市計画局が中心となり利活用者主体で空地緑化に取り組める仕組み VLKT
を整備した点で他の 2 都市とは異なる。このように、縮退都市における戦略は
異なるものの、空地緑化自体が都市計画的な視点から水資源や緑地計画に積極
的に位置付けられている点は、今後の都市スケールにおける空地緑化の位置付
けを戦略化する上でも重要であろう。	 
	 第２に、フィラデルフィア市の空地緑化はフィラデルフィア市自然資源保全
課による PGP と水資源課による GCCW の両方の計画の中で、空地緑化の重要性が
掲げられている。特に PGP においては、空地緑化を重要な緑地施策として位置
付け、可能性ついて言及している一方で、GCCW においてはさらに踏み込んで具
体的な空地緑化によるグリーンインフラ・イニシアティブによる、空地緑化に
よる持続的雨水管理を核にしたグリーンインフラの推進を位置付けている。こ
のように、都市計画レベルで空地緑化への言及や位置付けは必要であり、空地
緑化によるグリーンインフラ・イニシアティブのような推進の媒介になる組織
体制の充実も今後望まれる。	 
	 第３に、フィラデルフィア市の PHS は独自の空地緑化事業を展開し、非常に
戦略的で限定的な暫定的緑化事業から、新規開発、住宅地開発など土地利用の
転換を促すなど空地緑化を媒介にした変化を起こすために重要な役割を果たし
ている。加えて、空地緑化によるグリーンインフラ・イニシアティブのように、
コミュニティなどを中心としたボトムアップ型の空地緑化推進体制も、空地緑
化の戦略的展開には非常に重要であると考えられる。	 
	 第 4 に、空地緑化事業の評価に関して犯罪率の低下と安全性の向上、健康増
進効果、不動産価値の向上などが検証されているが、今後はさらに空地緑化事
業の展開による便益や評価を検証することで、空地緑化のより戦略的な展開の
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推進につながると考えられる。	 
	 
4-6	 都市スケールのグリーンインフラ適用策まとめ	 
	 第４章では、敷地スケール及び街区スケールのグリーンインフラ適用策を都市スケー
ルで推進・展開するための知見を得るために、大きく 3 つの都市スケールにおけるグリ
ーンインフラ適用策に関するケーススタディーを行った。以下に都市スケールにおける
グリーンインフラ適用策の展開のケーススタディーから得られた知見をまとめる。	 
	 
1)	 ポートランド市における都市スケールのグリーンインフラ適用策展開（表–9）	 
	 第 1 に、都市スケールにおけるグリーンインフラ適用策の展開において最も先進的な
米国ポートランド市において、グリーンインフラ適用策の整備状況、グリーンインフラ
推進の組織体制（組織体制）そして適用策実施の変遷についてまとめ、都市スケールに
おけるグリーンインフラ適用策の一端を明らかにした。ポートランド市においては、グ
リーンインフラのマスタープランや上位計画が存在しない。代わりに、ポートランド市
全域において、敷地スケールのプロジェクト整備の推進のために「雨水管理マニュアル」
など計画設計者向けのガイドラインと「Grey	 to	 Green	 Initiative」のようなパイロッ
トプロジェクト推進のための仕組み、その他インセンティブが設定されている。	 
	 敷地スケールのグリーンインフラ適用策とは高い連動性を持ち、都市スケールで目指
すビジョンやアプローチを明確に共有することで敷地スケールの適用策推進につなげ
ている。一方で、街区スケールにおいては第３章でもケーススタディー対象として取り
上げた「Tabor	 to	 the	 River」のような一部のモデルプロジェクトを通じた連動性に限
定されている。	 
	 適用されたグリーンインフラ要素技術はほぼ敷地及び街区スケールと同等のものを
取りいれており、対象域とする空間像も都市緑化、庭、道路・歩行者空間、都市緑地、
河川などすべてのグリーンインフラ類型を対象とするが、全体として雨庭などの点的な
ものと、グリーンストリートのような線的な空間が対象域となっており今後は新規開発
や面積の比較的広い都市緑地などを都市スケールのグリーンインフラ適用策としてど
のように戦略的に位置付けていくかが課題であるといえる。	 
	 
2)	 シンガポール ABC-Water	 Design	 Guidelines にみる都市スケールのグリーンインフ
ラ適用策の展開方法（表–9）	 
	 第 2 に、都市スケールでグリーンインフラ適用策を推進するためのトップダウン型の
マスタープランとは別の手法、デザインガイドラインに着目し、シンガポール ABC 水の
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デザインガイドライン(ABC-WDG)を対象にケーススタディーを行った。シンガポールで
は、ポートランド市よりも更に広い対象域をもつデザインガイドラインを展開する。敷
地スケールのグリーンインフラ適用策とは高い連動性をもつパイロットプロジェクト
が示され、将来整備予定のパイロットプロジェクトもガイドラインの中に示される。一
方、街区スケールのグリーンインフラ適用策とは敷地スケールと異なる形で連動する。
これは流出係数の制定であり、工業・商業・住宅・研究機関の 0.2ha 以上のすべての新
規開発において公共の排水に接続する、敷地からの地表流出水の係数を 0.55 と設定し
たため、必然的に新規の街区スケールの開発においては、グリーンインフラ適用策の導
入を取り組むことが義務化された形をとる。加えて、ABC 認証制度、人材育成制度も
WBC-WDG の中に示されており、都市スケールにおけるグリーンインフラ適用策の展開が
多方向から進められているのが特徴的である。また、適用されたグリーンインフラ要素
技術はほぼ導入され、対象域とする空間像も都市緑化、庭、道路・歩行者空間、都市緑
地、河川などすべてのグリーンインフラ類型を対象とするものとなっている。	 
	 	 
3)縮退都市における空地緑化戦略にみるグリーンインフラ適用策の展開（表–10）	 
	 第３に、敷地・街区スケールで対象域として定義した６つの類型に加えて、縮退が進
むことで今後増加傾向が見込まれる空地や未利用地などへの暫定的な緑化戦略などを
都市スケールで推進する北米３都市（フィラデルフィア、デトロイト、ピッツバーグ）
における取り組みを対象にまとめた。Future	 City	 Detroit においては、戦略レベルで
敷地及び街区スケールの空地や未利用地におけるグリーンインフラ適用策の展開像が
示されているが、フィラデルフィアの Green	 City	 Clean	 Waters	 とピッツバーグの VLTK
においてはいずれも敷地スケールのグリーンインフラ適用策を中心に、今後縮退が進む
都市において空地や未利用における展開の可能性が示されている。	 
	 
以上のように、都市スケールにおけるグリーンインフラ適用策の展開に関しては敷地及
び街区スケールのグリーンインフラ適用策を展開するための知見は得られたが、都市ス
ケールに独自のグリーンインフラ適用策の展開や敷地・街区スケールのグリーンインフ
ラ適用策との多様なレベルでの連動の考察は今後の課題とする。	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表―10	 縮退都市における空地緑化戦略にみるグリーンインフラ適用策の展開	 （著者作成）	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注 1)	 2014 年 5 月の調査においてポートランド市環境局持続的雨水管理課(グリーンイ
ンフラ担当)において，Tim	 Kurtz 氏，Emily	 Hauth 氏，Dawn	 Uchiyama 氏からパワーポ
イント資料に基づきポートランド市のグリーンインフラ適用策について説明を受け，質
疑応答を行った。調査内容は，概要及びグリーンインフラ推進体制，持続的な雨水管理
に関連するグリーンインフラ適用策実施の時間的変遷，具体的な先進事例の紹介であり、
本論はこのヒアリング及び関連資料に基づく	 
	 
注 2)	 2010 年〜2016 年度に ABC	 Waters の認証制度を受けた 59 のプロジェクトリスト
は PUB によって提供された資料に基づく。	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
 
 
 
 
 
 
	 	 	  
 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 第 5章	 
結論	 
持続的雨水管理を核としたグリーンインフラ適用策の展開に向けた
知見と展望	 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
118 
	 
第 5 章（結論）：持続的雨水管理を核にしたグリーンインフラ適用策
の展開に向けた知見と展望	 
	 
持続的雨水管理を核にしたグリーンインフラ適用策の展開に向けた知見（結論）	 
	 本章では、持続的雨水管理を核にしたグリーンインフラ適用策の展開から得られた知
見を明らかにし、本論文の結論とする。	 
	 
(1)	 持続的雨水管理を核にしたグリーンインフラ適用策	 
	 第 1 章ではグリーンインフラ適用に向けた課題背景の整理、定義、世界的な動向や対
象域の整理を行い、日本におけるグリーンインフラ適用に向けた背景と課題を整理した。
グリーンインフラ適用策の概念に関しては、欧州、北米、日本で異なる定義や手法が異
なり統一したものがないが、本研究を通じて持続的雨水管理を核にしたグリーンインフ
ラ適用策とは「自然の水循環プロセスを模倣した持続的雨水管理を建築（都市緑化）、
都市緑地、道路・歩行者空間、河川等の多様な形態をもつ屋外空間と掛け合わせること
で、多機能・多便益を引き出す考え方を指す」であると定義づけ明確化したうえで、グ
リーンインフラ適用策を展開する対象域を定めた。グリーンインフラ適用策の展開に際
しては、まずグリーンインフラの概念と適用の背景にある課題と対象域を明確化するこ
とで、より的確な形でグリーンインフラ適用策を展開することが可能となる。	 
	 
(2)	 敷地・街区・都市スケールにおけるグリーンインフラ適用策の展開	 
	 次に、第 2 章から 4 章ではグリーンインフラの適用策が３つのマルチスケール（敷地・
街区・都市）においてどのように展開されるかを具体的な事例のケーススタディー通じ
て考察することにより次のことが明らかとなった。	 
	 第 1 に敷地スケールにおいては、グリーンインフラの要素技術の組み合わせ（主に持
続的雨水管理と屋外空間の組み合わせ）は、降雨から敷地からの雨水の流出までを一つ
の流れで捉え、適切な要素技術を屋外空間に適用することで、雨水流出量抑制、雨水流
出速度遅延、水質浄化などに加えて、微気象緩和や生物多様性の向上まで幅広い便益を
もたらすことが明らかになった。特に、グリーンインフラ要素技術間の連関を強く意識
し、水循環（水）と主な対象となる屋外空間（緑）の機能を理解した上で多機能を引き
出すことが重要だと考えられる。またケーススタディーに基づき、水循環（水）と屋外
空間（緑）の機能を理解した上で、敷地スケールのグリーンインフラ適用策を、都市緑
化、庭、道路・歩行者空間、都市緑地（公園型・都市型）、河川の６つに類型した。こ
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のような類型に基づき、グリーンインフラ適用策を展開することにより、持続的雨水管
理という自然の水循環を模した仕組みや技術に加えて、具体的な空間像を伴いながら多
機能型の空間を創成し、便益を引き出すことが可能になる。	 
	 第 2 に街区スケールにおいては、7 つの事例を元にケーススタディーを行い、水循環
の仕組み、グリーンインフラ要素技術、空間の特徴とグリーンインフラ適用による便益
をまとめた。街区スケールのグリーンインフラ適用策は、敷地スケールで類型化したグ
リーンインフラ適用策が連関しながら、その組み合わせによって成立することが明らか
になった。例えば、都市緑化、道路・歩行者空間、都市緑地などが、街区内で連続した
1 つのグリーンインフラ適用策として展開されることで、環境的便益に加えてレクリエ
ーション・健康増進、アメニティの向上、リバビリティ（住みやすさ）の向上など多便
益を生むことが明らかになった。加えて、街区スケールの対象域と隣接する地域の自然
環境（湿地、河川等）に接続することを意識した上で街区のグリーンインフラが構想さ
れていることがわかった。	 
	 第 3 に、都市スケールにおいては、適用されたグリーンインフラ要素技術は敷地及び
街区スケールと同様の手法を取りいれており、対象域とする空間像も都市緑化、庭、道
路・歩行者空間、都市緑地（公園型・都市型）、河川などすべてのグリーンインフラ類
型を対象とするもので、特にポートランド市においては個々の敷地スケールのグリーン
インフラ適用策が都市スケールのグリーンインフラ適用策と連動して展開されている
ことがわかった。都市スケールを対象域としてグリーンインフラの適用策を包括的に展
開するためには、柔軟な推進組織体制の確立やデザインガイドラインなどの啓蒙媒体、
また設計マニュアルなどより広い市民や読者層を設定したグリーンインフラ適用策が
共有されるための推進手法が重要であることが明らかになった。また、組織体制として
はグリーンインフラの計画・設計・施工・管理それぞれの段階において，既存の組織構
造は変えずに柔軟に多部局間連携のチーム編成を行うポートランド市の手法は，機能分
化の進んだ日本の組織においても解決策の一つとして有効だと考えられる。加えて、認
証制度や人材育成プログラムなど、多領域の専門家の連携及び参加を促すシンガポール
ABC-WDG の仕組みにも、都市スケールにおけるグリーンインフラ適用策推進において制
度、実践、評価などがリンクして機能している。	 
	 
(3)	 グリーンインフラ適用策の推進手法	 
	 グリーンインフラ適用策の敷地・街区・都市スケールにおける積極的な展開において
は、EPA の事業助成金によるパイロットプロジェクトや行政機関のインセンティブなど
の助成手法は，重要な推進力となっており，ポートランド市のグリーンインフラ急速展
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開期において特に効果的に作用したことが明らかになった。グリーンインフラ適用策推
進に向けた積極的な助成制度やインセンティブの充実がグリーンインフラ整備に必要
であると考えられる。	 
	 
(4)	 縮退都市におけるグリーンインフラ適用策	 
	 敷地・街区・都市スケールで定義した６つのグリーンインフラ類型の中でも、今後縮
退が進む中で増加が見込まれる空地や未利用地におけるグリーンインフラ適用策整備
に関して、北米の 3 都市における空地緑化戦略の整理から、公園緑地などと異なる新し
いタイプのグリーンインフラ適用の萌芽的取り組みが見られた。今後は対象域として、
既存都市内のグリーンインフラ適用可能空間に加えて、新たに派生する空地や工業跡地
などにおけるグリーンインフラ適用も視野に入れた適用策の戦略が必要となると考え
られる。	 
	 
(5)	 持続的雨水管理を核にしたグリーンインフラ適用策を基軸にした都市創成	 
	 日本においても今後は、現在の単一機能の構造物を主体としたグレーインフラを中心
とした整備から，第 2〜4 章で考察したグリーンインフラ適用策整備事例を参考に，敷
地・街区・都市スケールにおいて建築の屋外空間から都市緑地まで人工的な都市環境を
対象に、持続的雨水管理の仕組みと、対象となる空間像を一体的に構想することで雨水
の流出量抑制や流出速度の遅延、水質浄化などの環境的便益に加えて微気象緩和，生物
多様性の向上まで多便益を生むことができるといえる。加えて、敷地スケールから都市
スケールまでマルチスケールにおけるグリーンインフラ適用策を既存の成熟都市に戦
略的に展開することで、その便益を最大限にし、より持続的でリバビリティ（住みやす
さ）の高い都市創成の基盤をつくることが可能になるといえる。	 
	 
今後の課題と展望	 
	 以上のように、本研究を通じて持続的雨水管理を核としたグリーンインフラ適用策の
マルチスケールにおける展開を明らかにした。今後の課題と展望を以下の通りまとめる。
まず、グリーンインフラ適用の背景となる課題に関して日本では特に今後も頻発が予想
される水災害等における脆弱性の高い地域への減災デザインの一環としてグリーンイ
ンフラ適用策の推進が考えられる。このような戦略的なグリーンインフラ適用策の配置
を実現するためにも、都市の脆弱性の検証、雨水排水量など定量的なグリーンインフラ
適用策による計画設計などの探求がグリーンインフラ推進に欠かせない一つの視点で
ある。米国ではハリケーンサンディー等の大型都市災害後に、グリーンインフラを賢く
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織り込んだ計画やデザインに実験的に取り組んでいる。このような脆弱地域へのグリー
ンインフラの戦略的適用や、減災とグリーンインフラの関係性などは今後も積極的に検
証される必要がある重要課題である。1)3)4)5)	 加えて、東日本大震災からの持続的な復興
において今後も地域に固有の自然資源を賢く活用したグリーンインフラ適用可能性の
議論が必要とされている。2)	 
	 上記のような減災、そして既存の成熟都市におけるグリーンインフラ適用策の推進及
び整備を考えるとき、人工構造物を主体としたグレーインフラとグリーンインフラが機
能をうまく補完し合いながらより持続的な都市創成に寄与するための配分や融合的な
技術、空間像などは多分野連携で取り組み議論をする必要がある。また、こうしたグリ
ーンインフラの適用を本格化させる上では、このような新しい都市基盤の評価・検証が
求められているといえる。	 
	 一方で、水の量や質など定量的な検証や機能に加えて本研究でも重要だと考えたのは、
グリーンインフラが空間像を伴ってそこに暮らす人々の生活に意味がある都市の基盤
となることである。空間像の特徴でいうと、単に緑の量が多い、水面があるということ
に加えて水と緑が重ね合さることによって創成されたパブリックスペース等の屋外空
間と使い手がよりアクティブな関係をもつことが都市生活の質を高めることにつなが
り、またグリーンインフラの対象域が日常時から非常時までの時間的な変化を空間から
体験できることにより、水循環など自然の目に見えないプロセスが可視化される。今後
は、ランドスケープデザインや周縁のデザイン領域においてもグリーンインフラの空間
像やデザインに関するさらなる議論と探求が必要である。6)	 
	 本研究においては敷地スケールの個別グリーンインフラ、街区スケールのグリーンイ
ンフラ、そしてそれらの集積としての都市スケールのグリーンインフラという視点から
どのようにマルチスケールのグリーンインフラが自立的に連動しながら成立するかと
いう考え方を元にしている。このような進め方を実現するためには、人間の継続的な関
与が必要となる。グリーンインフラ適用策整備ための組織体制から管理運営体制、積極
的な市民参加によるグリーンインフラの推進など、今後はグリーンインフラに関係する
人づくりに関しても更なる議論が必要である。グリーンインフラは自然を基盤にしたイ
ンフラのため、時間によって変化し持続的な関わりが必要となる。このような関係性を
うまく結ぶことで地域のコミュニティのレジリエンス性を高めるなどの可能性も示唆
されるが、これらも前述の評価と合わせて今後必要不可欠な視点である。	 
	 最後に、本研究は都市を中心として対象域を設定しているが、グリーンインフラ適用
策は国土全体で応用可能な考え方である。縮退が進む日本のこれからの農山漁村におけ
るグリーンインフラ適用策については今後取り組むべき大きな課題であるといえる。	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